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　世界は今大きな転換点に立っている。新型コロナ
ウイルスは世界を席巻し，多くの人々の命を奪って
いる。温暖化による気候変動は日々顕在化し，2050
年には脱炭素社会の実現を迫られている。この様な
状況は，我々の世界観や行動パターンを変えると共
に，経済や社会構造も急激に変化して行くと考えら
れる。社会が大きくトランスフォーメーションしてい
く中で，物理探査が存在価値を持ち続けるためには，
物理探査トランスフォーメーションは必須である。
　DX（デジタルトランスフォーメーション）は，
デジタル技術を活用して組織や社会を変革させる試
みである。物理探査トランスフォーメーションは，
物理探査による社会変革への寄与と言える。その為
には，①物理探査の特徴を再認識する事，②変革の
目標を明確にする事，③変革のロードマップを描く
事の 3 点が重要である。
　物理探査は地質調査の道具であるが，取得される
データは全て数値情報である。新たな社会資本整備
を見据えて国交省が推進している BIM/CIM の基礎
は，地盤と構造物の数値情報を始めとする大量の空
間情報である。特に PLATEAU プロジェクトでは，
サイバー空間上に 3D 都市モデルを再現し，都市空
間のデジタルツインを構築した。しかし歴史的には，
現実の地下世界を計算機上に作り上げ，可視化出来
るデジタルツインの構築に初めて成功したのは，物
理探査である。
　物理探査技術者は 20 年以上も前に，取得された
地下に関する各種の物性データを統合し，地下 3 次
元の仮想現実空間を計算機上に再現していた。惜し
むらくはその利用に関して，物理探査の技術者が無
関心であった点であろう。技術者は放っておいても
自分の技術を最先端に保つ努力を行うが，その利用

と価値の創造には関心が薄い。
　例えば地震に対して液状化するかは，地下のデジ
タルツインを基にシミュレーションを行えば判断で
きる。これが物理探査が作り出す社会的価値であ
る。即ち地下空間のデジタルツインは，この様な意
味において数値基盤インフラと考えてよく，他分野
のデータを加えシミュレーション等を利用して，社
会が必要とするサービスを生み出す基である。イン
フラの価値は，高速道路と同様に，利用者数で判断
される。
　次に，物理探査トランスフォーメーションの目標
は物理探査が作り出す社会的価値とすべきである。
これからの時代，最も重要視される社会的価値は
SDGs（再生可能な開発目標）であろう。今後物理
探査を利用した新しいサービス群は，SDGs の理念
に沿っているか常に問われる。業界はこのゴールに
向けた物理探査の取り組みを議論し，示しておく必
要があろう。
　最後は変革のロードマップにこれらをどの様に落
とし込むかである。今までの適用領域である社会資
本整備，防災，再生可能エネルギー関連（風力発
電，地熱）等のユーザーが期待するサービス群の提
供は，数値基盤インフラという視点で進めた方が良
い。地下のデジタルツインと BIM/CIM やスーパー
シティー構想との結合，さらに地下データの不確実
性が生み出すリスク評価の提供などが，ロードマッ
プ作成のターゲットになって来るであろう。これか
らの物理探査トランスフォーメーションの動きに期
待したい。

物理探査トランスフォーメーション

巻頭言

Key Word
DX，デジタルツイン，3次元可視化，BIM/CIM，PLATEAUプロジェクト，
数値基盤インフラ
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＊公益財団法人深田地質研究所　顧問　京都大学名誉教授



2

 1   はじめに
　物理探査は能動的あるいは受動的な手法によっ
て，様々な物理量を計測し，非破壊によって地下構
造を可視化する技術である。日本における物理探査
は，1920 年頃より，主に石油・金属鉱床等の資源
開発分野への地震・電気・重磁力探査の適用が徐々
に進展し，1930 年には土木調査分野への電気探査
の適用が始まったとされている。以来 100 年の歳月
を経て，現在，物理探査の適用領域は拡大し，地下
構造の時間 - 空間における変動履歴を高精度に把握
することが，強く要請されるに至っている。
　物理探査の重要な社会貢献としては，第一に，地
球温暖化に伴う気候変動に対するリスク軽減の観点
で，土木・インフラ維持分野における設計・施工へ
の直接貢献の拡大が挙げられる。第二に，2050 年
カーボンニュートラル社会の実現に向け，二酸化炭
素地中貯留，洋上風力発電における海底地盤調査，
さらに，地熱資源開発への貢献が進展すると考えら

れる。第三に，活断層の活動履歴とジオメトリーの
把握を中心とした地震防災・耐震設計への基礎デー
タの提供は，従前通り，物理探査技術の重要な使命
であり続ける。また，第四に，天然ガスを主体とす
る炭化水素貯留層を対象とした物理探査は，基幹エ
ネルギーを確保する観点で引き続き重要な役割を果
たし，日本近海におけるメタンハイドレート探鉱や
海底金属鉱床の賦存量把握に関しても貢献できる余
地は大きいと考えられる。本稿では，物理探査技術
の展開分野と要請される技術適用の現状を俯瞰的に
記述する。

 2   物理探査技術の適用分野
　前述の通り，物理探査技術の適用分野は多岐に
亙っている。表 -1に物理探査の適用分野に応じた
有効探査手法の一覧を示した。本章では，主要な 5
分野に関して，探査技術適用の現状・課題を概括する。

総 論

阿
あ べ

部 進
すすむ

＊

Key Word
物理探査技術，カーボンニュートラル，三次元モデル，統合物理探査，
時間履歴抽出，土木 - インフラ維持，地下空間利用，活断層調査，資源開発

＊�株式会社地球科学総合研究所 代表取締役社長

持続可能な社会実現に向けた
物理探査技術の役割

表 -1　物理探査の適用分野に応じた有効探査手法一覧
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2-1 土木・インフラ維持分野
　地下に埋設された管路の老朽化が主要因となって
発生する道路陥没は非常に多く，路面下の空洞を非
破壊で迅速に検知することが重要な課題である。現
在，地中レーダーを搭載した空洞探査車による高速・
高密度測定が実用化され，AI 解析による自動判定
技術の進展と共に，対策工事の早期着手による陥没
リスクの低減に大きく寄与している。また，トンネ
ル建設に関しては，計画調査段階においては，高精
度の地山評価を目的とした屈折法探査及び電気 - 電
磁探査による統合物理探査が有用である。一方，開
削段階の切羽前方探査においては，破砕帯等の脆
弱箇所と湧水・土砂流出の可能性がある帯水層の抽
出を目的として，VSP（Vertical Seismic Profiling）
の概念を応用した反射法地震探査が広く適用され，
掘削工程の最適化とリスク低減に貢献している。さ
らに，河川堤防の維持管理においては，表面波探査
と電気 - 電磁探査の複合適用を通じて，堤体内部の
不均質構造を空間的に可視化すると共に，すべり破
壊・パイピング破壊等の浸透に関わる弱部検出を通
じたリスク評価が可能となっている 1）。土木・イン
フラ維持分野においては，限定的なボーリング調査
データのみからは推定が困難な地盤構造の変形・不
均質構造を把握することが，埋め立地盤の性状把握，
液状化予測，地盤増幅特性の予測，建造物の動的解
析等に有効であり，三次元微動探査が実用化されて
いる。

2-2 環境・地下空間利用分野
　地下水の賦存量評価と共に，地下帯水層維持・管
理の観点での流動予測及び汚染水 - 汚染物質の移流
予測は，持続的な水資源利用の観点から，重要な課
題である。電気-電磁探査は地下水の賦存ポテンシャ
ルを把握すると共に，水理流動モデルを構築する上
で基礎的なデータを提供する。今後，国内では，ブ
ルー・グリーン水素製造事業における地下水管理・
供給も課題であり，モニタリングの視点での物理探
査の適用も望まれる。地下空間利用の観点では，高
レベル放射性廃棄物の地層処分事業への物理探査技
術の本格適用が期待される。地層処分においては，
地質 - 水理構造・力学特性・化学特性を含む広域地
質環境モデルの構築が必要であり，反射法地震探査
と電磁探査を中心として，重磁力データを包含した
解像度の高い統合物理探査が，今後の概要調査・精
密調査で不可欠となる。

2-3 防災・学術調査分野
　防災・学術調査分野では，1995 年兵庫県南部地震

以後に全国各地の地方自治体において，文科省交付
金による活断層調査が継続的に実施され，地形・地
質構造の形成過程，活断層の構造形態・活動履歴を
含め，後期新生代テクトニクスの解明に資する物理
探査データが蓄積された。さらに，1990 年代後半よ
り，日本列島に沈み込むスラブの詳細形状，プレー
ト収束帯における堆積盆の基本構造，陸域震源断層
の位置・形状把握等の理解に向けた深部地殻構造探
査が積極的に進められ，震源断層 - 活断層システム
のイメージングの重要性が指摘されてきた 2）。こう
した断層システムを視覚的に理解する上では，反射
法地震探査が重要な役割を果たすと共に，断層破砕
帯の抽出には電気 - 電磁探査が非常に有効である。

2-4 カーボンニュートラル関連事業分野
　2050 年カーボンニュートラル社会実現において，
CCS-CCUS に関わるサイト選定・評価は極めて重要
な課題である。CCS に適した貯留層 - 遮蔽層構造の
把握には反射法地震探査が不可欠であり，貯留可能
量，貯留層物性及び遮蔽層健全性に資するデータが
収集され，圧入 CO2 挙動予測やジオメカニクス解
析に必要な地質構造モデルが構築される。さらに，
CCS-CCUS 開始後のサイトでは，圧入 CO2 の領域
把握を目的とした繰り返し地震探査が実施されると
共に，連続モニタリングシステムが構築・運用される。
　次に，再生可能エネルギー関連では，先ず洋上風
力発電事業において，海上音波探査を含む反射法地
震探査を通じて，海底地盤の堆積状態を連続的に把
握し，標準貫入試験やコーン貫入試験との対比を通
じて，地盤構造モデルを構築することが求められる。
さらに，工学的基盤の深度・形状を把握するために
海底下の S 波構造把握が重要な課題であり，海底微
動アレイ探査や変換 S 波探査が開発されている。
　さらに，日本国内における安定的ベースロード電
源として地熱発電が位置付けられているが，地熱系
の地質構造と水理構造を把握し，断裂系を前提とし
た地熱貯留層モデルの構築が求められる。適用され
る物理探査手法としては，山岳・難地域における物
理的な制約にも対応可能な重力探査と共に，溶解塩
化物を多く含む高温地熱流体に充填された貯留層や
難透水性の粘土鉱物が含まれるキャップロックを同
定するには，電気 - 電磁探査が重要な役割を果たし
ている。近年，地熱貯留層及び断裂系の高精度イメー
ジングに関して，準三次元反射法地震探査や坑内光
ファイバー計測を伴う VSP 探査法の開発が進んで
いる。
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2-5 資源開発分野
　地震探査技術は，天然ガス探鉱等において，詳細
な三次元地下構造の可視化と共に，貯留層物性評価
に不可欠な技術であり，未だにこの分野への適用を
通じた技術開発が進展している。また，海洋電磁探
査は，低飽和ガスに関わる地質リスク低減への貢献
が期待されている。こうした物理探査技術は，日本
近海の微生物起源ガスやメタンハイドレート探鉱に
おいて，エネルギー安定供給の観点から極めて重要
である。
　近年，排他的経済水域における海底熱水鉱床，レ
アアース泥及びコバルトリッチクラストなどが，
カーボンニュートラル社会の実現に向けて，鉱物資
源の安定供給において期待されている。海洋鉱物資
源開発は商業化への課題が大きいが，将来的には，
海底金属鉱床の発見・賦存量把握には，海中ロボッ
ト（AUV，ROV）を活用した物理探査手法の確立
が望まれる。

 3   物理探査技術の進展と今後の課題
　前節で述べた様に，持続可能な社会実現に向けて，
物理探査技術の適用分野は多岐に亙って拡張してい
る。こうした時代の要請を踏まえ，物理探査の各要
素技術は，センシングユニットの改良・多点化等に
伴うデータ取得技術の発展と共に，AI 技術の導入
を含めたデータ処理技術の高度化も進展している。
　適用分野毎に，有効な物理探査手法，抽出すべき
物理量及び要求される解像度は異なるものの，多種
物理探査データの解析・解釈・インバージョンを通
じて，構造形態・岩相情報・物性情報・力学特性・
水理特性を含む地質・地盤構造・地質工学モデルを
三次元的に構築することが求められる。こうして構
築された二次元・三次元モデルを総合評価すること
によって，土木・インフラ維持分野では，設計・施
工への直接貢献が可能になり，防災関連分野では，
防災・減災計画策定への寄与が期待できる。また，
カーボンニュートラル関連分野の中でも CCS に関
しては，貯留可能地点の選定・評価・操業への寄与
が可能であり，資源開発分野では，貯留層・鉱床性
状の把握を通じた資源賦存量の把握に帰結すると考
えられる（図 -1）。本節では，以下 3 点に関して，
物理探査技術の進展と課題に関して記述する。

3-1 三次元モデル構築の標準化
　三次元地質構造・地盤構造モデルの構築は，地下
構造の可視化と共に，地質評価の不確実性に伴うリ
スク軽減に大きく貢献することが期待される。近年，

全国地質調査業協会連合会の支援を受け，国内の地
質・建設コンサルタント会社 35 社によって，「3 次
元地質解析技術コンソーシアム」が組成され，地質・
地盤三次元モデルの作成手法と品質管理に関わるマ
ニュアル，ガイドブック及び入門ソフトウェアが公
開されている 3）。

　こうした三次元モデル構築において，その基礎
データ自体が三次元で取得されることも重要な課
題である。資源開発分野では，1990 年代中期以降，
24 ビット A/D を搭載した探鉱機，MEMS 加速度
センサーの導入及びケーブルレスシステムの開発に
伴い，日本国内においても，陸域・浅海域・海域に
おける三次元地震探査データが集積されてきた。一
方，土木・インフラ維持管理分野においては，限定
されたボーリング調査だけからは推定が難しい地盤
不均質について，三次元常時微動トモグラフィによ
る高精度の推定手法が開発されている 4）。また，近
年，海底地盤の三次元構造可視化を目指し，資源探
査用の三次元地震探査システムを小型化，高分解能
化すると共に，異種震源によるマルチスケール探査
が可能なシステムが開発されている 5）（図 -2）。

3-2 多種物理探査による統合解析
　前述の様な三次元地質・地盤モデルを構築するに
際して，単一の物理探査データに関しては一意性や
不確実性が高く，多種物理探査データを用いた統合
的な解析・解釈・インバージョンが不可欠である。

図 -1　物理探査データの貢献に関わるワークフロー
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 4   総括
　今後，物理探査技術は，そのデータ取得・処理・
解析・解釈技術の進展に伴って，構造形態・岩相情
報・物性情報・力学特性・水理特性に関して，より
高精度な三次元地質・地盤構造・地質工学モデルを
提供し，持続可能な社会を支えるカーボンニュート
ラルの実現に不可欠な基盤技術となることが期待さ
れる。

土木 - 建設分野及び地盤工学分野においては，物理
探査データから物性 - 地盤工学パラメータを精度良
く推定し，設計 - 施工への直接貢献を行う上で，多
種物理探査による統合解析・解釈が担う役割は大
きい。

　物理探査学会では，統合物理探査調査研究委員会
を通じて，統合物理探査の普及に向けた報告がされ
ている 7）。図 -3に，河川堤防調査において S 波速
度と比抵抗情報から粒径を推定し，透水係数をプロ
ファイリングした事例を示す 8）。
　一方，深部構造を対象とした資源開発分野におい
ては，地震探査データが主体であるが，電磁探査・
重磁力探査データを加えて，流体性状や孔隙率等の
貯留層物性，力学特性及びマクロ岩相モデルを構築
するワークフローが確立し，AI 技術を用いた物性
値選定や統合インバージョンへの発展が期待されて
いる。

3-3　時間履歴の抽出とモニタリング
　三次元地下構造の可視化と共に，時間履歴の抽出
とモニタリングがインフラ維持管理，災害に即応し
た地盤変動の把握において重要度が増していると考
えられる。また，CCS-CCUS 事業分野においても，
坑井内における温度・圧力・微小震動の連続観測と
共に，圧入 CO2 の領域把握を目的とした繰り返し
地震探査の効率的な実施が要請される。現在，時
間履歴抽出においては，光ファイバーによる稠密・
連続観測を通じた地層安定性の監視技術が進展し
ている。
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1）　�国立研究開発法人土木研究所 /物理探査学会：河川堤防の統合
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2）　�佐藤 比呂志 , 伊藤 谷生 , 池田 安隆 , 平田 直 , 今泉 俊文 , 井川 
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地質学雑誌 , 110（6）, pp.838-848, 2001.
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図 -2　底下の三次元地盤構造に関する可視化例 
高分解能三次元海底地盤探査例（上） 寺西他（2020）5）

及び三次元地盤構造解釈結果（下） 地球科学総合研（2021）6） 

図 -3　多種物理探査データの統合解析による堤体内部推定例
　　　 高橋他（2015）8）  図番号加筆

（a） 堤体断面スケッチ　（b） S波速度断面 （c） 比抵抗断面
（d） 推定土壌プロファイル （e）　透水係数プロファイル
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 1   はじめに
　反射法地震探査（以下，反射法探査）は，石油・
天然ガス資源探鉱における地下構造推定と貯留層物
性評価を目的として発展してきた。一方，地下構造
を可視化する観点で，適用対象はこうした資源開発
分野に止まらず，カーボンニュートラルに向けた温
暖化ガス拡散抑制策の有力な手法である二酸化炭素
地中貯留や再生可能エネルギーの一つである地熱開
発，海底鉱物資源開発，土木インフラ維持管理及び
地震防災等の多岐に及んでいる。
　本稿では，数百ｍを超える深部地下構造把握を目
的とした反射法探査の技術を近年の動向を含め，概
要を示す。

 2   深部地質構造の可視化の意義と
　　  反射法地震探査の貢献
　数百ｍを超える深部地下構造把握を目的とする技
術は，地下資源探鉱，特に石油・天然ガス探鉱にお
ける大きな需要を背景に発展してきた。また近年日
本国内では地震防災を目的とする地震動予測の基礎
的な情報として，断層分布と形状把握を目的とした
深部地下構造探査が実施されている。
　反射法探査は，人工的に生じさせた弾性波が地下
の物性境界にて反射することを利用して，境界面
の形状を可視化する物理探査手法である。一般的
に，地表や水中において人工的に震動を起こし，地
下境界面からの微弱な反射波を地表に設置した受振
器（小型地震計）にて記録することによって情報を
得る。石油・天然ガス探鉱では，対象深度が 5,000m
を超える場合もあり，探査深度に適した調査仕様が
選択される。すなわち震源エネルギーを増大できる

大型震源，長大な受振展開の確保などである。また
併せて，適切なデータ処理手法が選択される。
　深部構造を対象とする反射法探査の利用法につい
て，その代表的な適用分野である石油・天然ガス探鉱，
および学術・防災分野について以下に概要を示す。

石油・天然ガス探鉱
　石油・天然ガス等の流体は地層を構成する岩石の
孔隙に貯留されている。反射法は，これら資源の貯
留構造形状（トラップ）の抽出，振幅情報を用いる
孔隙内流体の推定，既開発油・ガス田の生産管理な
ど多岐に渡って利用される。トラップ構造は，単純
な背斜トラップだけでなく，断層がシールとなる断
層トラップや，不整合や地層の尖滅構造がトラップ
となる層位トラップなど様々な貯留構造が存在する

（図 1）。

　反射法探査は複雑な地下構造の可視化に適してお
り，概査としての二次元探査，精査としての三次元
探査がトラップ抽出に広く用いられている。また，
反射法データから，構造−堆積相把握に止まらず，
貯留層評価に関わる物性解析や力学特性推定を通じ
て，探鉱に重要な情報が抽出されている。

学術・防災分野
　地質学，固体地球物理学において，テクトニクス

反射法地震探査による
深部地質構造の可視化

小特集 物理探査が拡げる地質調査

東
ひがしなか

中 基
もとのり

倫＊

Key Word
反射法地震探査，地下構造調査，深部探査，資源探査，地震防災，
学術調査 ，物理探査

＊株式会社地球科学総合研究所　探査事業部長

図 1　炭化水素探鉱における様々なトラップ構造
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を反映する深部地殻構造を把握するために反射法探
査が活用されている。深部地殻構造探査への反射法
探査の利用は，1960 年代のヨーロッパ，北米およ
びオーストラリアを中心として爆薬震源を用いた調
査に始まり，1980 年前後から，米国の COCORP プ
ロジェクトを中心として，石油探鉱の技術を用いた
大規模な地殻構造探査が開始されている 1）。
　日本国内では 1995 年兵庫県南部地震以後に全国
各地の地方自治体において，文科省交付金による活
断層調査が実施され，地形・地質構造の形成過程，
活断層の構造形態を含め，後期新生代テクトニクス
の解明に資する貴重なデータが蓄積された。さらに，
2000 年代前半より，日本列島に沈み込むスラブの
詳細形状，プレート収束帯における堆積盆の基本構
造，震源断層−活断層システムの理解を目的とする
位置・形状把握等に向けた深部地殻構造探査が積極
的に進められてきた 2）。

 3   深部探査のための反射法地震探査技術
　　  概要
　深部反射法探査における反射法記録の高精度化
は，データ取得・処理両面における技術開発，また
改良によって達成されてきた。深部反射法探査にお
ける主要な技術と現状について概略を紹介する。

3.1 データ取得技術
　深部探査では，多様なノイズに被覆された微弱な
深部反射波を抽出・解析する上で，不均質速度推定
とイメージング技術の高度化に適したデータ取得仕
様の選択が重要である。近年，実用化された取得技
術として，広帯域化データ取得技術，長大展開の実
現，また空間サンプリングの稠密化が挙げられる。
　受発震システム応答の広帯域化は，時間分解能の
向上と共に，低周波伝播エネルギーの拡充を通じた
深部反射波の抽出を可能にする。データの広帯域
化による基本波形の分解能向上について図 2 に示
す。高周波成分を確保しても低周波を欠く場合（中
央左），低周波を含む右の波形に比してサイドロー
ブが大きくなり分解能が低下することが分かる。広
帯域探査による反射法断面改善例 3）を図 3 に示す。
低周波成分の確保によって，従来記録では，不明瞭
であった深部反射波の振幅が強く明瞭になっている
ことが確認出来る。
　長大展開の実現によって，屈折波，反射波及び広
角反射波の同時取得が可能となり，屈折トモグラ
フィ解析，FWI 速度解析及び重合前マイグレーショ
ン速度解析を組み合わせた高度の速度推定が可能と

なった。また受発震点間隔の稠密化によって空間エ
イリアジングの抑制，共通受振−発震−オフセット
領域における均一サンプリングの実現，‘Acquisition 
Footprint’の抑制及び有効重合数の向上が達成さ
れる。空間サンプリング密度の向上は，データ処理
手法の効果に大きく影響し，反射法記録の最終的な
品質向上への寄与が大きい。
　以下に，主にデータ取得における震源，受振，収
録について近年の動向を記述する。

（1） 震源
　深部構造探査で用いられる周波数帯域は，数 Hz
から 50Hz 前後が一般的であり，特に深部探査では
5Hz 以下の低周波の信号確保が重要である。深部探
査に用いられる主要震源は，陸域では爆薬震源と大
型バイブレータ，海域ではクラスター型エアガンで
ある。本稿では陸上震源について紹介する。

爆薬震源
　ダイナマイト震源は，深部へのエネルギー透過度
が高く，震源波形がパルスに近い広帯域の周波数応
答特性を持つ。調査目的により最大 5 ～ 30kg/ 点の
薬量が標準的である。近年，日本国内においては，
騒音・振動など周辺環境への影響，掘削作業に関わ

図 2　周波数帯域によるウェーブレットの変換

図 3　�広帯域探査による深部イメージ品質向上の事例
（陸上探査）
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る制約等から，爆薬震源の使用を控え，非爆薬震源
で代替する事例が増加している。

バイブレータ震源
　1950 年代に Conoco 社（現 ConocoPhillips 社）に
より開発されたバイブレータ震源は，標準的な非爆
薬震源として，石油・天然ガス資源探鉱のみならず
広く用いられている。図 4 に広帯域バイブレータ震
源車の例を示す。

　バイブレータ震源は，震源スペクトル及び出力エ
ネルギーの柔軟な制御が可能であり，周辺構造物へ
の影響を含め環境負荷が低いことが最大の利点であ
る。地下深部を対象とする反射法では，複数バイブ
レータ震源の同時発震，同一点における発震回数の
確保及びスウィープ時間長の増大を通じて，透過エ
ネルギーの確保と S/N の改善が図られ，探査対象
に応じて調査仕様が設定される。

　深部構造探査では，低周波成分の確保が非常に重
要である。近年，低周波応答に優れた広帯域バイブ
レータが開発されている。またハードウェア的な制
限を超えない範囲で，低周波エネルギーの確保を目

的とした Low − Dwell − Sweep が使用され，高調
波抑制技術も発展している。図 5 に広帯域バイブ
レータによる周波数帯域拡張の模式図を示す。
 

（2）受振器
　反射法で使用される受振器は，半世紀前から陸上
ではジオフォン（電磁式地震計），海域ではハイド
ロフォンであるが，小型化・耐久度の向上・高感度
化が図られ，現在に至っている。本稿では陸上受振
器について近年の動向を下記に示す。

陸域受振器
　堆積盆・堆積平野における一般的な反射法探査で
は，受振器の耐久性及び可搬性の観点から，共振周
波数 10 ～ 14Hz の受振器が広範に用いられてきた
が，近年では広帯域地震探査の必要性の認識ととも
に共振周波数 5Hz の高感度ジオフォンが普及して
いる。また，2000 年代前半より，MEMS 加速度セ
ンサーが開発され，効率的な三成分地震データの取
得においては標準的に用いられている。

（3）データ収録システム
　近年，ケーブルレス収録システムの小型化・無線
伝送の導入に伴って，有線テレメトリ方式の陸域及
び浅海域における受振システムとの複合化による自
由度の高い観測システム構築が可能となり，異種震
源を併用した反射法・屈折法データの取得が容易と
なった。以下に有線テレメトリ，ケーブルレス記録
システムについて概要を示す。

有線テレメトリシステム
　有線テレメトリシステムでは，受振器からのアナ
ログデータは，受振点近傍において A/D 変換され，
記録装置にリアルタイム伝送される。三次元探査で
は，複数のサイスミックラインが用いられ，10,000
チャンネルを超える収録が可能である。このような
多チャンネル化により空間サンプリングの稠密化が
達成されている。
　海域におけるストリーマケーブル曳航型の探査
では，海面ゴースト波の抑制が広帯域化を図る上で
重要な課題である。フィールドにおけるゴースト波
抑制手法としては，ストリーマケーブルを端点方向
に徐々に深度を増加させる傾斜曳航方式，ハイドロ
フォン− MEMS センサーデータの同一点取得方式
が現在採用されている。

ケーブルレス記録システム
　チャンネル数の増加に伴う伝送系の負荷，測線維

図 4　広帯域バイブレータ震源車の例

図 5　広帯域バイブレータによる発震周波数の拡張模式図
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持・管理にかかるコストの増加，不規則な受振点配
置に関わる展開レイアウト設計の複雑化等の問題に
対応するため，ケーブルレス記録システムが広く用
いられるようになった。ケーブルレス記録システム
は，単体の記録システムに受振センサーと GPS 刻
時装置を組み込むものである。また Wi-Fi による
データ伝送なども実装され，データ取得作業の効
率化によって，深部構造探査に適した 2,000ch を超
えるような長大オフセット展開や，海陸境界域での
シームレスな受振展開の効率化に大きく寄与してい
る。図 6 に海陸境界域におけるデータ収録システム
の構成模式図を示す。 

 

3.2 データ処理
　取得したデータの適切な処理・解析を通じて，地
下構造を可視化した二次元断面図または三次元ボ
リュームを得ることができる。反射法探査では，近
年，計算機システムの高速化・大容量化に伴い，大
量のデータを迅速に扱うと共に，大深度からの微弱
な信号をノイズから識別・抽出し，高い精度でイメー
ジングする技術の向上が図られてきた。
　反射法探査では，異なる発震−受振点距離のデー
タについて，走時補正を実施し，反射波を加算・強
調する旧来型の CMP 重合が 1990 年代後半まで基
本処理手法であったが，正確な地下構造の把握には
大きな課題があった。現在では，計算機システムの
発展と共に，水平多層構造の前提を要しない重合前
マイグレーション処理が，三次元データ処理におい
ても標準的な手法として普及している。反射法処理
における S/N 向上は，信号加算を前提とするイメー
ジング処理と，有効な信号と多重反射波などのノイ
ズを分離し除去する手法によって達成される。取得
されたデータの特徴に応じて，屈折波−反射波静補
正処理，各種ノイズを複合型手法によって分離抑制
する処理，振幅減衰を補償する振幅補償処理，波形

処理等の手法を最適化した手順にて適用される。こ
れら処理法効果は，空間サンプリングの密度，均一
性によって大きく影響されるため，データ取得仕様
は適用可能なデータ処理手法を留意し検討されるこ
とが望ましい。

深部探査イメージング向上に関わる近年の動向
　地下深部を対象とするイメージングでは，CMP
重合を拡張した CRS（Common Reflection Surface）
法をマルチディップに発展させた MDRS （Multi - 
dip Reflection Surfaces）法 4）が，微弱な深部反射
波を抽出する観点で重要な処理技術となっている。
図 7 に MDRS 法の概念図と適用事例を示す。

　この MDRS 法では，反射波の出現角毎に，広範
囲のデータを用いて，反射走時における反射面の傾
き，曲率等のパラメータを自動推定し，重合数を飛
躍的に増大させることが可能であり，重合前イメー
ジング処理との併用も実現しつつある。

 4   深部地下構造探査事例
（1） 堆積盆スケールの深部探査事例
　1995 年の阪神大震災以降，都市圏の地震防災を
目的として，全国各地の地方自治体において，文科
省交付金による活断層調査が実施された。関東平野
では，東京都，千葉県，川崎市などが調査を実施し，
地震基盤に相当する先新第三系上面の構造形状が把
握されている。本稿では東京都による平成 16 年度，

「関東平野（東京都）地下構造調査（環状八号線沿
い弾性波探査）に関する調査」5）での反射法探査に
ついて述べる。当該調査は，都道環状八号線に沿っ
て，埼玉県和光市から板橋区・練馬区・杉並区をと
おり，世田谷区に至る測線長約 22km の反射法探査
である。本調査は，大都市圏の人口稠密な市街地で
実施された点が最も大きな特徴である。都市圏での
強震動予測の入力となる基盤形状と速度構造を得る
ことが調査の目的であり，信頼性の高い P 波速度を
得るため屈折法データも合わせて取得された。S/N
向上を目的として，バイブレータ震源を最大 4 台使
用し発震エネルギーの確保を図ると同時に，バック

図 6　海陸境界域におけるデータ収録システム模式図

図 7　MDRS 法の概念と適用事例
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グラウンドノイズが少ない住宅地や河川沿いにケー
ブルレス記録システムを用いた受振測線が設定され
た。図 8 にバイブレータ夜間発震作業の写真を示す。
反射法・屈折法のデータ取得，処理の結果，断面図
と速度構造モデルが得られた。図 9 に測線位置と反
射法断面図を示す。

　図中左下の断面図は，平成 12 年度川崎市地下構
造調査の成果である。また断面図上の数字は屈折法
による P 波速度値である。こうした関東平野におけ
る堆積盆スケールの複数の反射法探査によって，首
都圏の堆積層構造モデルが作成され，強震動予測に
利用されている。

（2）地殻構造探査の事例
　「ひずみ集中帯の重点的調査観測・研究」プロジェ
クトは，日本海東縁のひずみ集中帯において，平成
16 年新潟県中越地震，平成 19 年新潟県中越沖地震
等の被害地震の連続的発生を背景に，平成 19 年度
から 24 年度にかけて実施された地震調査研究推進
本部の研究プロジェクトである。プロジェクトの一
環として，活褶曲・活断層などと地下深部の震源断
層との関係を明らかにすることを目的に「制御震源
を用いた地殻構造探査」が実施されている 6）。本稿

では平成 20 年度に実施された三条−弥彦測線の事
例を紹介する。図 10 に測線位置図（図中，矢印が
当該測線）を示す。
　この三条−弥彦沖測線は，越後山脈から三条を経
て弥彦沖に至る 70km 強（発震）の調査測線である。
海域では海底着底ケーブルシステムが，陸域では有
線テレメトリと独立型受振システムが複合的に使用
され，長大固定展開が設定された。

　本調査では，屈折波，反射波及び広角反射波の同
時取得によるマルチモード探査が実現し，屈折トモ
グラフィ解析（初期モデルランダム化方式）と反射
法イメージングによる複合型処理によって，高精度
の速度モデル構築と深部構造イメージングの実施が
可能となった（図 11）。本調査を通じて，新潟平野
を東西で画する角田−弥彦衝上断層と新潟平野東縁
断層の深部ジオメトリー把握と共に，階層的な火山
岩分布の解釈に資する成果が得られた。

（3）東京湾−相模湾における海陸統合調査事例
　 大都市圏・大災害被害軽減化プロジェクト

図 8　環状八号線におけるバイブレータ発震作業写真

図 9　東京都平成 15 年度地下構造調査断面図

図 10　新潟地域における地殻構造探査測線位置図

図 11　三条 - 弥彦測線の反射法断面（上）と速度構造断面（下）
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（https://www.mext.go.jp/a_menu/kaihatu/
jishin/04031203.htm）の一環として，東京湾にて地
殻構造探査が実施されている。当該プロジェクトで
は，首都圏において，大規模な反射法を用いた地殻
構造探査が 6 測線実施された（図 13）7）。

　東京湾測線は，三浦半島の陸域区間を伴い，東京
湾内を北上し浦安沖に至る全長約 70km の海陸統合
探査測線である（図 13，図中“東京湾 2003”）。当
該調査では，陸域震源として 4 台のバイブレータ，
海域震源として容量 1,500 立方インチのエアガンが
用いられている。東京湾内では航行船舶への対応の
ため，限定された 3.0km の着底ケーブル区間を 12
展開分設定し，最大オフセット 18km の重複発震に
よってデータが取得されている 7）。また，この東京
湾測線に接続する構造探査が，2009 年に「神縄・
国府津−松田断層帯における重点的調査観測」の一
環として，相模トラフにおいて実施された（図 13 中，
相模湾 2009）。同調査では 3,020 立方インチのエア
ガン発震船と 2km の受振ケーブルを曳航するケー
ブル船を用いる二船式でデータが取得され，最大オ
フセット 30km を越える長大オフセットの海域デー
タが収録された 8）。両地殻構造調査測線を接続した
断面図 9）を図 14 に示す。
　この相模湾−東京湾横断調査の実施を通じて，
フィリピン海プレート上面相当の反射波群が断続的
に可視化され，浦安沖では 26km 程度の深度として
確認された。また，反射強度低下を示す相対的に高
速度の領域において，アスペリティー領域の存在が
示唆された。さらに，プレート境界から分岐する国
府津−松田断層等のジオメトリーと共に，相模湾に
おけるトラフ充填堆積層と東京湾における新第三系
堆積層構造の詳細が明確となった。

 5   まとめ
　反射法地震探査は，資源探査における需要を背景
として，探査深度の拡張と高精度イメージングを目
的にデータ取得・処理・解析手法の開発，改良が行
われてきた。今後は，資源探査・地震防災分野のみ
ならず，カーボンニュートラルに関わる諸分野への
適用を目的として，地下構造可視化への技術適用と
発展が期待される。
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図 13　首都圏における地殻構造探査測線図

図 14　相模湾−三浦半島−東京湾横断断面図
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 1   はじめに
　土木地質調査において利用される物理探査手法の
一つである弾性波探査（屈折法地震探査）は，地盤
の速度構造を求めることができる探査技術である。
その他，目的とする物性値に応じて様々な物理探査
手法が利用され，2 次元および 3 次元の調査・解析
が行われるようになってきたが，弾性波探査に関し
ては 3 次元での適用が遅れているように思われる。
調査地において 3 次元的に複雑な地質構造が予想さ
れる場合にも，1 本もしくは数本の直線的な測線配
置による調査を行い，それぞれを 2 次元解析し補正・
補間することで，擬似的に 3 次元速度構造を推定す
る場合も少なくない。従来の 2 次元弾性波探査では
ハギトリ法解析および走時トモグラフィ解析を用い
るのが一般的であるが，そのどちらの場合にも，複
雑な 3 次元速度構造の影響を受けたデータを用いた
解析結果が，誤った解釈の原因になる可能性がある
とされている 1），2）。一方，調査領域に稠密なメッシュ
状に測線を配置・測定し，3 次元領域での解析を行
なうことで 3 次元速度構造の影響を評価し解析精度
を向上させ，3 次元弾性波探査の適用性を示した事
例もある 3）。しかし 3 次元弾性波探査では，測点が
2 次元探査に比べて飛躍的に増加してしまうハード
ウェア的な課題と，データ密度が疎となる箇所にお
いて偽像が発生してしまうソフトウェア的な課題と
があり，これまで幅広い普及に至らなかったと考え
られる。
　そこで筆者らはこれらの課題を解決するべく，後
述する解析アルゴリズムを導入した走時トモグラ
フィ解析技術「3D-HD トモグラフィ」を報告し 4），
比較的疎な測線配置であっても，3 次元速度構造が
再現できる技術として適用してゆくこととした。ま

た 3D-HD トモグラフィのような 3 次元解析では測
点を必ずしも直線状に配置する必要がなく，柔軟な
測線配置が可能となる。
　本稿では，稠密な測線配置と比較的疎な測線配置
とを比較した適用性の検討について，また屈曲した
測線配置による適用性の検討についての 2 つの事例
を紹介する。

 2   相関距離を導入した解析アルゴリズム
　3D-HD トモグラフィの特徴の 1 つである，相関
距離を導入した速度モデルの修正は比較的疎な測線
配置による 3 次元解析において重要な働きをもつ。
ここでいう相関距離とは，逆解析の対象となる弾性
波速度に相関性があると仮定する範囲のことであ
る。相関距離は，逆解析の初期段階では広く設定し，
解析の進行に伴い狭めてゆく 5），6）。そのため，仮定
した全ての相関距離において観測走時と整合性のあ
る速度構造が得られるとともに，波線が通過しない
領域についても相関距離の範囲内であれば逆解析の
対象とすることができる。
　このアルゴリズムの導入により，3 次元走時トモ
グラフィ解析で特に問題となりやすい，波線分布が
疎となる測線配置においても解析を安定して進行さ
せながら偽像を低減することが可能となり，精度の
高い解析結果が得られる 4）。これは，波線分布が疎
になることを避けるためにメッシュ状に発振点・受
振点を多数配置することが必要条件ではなくなるこ
とを意味する。そのため，屈曲した山道沿いでの測
線配置や，都市部において私有地や構造物を回避し
ての測線配置などといった，柔軟な測線を設定する
ことが可能となる。

土木地質調査における
弾性波探査の3次元化への
取り組みと展望

小特集 物理探査が拡げる地質調査
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 3    疎な測線配置についての検討事例
　1 つ目の事例として，稠密なメッシュ状の測線配
置を用いた場合，疎な測線配置を用いた場合のそれ
ぞれに対して 3D-HD トモグラフィの解析を行い，
その結果を比較した事例を紹介する 7）。調査地は地
表面から深度 4m 程度までローム層が分布し，その
下位に粘土層及び砂層が分布する軟弱な地盤であ
る。受振点は平坦な 44m × 10m の範囲に 2m 間隔
のメッシュ状に 138 箇所設定し，発振点は遠隔発振
を含めて 38 箇所設定した。
　解析は，3D-HD トモグラフィの解析手法に基づ
き，下記に示す 2 通りについて実施した。
　・138 点の受振データを利用（稠密配置）
　・51 点の受振データを利用 （フレックス配置）
　図 1にそれぞれの測線レイアウトを示す。フレッ
クス配置に使用した 51 箇所の受振点は，屈曲した
受振測線を想定して選定した。稠密配置，フレック
ス配置の両者についてすべての発振点を利用した。

　図 2に稠密配置およびフレックス配置の結果を，
図 3にそれぞれの結果について解析範囲中央の断面
図を示す。稠密なメッシュ状の配置と比較して使用
する受振点を大きく減少させたフレックス配置の受
振測線を用いた場合であっても，3D-HD トモグラフィ
解析の効果により，稠密配置とほぼ同等な 3 次元解
析結果を得られた。このことから疎な測線配置によ
る 3 次元弾性波探査が可能であることが示された。

 4   屈曲した測線配置についての検討事例
　2 つ目の事例として，屈曲した測線配置の場合に
おいて 3D-HD トモグラフィの解析を適用した例を

紹介する。本事例は白馬村北部の塩島地区において
実施された反射法地震探査 8）の記録を使用した。図
4に調査位置図を示す。神城断層推定位置および地
表地震断層を横断するように，白馬村塩島地区の松
川沿い～城山丘陵東側道路にかけて 1,290m の測線
が設定された。図 1　測線レイアウト

図 2　3 次元弾性波探査結果

図 3　解析範囲中央の断面

図 4　調査位置図
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　調査測線近傍では，3 箇所で地表地震断層が確認
されている。測線 200m 付近で確認された地表地震
断層は，神城断層によるものと推定される。また，
城山の東側で確認された二条の地表地震断層は，そ
れぞれ走向が東西方向で断層によるポップアップ構
造を形成しているとされている。
　初めに，解析の対象とした範囲とその地形を現し
た俯瞰図と，解析結果の波線密度が十分に高い範囲
を抽出したものを並べて表示したものを図 5に示
す。図 5から，3 次元領域で速度構造が解析された
ことが確認できる。次に，3D-HD トモグラフィの
解析結果について，反射法地震探査によって得られ
た結果との比較が可能な断面図を図 6に示す。図 6
について南西部や北部に速度構造の段差が確認でき
る。最後に，反射法地震探査によって得られた結果
図を図 7に，図 6と図 7とを重ねて表示したものを
図 8に示す。図 7には測線 250m 付近と測線 1000m
付近に地表地震断層であると解釈された構造を破線
で示している 8）。図 8について，図 7で示した地表
地震断層と図 6で確認された速度構造の段差の形状
が部分的に一致している様子が確認できる。

　屈曲した測線配置での検討事例において，3D-HD
トモグラフィ解析の結果は，反射法地震探査によっ
て解釈された地下構造と整合的な速度構造の分布を
得ることができた。2 次元構造を前提とした 2 次元
解析および直線的な測線配置に制限を受けることな
く，3 次元的な速度構造による影響を反映した解析
が可能であることが示された。

図 5　俯瞰図（基盤地図情報数値標高モデル（国土地理院）を加工して作成）

図 6　3D-HD トモグラフィ解析結果

図 7　反射法地震探査結果 8）

図 8　結果比較図
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 5   まとめ
　本稿では，土木地質調査における 3 次元弾性波探
査について，2 つの事例から適用性を検討した。そ
の結果，稠密なメッシュ状の測線配置と比較的疎な
測線配置とを比較した事例では，使用する測点数を
大きく減少させた場合であっても，偽像が発生する
ことなく，稠密配置を使用した場合とほぼ同等の 3
次元解析結果が得られることを示した。
　また屈曲した測線配置について検討した事例で
は，従来の 2 次元構造を前提とした 2 次元解析およ
び直線的な測線配置に制限を受けることなく，3 次
元的な速度構造による影響を反映した解析が可能で
あることを示した。これらのことから，3D-HD ト
モグラフィ解析により，比較的疎な測線配置での 3
次元弾性波探査が可能であること，また必ずしも測
点を直線状に配置する必要はなく，屈曲した測線配
置での弾性波探査が可能であることが示された。3
次元弾性波探査を適用する場合には，目的に応じた
最適な測線配置を検討することが今まで以上に重要
となる。無制限に測点数を減少させてなお解析精
度を保てるわけでは無いことは明らかであり，速度
構造を面的に把握したい，任意の断面に注目したい
等，目的によって最適な測線配置は異なると考えら
れる。目的に応じた最適な測線配置に着目し，今後，
さらなるデータ取得・解析を通して 3 次元弾性波探
査の適用性を検討していきたい。
　近年，3 次元弾性波探査を取り巻く技術の発展に
ついては，弾性波探査で使用する測定器や受振器の
多様化が進み，小型多チャンネル測定器やスタン
ドアロン型の受振器，DAS（Distributed Acoustic 
Sensing）技術などにより，測点数の拡充が容易に
なりつつある。また，3 次元解析に必須となる 3 次
元標高データについても，UAV によるレーザ測量や
写真測量が普及し，広域かつ高精度なデータが取得
できる。これらの技術を活用し，本稿で紹介した解
析技術と併せて検討を進めることで，3 次元弾性波
探査を幅広く普及できるよう取り組んでいきたい。

〈参考文献〉
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 1   はじめに
　地下 2900km にあるコアマントル境界の直上部
に，D’’層と呼ばれる厚さ 300km 程度の境界領域が
存在することが知られている。最近の詳細な地球物
理学的研究 1）によって，ユーラシアプレートの下な
どに局所的に高速度層が分布すること，それが上部
マントルから落下した海洋プレートのかけらである
こと，またその領域がどのような鉱物相で構成され
ているか 2），ということまで明らかにされつつある。
ではその 1/10 万の深さに相当する足下の深さ 26 −
29m にどのような地層が分布しているか，その層
の N 値がどの程度であるか，局所的なレンズ層を
形成しているのか，を皆さんはご承知であろうか ? 
残念なことにそのような浅所の構造や物性を研究対
象としている地球物理学研究者はほとんど（おそら
く一人も ! ）いない。研究対象として科学的な興味
を抱くような領域ではなく，また地球物理学的手法
を用いなくとも他の手段によって容易に構造・物性
を把握することができるからである。しかしこの評
価は適切ではない。実は地球内部は極めて均質（な
成層構造）で，ゆらぎの程度は P 波速度で高々 3%
程度に過ぎない（D’’層の場合）。均質であるからこ
そ微小なゆらぎをイメージングすることができるの
である。それに対し浅部地盤は，後述するように構
造も物性も極めて不均質である。S 波速度は 30m/s
～ 700m/s 程度の変動幅を有し，支持層の深さも直
下から時には 70m 以下にまで落ち込むことがある。
2016 年 11 月に発生した福岡市営地下鉄七隈線道路
陥没事故ではトンネル天端部（深さ約 17m）に出現
する風化岩層の層厚や透水性の不均質を事前のボー
リング調査等で適切に捉えていなかったことが原因
の一つとされた 3）。2020 年 10 月には東京外かく環

状道路シールドトンネル工事に伴い，土被り 50m
程度の区間で地表陥没事故が発生した。現在も原因
調査中であるが，シールドマシン前方に局所的にゆ
るみ領域が発生し地下水の流れによってその一部が
空洞化し煙突状に地表に進展したというモデルが，
事故後に実施された浅部物理探査の結果に基づいて
提案されている 4）。亜炭採掘空洞跡や残置防空壕な
どでも，地下水流によって天端が崩落し上方に空洞
が進展する Upward Stoping が地表陥没を引き起こ
すという類似したモデルが提案されている 5）。
　これらの事故例が端的に示すように，浅部地盤の
不均質性の程度は極めて大きく，加えて小さな空間
スケールで生起する。それがまさしく潜在的な地質
リスクとなっているのである。コアマントル境界の
深さに比べたったの 1/10 万の深さに過ぎない，ま
さにロッドを繋げば届く深さでありながら，浅部地
盤の構造や物性はいまだによくわかっていない領域
の一つなのである。
　地盤調査手法の一つである物理探査は，通常でも
2 次元，場合によっては時間軸を含めた 4 次元時空
間の高解像度地下情報を提供することができる。こ
の物理探査を活用することによって，我々ははじめ
て浅部地盤の不均質物性構造を高解像度でイメージ
ングすることができるようになった。そして浅部地
盤がいかに不均質であり，これまではそれを見落と
してきたか，を目の当たりにしてきた。
　さてここまで「浅部地盤」，「浅部物理探査」とい
う用語を未定義のまま使用してきた。以下に節を改
めて浅部地盤がどの領域を指すのか，また浅部物理
探査とはどのような技術であるかを適用例をまじえ
て説明しよう。

浅部地盤の特徴と
浅部物理探査の役割

小特集 物理探査が拡げる地質調査
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 2   浅部地盤とその特徴
2.1 浅部地盤の領域
　地表からある程度の深さまでの空間を浅部地盤

（Near Surfaces）と称する。ここで筆者は浅部地盤
を，「我々人類が生活のために手を加え，または開
発してきた社会生産活動の主要空間」と人間活動の
視点から定義する 6）。図 -1は地球の内部構造（中
柱）と人間の生活および生産活動領域（左），なら
びに国内の地球科学（地形・地質・地球物理・地下
水）研究者の推定概数（右）を並べたものである。
化石燃料採取や鉱物資源採掘，学術ボーリングなど
を除くと，我々の生活・生産対象空間はそのための
社会インフラ整備を含め地表から 60m 程度までの
領域に集中している。山岳トンネルなどの特殊な地
下空間を除けば，我々が日常的にアクセスすること
が可能な地下空間，とも言いかえることができる。
日本では国土の約 2/3 が山岳地であり，人口は平野
部に集中しており社会生産活動も平野部に集中して
いる。したがって筆者の定義する浅部地盤は，「主
として第四系の未固結層で構成され，地表では様々
な生産活動が営まれており，人為的に改変されたか
新たに形成された人工地質体で覆われた平野域の空
間」と限定することもできる。

　興味深いのは，人間の生活・生産活動のアクティ
ビティと，その領域の研究に携わる地球科学研究者
数（≒研究活動アクティビティ）とが必ずしも連動
しない，ということである。表層（地表からトレン
チ調査が可能なおよそ 5m 程度の深さまで）は地形・
地質両分野にまたがるので，おそらく国内では 1 万
を超える研究者がこの領域を研究対象としていると
推定される。大深度地下と堆積盆に代表される地下
100m 〜数 km の領域はテクトニクス研究の対象領
域であり，地下水，CCS，資源探査，地震防災分野

での主対象領域でもある。おそらく数千人の研究者
が研究に携わっているであろう。深さ数 10km 以深
の地殻，マントル，コアは地球物理学，地震学など
固体地球科学研究者が対象とする領域であるととも
に海洋地球科学の対象領域でもある。所属は大学や
JAMSTEC などの国公立研究機関に限られているで
あろうが，地震学会や地球惑星科学連合大会での発
表件数，researchmap の登録者数等からは，合わせ
て千人程度の研究者が関係していると推察される。
ただし上記の概数は複数の領域にまたがる場合は個
別にカウントしているので実数はそれぞれの 3 − 5
割程度と見込まれる。これに対し深さ 10m から数
10m（60m 程度）の浅部地盤を対象としている研究
者は，多めに見積もっても数 100 人程度以下ではな
いだろうか。大規模ボーリングデータベースにアク
セス可能な，そして層序ボーリングを遂行可能な限
られた沖積層研究者，ネオテクトニクス研究者，加
えて浅部物理探査研究者がこの中に含まれる。

2.2 浅部地盤の特徴
　浅部地盤を特徴づけるのは人工地盤の存在であ
る。平野部の表層は埋立てや盛土によって大部分が
改変され人工地質体によって覆われている。建物は
いうまでもなく，道路や農地も人工的に形成された
ものであり自然地層とは異なった構造・物性を有し
ている。歴史時代の遺跡・遺構も人工地盤に含まれ
る。全国で 18 万箇所以上もある縄文・弥生・古墳
時代の遺跡の存在 7）は，我々の祖先が生活空間とし
ての浅部地盤に繰り返し手を加え，住みよい環境へ
と改変してきたかを如実に物語っている。
　図 -2を例にして人工地盤の拡がりを見てみよう。
同図には静岡県掛川市大渕周辺の東西約 8km ×南
北約 6km の範囲の代表的な表層地形区分を示して
ある（基図として地理院地図を使用）。このエリア

図 -1　人間活動領域と浅部地盤

図 -2　浅部地盤の特徴的地形区分例（掛川地域）
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には北側に小笠山丘陵があり，その南縁に幅約 2km
の海岸平野が分布する。丘陵と平野との境界は明瞭
で，直線的に約 7km にわたって追跡することがで
きる。北側の丘陵地は基本的に植林地であり，天然
林は残されていない。集落近くの丘陵南向き緩傾斜
面は茶畑に開墾されている。丘陵尾根部は切土され
大規模農場やメガソーラー施設が立地している。ま
た谷合部の山麓斜面も切土され工場用地や宅地が造
成されている。さらに南部の低標高部には大規模な
採石場・土取場が多く設けられており，採取された
土砂は海岸部に運搬され大規模防潮堤の材料として
使用されている。以上はこの丘陵の地形が人為的に
改変された人工地形であることを物語っている。こ
れらのうち植林地と茶畑には薄い人工地盤が，造成
地には厚い盛土地盤が分布する。
　小笠山丘陵と遠州灘との間にある海岸平野部も，
ほぼ全域が人工地盤で覆われている。まず丘陵から
南流する幾筋かの河川は河道が固定され一部では天
井川となっている。付け替えによって形成された人
工河道と河跡地形も見出される。海岸部には海岸線
と斜交する浜堤列が分布するが，明治初期に作製さ
れた古地図と対比すると 8），これも近代に形成され
た人工地形であることがわかる。潟湖跡は現在は水
田として整備されている。平野北縁部には他にも埋
立て・構造改善された潟湖跡を見出すことができる。
なお最近実施された現地調査によって，この海岸平
野の下には波蝕台とそれを下刻する谷が埋没してい
ることが明らかになった 9）。ちなみに図示したエリ
ア内では海成層の上限出現高度は標高 5m 程度と想
定されており 10），中世までは海域が小笠山丘陵南
麓部付近まで達していたことと推定されている。
　人工地盤はどこにでもある，まさに空気のような
存在であり生活防災への影響は小さいものとして軽
視されてきた。土質調査ボーリングでは人工地層
は盛土・埋土として一括記載されてきた。臨海平野
部はそのほぼ全域が人工地層に覆われているにもか
かわらず関心を持つ地球科学研究者は少なかった。
1987 年千葉県東方沖地震（Mw 6.7）の際に，千葉
県の利根川流域，東京湾臨海埋立地，九十九里沿岸
域などで液状化被害が発生した。地震後に実施され
た詳細な地質調査によって，これらの液状化・流動
化の被害が人工地層分布域に限られて発生したこと
が明らかにされるとともに，人工地盤と自然地層と
の識別と局所的不均質構造把握の重要性が認識され
始めた 11）。2011 年東北地方太平洋沖地震（Mw 9.0）
では，関東平野の広い範囲で発生した地盤液状化被
害に対して網羅的な被害調査が実施された 12）。こ
の調査は緊急広域調査という性格から現地踏査結果

と空中写真判読結果をとりまとめたものであり，液
状化発生層としての浅部地盤，特に人工地盤の特性
や不均質構造の影響の検討は含まれなかった。この
地震では埋立地が市域の大部分を占める千葉県浦安
市において戸建住宅やライフラインに甚大な被害が
発生し，原因究明のため詳細な地盤調査が実施され
た。その結果埋立て時の排砂管吐出口の位置関係や
埋立層内の性状の違いが液状化被害と密接に関係し
ていることが改めて確認された 13）。埋立て地盤に限
らず，河川堤防や道路高盛土などの人工地盤も不均
質である。その局所的な不均質構造が堤防・盛土の
崩壊や変状発生の原因となっていることが，稠密浅
部物理探査の適用などによって明らかにされてきて
いる 14）。
　浅部地盤を構成する主要な地質体はいうまでもな
く自然地層であり，その空間的不均質性は人工地盤
に比べてずっと小さいと思われてきた。
　産業技術総合研究所地質調査総合センターでは
2000 年代初頭より関東平野南部，特に東京低地，
中川低地，荒川低地に分布する沖積層を研究対象
とした都市地質プロジェクト研究を 10 年以上にわ
たり推進してきた 15）。このプロジェクトでは延べ
18 地点での層序ボーリングの実施と採取コア試料
の堆積相解析・放射性炭素同位体年代測定，それに
基づく既存ボーリングデータのシーケンス層序学的
解釈・対比が総合的に実施された。これにより当該
地域の沖積層の詳細な層序と古地理が解明されるに
至った 16）。この研究の成果を簡潔にいうと，ある地
点のある深度に出現する地質体が，なぜそこにある
のか，いつの時代にどのようにして形成されたかを
時空間的に説明できるようになったということであ
る。従来七号地層，有楽町層下部層，有楽町層上部
層に区分されていた 17）この地域の沖積層は，網状
河川システム，蛇行河川システム，エスチュアリー
システム，砂嘴システム，デルタシステムという
一連の 5 つの堆積システムと 14 の堆積相に再定義
された 16）。
　関東平野の沖積層の最上位を構成する堆積相はデ
ルタシステムに含まれる現世河川堆積物であるが，
この河川堆積物は旧河道埋積物，埋積自然堤防，ポ
イントバーなどを含み側方変化が大きく上下流方向
の連続性にも乏しいという特徴がある。数 10m 間
隔のボーリング調査でも連続性が追跡できず 18），川
表側と川裏側とで出現標高が大きく変化する場合も
ある 19）。この 2 つの引用事例は堆積学的手法による
コア試料の詳細分析と，堆積相区分に基づいた空間
的分布の把握が被災地盤調査に重要な役割を果たす
ことを端的に示している。
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2.3 浅部地盤調査の問題点と課題
　浅部地盤の最表層を覆う人工地盤は人為的に形成
されたものなので，不均質であり小さい空間スケー
ル内で大きく変化する。埋土など自然地層と区別が
困難な地盤もある。自然地層のなかにも連続性が乏
しく数 10m のオーダーで消滅する地質体が存在す
る。沖積層の下には最終氷期最盛期までの海水準低
下期に形成された古地形面が埋積されているが，数
km 幅の主埋没谷だけでなく 100m 程度の埋没枝谷
が存在すること，また埋没段丘崖の部分でも同程度
のオーダーで沖積層厚が急変することがある。従来
採用されてきたボーリング調査間隔ではそれらを見
落とすことがあるので注意を要する。いささか古い
事例ではあるが，浅部物理探査（S 波反射法地震探
査）によって埋没谷を見出した事例を図 -3に紹介
する 20）。このサイトでは外かん道建設に先立って
調査段階で約 500m の区間内に 5 本のボーリング調
査が実施されており（上図），測線左側に幅約 200m
の埋没谷が存在することがわかっていた。埋没谷の
下部には層厚 10m 程度の軟弱な粘性土層が確認さ
れていた。筆者らが実施した浅部物理探査によって
もこの埋没谷が確認されたが，探査結果には他に一
つの小規模な埋没谷がイメージングされた（中図）。
実施設計段階で 5 本の追加ボーリングが実施され，
その埋没谷も確認することができた（下図）。

　浅部地盤内の不均質物性構造を把握するには，想
定した不均質のスケールに見合った稠密な群列ボー
リングを実施する必要がある。しかしその稠密群列
ボーリング調査でも浅部地盤内の断層関連撓曲変形
構造を把握することが困難な場合がある。図 -4は
浅部物理探査によって高解像度断面として浅部地盤
構造をイメージングした例である 21）。このサイト
では約 400m の区間で 9 本のオールコア群列ボーリ
ングが実施されており主断層の伏在位置がわかって
いた。群列ボーリングコアに対する放射性炭素同
位体年代測定を含む詳細なコア分析が行なわれた
が断層前縁部の変形構造を復元することは困難で
あった 22）。これに対し浅部物理探査（ランドスト
リーマー S 波反射法地震探査）断面には，断層関連
撓曲変形が主断層東側 300m 程度まで及んでいるこ
と，前縁断層部でも個別のイベントが反射面に 1m
以上の変形を及ぼしていること（たとえば測線距離
250m 付近），累積変形構造が認められること（下
位の層準ほど変形量が大きい）が明瞭に捉えられて
いる。これは浅部物理探査の空間解像度が極めて高
いことによる。図 -4の断面では水平方向分解能は
25cm，鉛直方向の分解能は約 5cm である。断層前
縁部の撓曲変形量が主部の 1/2 程度に達する事例も
見つかっている 23）。これは，主断層表層のトレンチ
調査のみから断層の活動性を評価すると過小評価に

図 -3　浅部物理探査による埋没谷検出例（Inazaki,1990） 
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なる場合があることを意味している。
　図 -5は通常の土質調査ボーリング（関東ではノ
ンコア半ペネ）と浅部物理探査とで空間情報密度（単
位面積・体積あたりの情報量）がどれだけ違うかを
概念的に示したものである 24）。地盤工学分野では土
質調査ボーリングの間隔は通常は数 100m，不均質
構造想定部でも数 10m 程度である。厚さ 10m 程度
の人工地盤上から 15m 程度までのボーリング調査
を実施したとしても，得られる標準貫入試験データ
は 15 深度分のみ，「ノンコア半ペネ」ボーリングで
は採取されるコア試料延長は全体の 1/2 − 1/3 にし
かならない。層相区分に関しても人工地盤部は盛土
ないし埋土として一括記載されるか，せいぜい数層
に区分される程度，残りの自然地層に対しても層相
区分は 5 程度以下であろう。室内試験数も標準貫入
試験データと同程度，また現場透水試験の感度領域
は 50cm の区間長に対して側方は数 10cm 程度以下
である。仮に 100m 間隔でボーリングが実施されて
いたとしても，1 本のボーリングデータから推定す
る領域は 1500m2 に達するので 1 個の N 値や土質試
験値が代表する空間は 100m2 にもなる。1 点の透水
試験データで上下流方向，あるいは横断方向に自然
地盤の分 500m2 の代表させることがいかに危険であ
るかを自覚すべきである。これに対し同図の例では
物理探査は同じ領域を連続的な 1400 個のセルで構
成される空間情報として提供することができるので
ある。この物理探査断面には，ボーリングでは把握

することができなかった盛土の部分的な盤下げ構造
が捉えられている。 
　離散的かつ疎なボーリング柱状図から断面図を作
成する際には，ボーリング柱状図の空間情報として
の限界と信頼性に対する認識に加え対象地域に対す
る深い専門的知識が必要とされる。さらに作図する
地質断面図は，その空間に存在する地質体が何であ
るか，地質構造がどのように形成されたかを説明す
るものでなければならない。

　たとえば図 -6（上）は，京都西山断層系をまたぐ
工事区間に対する推定地質断面図で，地質調査会社
が調査段階に作図したものである 25）が，この断面
図は地質断面図としての要件を満たしていない。ま
ず第一点は，変動地形の見落としと，その結果とし
ての断面図内の断層解釈の欠落があげられる。第二
点は断層撓曲変形帯に位置するにもかかわらず，基
盤の大阪層群を含め単純な水平成層構造を仮定して
いることである。断層伏在通過想定区間，すなわち
断面西側の B-15 と T7-8 間でこの仮定は破綻し，そ
れを Oc1 層の急激な層厚変化と局所的な撓曲構造
で粉飾している。この区間では筆者らによって浅部
物理探査が適用され，さらに追加実施された 4 本の
ボーリング情報を含め，筆者らが改めて断面図を作
図しなおした（同図（下））。断層本体と前縁変形帯
を解釈するとともに，周辺の既往の地質構造情報に
基づき，大阪層群が東に約 3.5 度傾斜しているとし
て作図したものである。この区間ではその後シール
ドトンネル工事が施工され，マシンの推力やトルク
などの掘進情報が得られた（同図（中））。その掘進
情報は筆者が作成した断面構造と整合的であった。

図 -4　�高分解能浅部物理探査結果（S 波反射法断面）
と群列ボーリング柱状図との対比例（Inazaki 
& Nakanishi, 2007）

図 -5　浅部物理探査とボーリングとの空間分解能比較

図 -6　�ボーリング柱状図からの断面作図の比較と
シールドトンネル掘削実績との比較（稲崎・
芦田，2001 に加筆） 
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　この事例のような陳腐な「地質」断面図は過去の
遺物ではなく最近も多見される。ここでは 2016 年
熊本地震被災地での調査事例を紹介する。読者各位
が関連情報を参照されることを期待するが，変動地
形帯であるにもかかわらずボーリングデータを基に
表層の阿蘇火砕流堆積物に対して水平成層構造を仮
定しているという事例である 26）。「地質」断面図で
は地表変状出現部にシャープな断層変位を推定する
一方，物理探査断面図ではその断層変位出現箇所周
辺に「低速度帯」を解釈している。相互に矛盾し，
かつ両者とも断面解釈が不適切である典型的事例で
ある。
　人為的に形成された人工地盤内には自然地盤とは
桁違いにスケールの小さい局所的な不均質物性構造
が存在する。我々は人工地盤内の微細構造を非破壊
で捉えることができる浅部物理探査というツールを
手にしているのである。

 3   浅部物理探査とは
3.1 浅部物理探査とは
　地表から日常的な人間活動が及ぶ，深さ 60m 程
度までの浅部地盤を対象とする物理探査をここでは

「浅部物理探査」（Neasr Surface Geophysics）と定
義する。このうちの「物理探査」は「地球物理学的
地下探査」の略称であり，1930 年代は「物理学的
地下探査」とも称されていた 27）。では「探査」とは
どのような行為を指すものであろうか。物理探査の
専門学術団体である物理探査学会は，物理探査を「私
たちの目に代わって，地下を見る技術」，あるいは「力
学や電磁気など物理現象を利用して地下を調べる技
術」と定義している 28）。「探査」は地下を「見る技
術」，あるいは「調べる技術」に相当するようであ
るが，実はこの説明は適当とは言えない 6）。探査は
本来的には“地下空間の構造・物性を工学的に評価
する行為”のことであり，広義にはサイト評価（Site 
Characterization）の一部をなす。すなわち「探査」
とは，単純な「見る」，「調べる」という行為ではな
く，「診断する」：状態とその変化過程を記述し，異
常を可視化し，今後を予測してその空間で行なわれ
ようとする，あるいは既に行なわれている開発・保
全行為の妥当性と手順を評価する行為なのである。
たとえるならば，物理探査技術者・研究者は診療放
射線技師と放射線診断専門医を兼ね備えた存在であ
る。そして浅部物理探査とは，弾性波，電気，電磁
気などに対する浅部地盤の応答を測定し，地盤内の
物性分布がどうなっているか，どのように形成され
たかを明らかにし，またそれが我々の生活・生産活

動にどのように影響するかを評価する浅部地盤の診
断技術である，と定義される。

3.2 浅部物理探査の要件：診断と検証
　これまで，浅部物理探査が浅部地盤の調査技術と
して極めて有用であると強調してきた。しかし実際
には浅部物理探査が活躍する機会は少なく，また
利用者に信頼を置かれているとは言い難い現状があ
る。現実と理想との間には常にギャップが存在する
ものであるが，浅部物理探査の技術能力と利活用
現況の間の乖離は極めて大きいと言わざるを得な
い。その原因と解決の方策について以下に私見を
述べる。
　実際の物理探査は，対象とする地盤に各種の観測
装置を配列し，地盤内部の物性・構造に関わる情報
を取得する観測過程と，得られた観測データに対し
て逆解析を適用し，空間的物性モデルを構築する
逆解析過程とで構成される。さらに求めた物性モデ
ルから地質モデルを構築する地質解釈過程が加わる

（図 -7）29）。観測過程において対象とする浅部地盤
の周りにまんべんなく十分な数のセンサを配置する
ことは現実的に不可能である。限られた方位からの
限定的なアレイでの観測を余儀なくされるため，観
測データは不完全なものにならざるを得ない。オン
サイトでの工夫が観測データの品質確保に大きく影
響する。対象とする浅部地盤がどうなっているかと
いうモデルを予め設定し，対象領域にフォーカスを
あてた観測条件の設定が必要とされる。適用探査手
法を熟知しているとともに探査対象の浅部地盤に対
しても深い知識を有していることが求められるが，
残念ながらこの条件を満たす浅部物理探査技術者・
研究者は多いとは言えない。
　限定された観測データから物性モデルを構築する
逆解析過程は基本的に非線形で，構築モデルより観
測データが少ないという劣決定系での解析が問題と

図 -7　物理探査の過程（稲崎，2001）
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なる。この過程は非線形でユニークに解を求めるこ
とができない。解析結果は初期モデルの影響を受け
る。ここでも適切な初期モデルを設定できるだけの
背景知識が求められる。
　逆解析で求めた物性モデルに対して順解析を適用
し，そのモデルで観測データを説明できるかを検証
し，モデルの妥当性を説明することも極めて重要な
過程である。逆解析と順解析とを繰り返すことで物
性モデルの妥当性・信頼性が検証されるのである。
　物理探査で直接的に得られるのは 2 − 3 次元空間
の物性分布（断面）であり，地質モデル（断面）で
はない。求めた物性モデルに地球物理学的な解釈を
加え作成する地質モデルが最終的に提供する空間情
報となる。前述のように地質モデルとは，なぜそこ
にそのような物性分布が存在するのか，いつどのよ
うにして形成されたかを時空間的に説明する空間情
報のことである。浅部物理探査が提供する空間情報
は，図 -4に例示したように他の地質情報（多くの
場合ボーリング柱状図情報）と対比させ整合性を検
証したものでなければならない。この対比・検証と
いう過程を経ることが浅部物理探査の要件であり，
特徴づけるものなのである。浅部物理探査は掘削・
開削すれば容易に検証することが可能な浅部地盤を
対象としているからである。この過程を怠るか軽視
し，物性モデル断面を提示するだけ，あるいは陳腐
な地質モデルを提供し続けるならば，浅部物理探査
への信頼を高め，利活用の機会を拡大することは見
込めないであろう。

3.3 浅部物理探査の利活用
　物理探査は，通常でも 2 次元，場合によっては時
間軸を含めた 4 次元時空間の物性分布を提供するこ
とが可能な唯一の地下空間情報探査手段である。最
近では独立型センサを用いた同時多点観測による浅
部地盤の 3 次元構造のモデリング 30），表層部に埋設
した光ファイバ DAS（分布型音響センシング）技
術の開発 31）とインフラ維持管理への活用 32）など，
高速多チャンネル同時かつ長期測定技術が浅部物理
探査のなかで重要な役割を担いつつある。
　浅部物理探査が提供する代表的な地下空間物性情
報として，弾性波速度（Vp,Vs）とその反射・減衰
特性分布，比抵抗，自然電位，電磁気応答・反射特性，
重力ポテンシャルなどがあるが，近年それらの物性
と評価対象地盤物性である透水性や含水率などとの
相関性に関する理論的・実験的考察が進展し，前者
から後者を直接的に評価することが可能になりつつ
ある 33）。これには既往適用成果のデータベース化，
計測物性と評価物性の統計的関連性の追求が貢献し

てきた 34）。また石油資源分野では 3 次元反射法地震
探査および物理検層データをベースに，地球統計学
的手法と多学術分野の知見を統合して 3 次元地質モ
デルを構築することが一般化しつつある 35）。

 4   浅部地盤調査の今後
　浅部地盤調査は，そこで計画される開発のため，
あるいは生活空間の持続的維持と防災・将来的な
リスク低減を目的として実施される。すなわち対
象優先（Target oriented）が基本姿勢でなければ
ならない。しかし浅部物理探査には多くの専門領
域・手法が含まれ，それぞれに専門技術者・研究者
が存在する。彼らは往々にして自分が携わる要素技
術・手法をもっとも優れたものとして評価し，一方
で対象地盤の構造には関心を抱かないという手法優
先（Method Oriented）の立場を取りがちである。
しかし商用段階では当然ではあるが発注者の求めに
応ずるために対象優先でなければならず，手法優先
は避けなければならない。そのためには利用者であ
る発注者側が何を求めているかを鮮明に伝達するこ
と，さらに受注者との間に中間的なコンサルタント
を配置し，多くの手法のうち特定あるいは複数の手
法を公平な立場から推奨するような支援制度の整備
が望まれる。
　道路建設や河川整備などの公共事業は，計画，調
査，設計，施工，供用・維持管理，リニューアルと
いう段階を経て実施される。地盤調査はこのうちの
調査段階で，補足的に施工段階で実施されるが，そ
の「診断」の検証結果が実行者である調査会社に戻
される機会はほとんどなかった。提供した空間情報
が適切なものであったかについてのフィードバック
がないと，結果にコミットしない・できないために
不適切な空間情報を提供するリスクが高くなる。近
年建設 IT に関連した技術開発投資が進み，インフ
ラ施設の DB 化，「見える化」が急速に整備されて
きている。さらに社会インフラのアセットマネジメ
ント，ストックマネジメント，リスクマネジメント
を統合化した総合インフラマネジメントシステムの
構築が提唱されてきている 36）。下部構造や浅部物理
探査断面などの地下空間情報も含むデータウエアハ
ウスが構築され誰もがアクセスできる FAIR 原則化
が進めば，調査段階で提供された浅部地盤空間情報
が維持管理やリニューアルまで活用されるようにな
るとともに，浅部物理探査技術の進展と信頼性向上
につながると期待される。
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 1   はじめに
　30 年を超える歴史をもつ国際深海科学掘削計画

（ODP: Ocean Drilling Program は 1985 ～ 2002 年，
IODP: Integrated Ocean Drilling Program は 2003
～ 2013 年，IODP: International Ocean Discovery 
Program は 2013 ～ 2023 年予定）で実施されてきた
数多くの科学航海において，さまざまな長期孔内観
測システムが設置され，水理地質学，地球物理学，
地殻力学，地震学，地殻内微生物学などを目的に長
期的な海底下モニタリングが行われ，地球科学の進
展に大きな貢献をしてきた。
　海底下地層サンプルの回収後，海底に残された掘
削孔は単なるコアリングの残骸ではなく，この孔内
にセンサを設置することができれば，地球の内部を
覗くことができる貴重な科学の窓になる。一方で，
高圧，高温といった厳しい環境に加えて崩壊のリス
クが高く，狭い孔内空間に高精度でとても繊細なセ
ンサを設置することは容易ではない。また，長期に
安定して動作できることも長期孔内観測システムに
要求される重要な技術課題である。
　本稿は著者が共著のひとりとして海外ジャーナ
ルへ投稿した論文 1）をもとに，今まで IODP で開
発されてきた長期孔内観測システムについて要約
し，その中から特に，国立研究開発法人海洋研究
開 発 機 構（JAMSTEC: Japan Agency for Marine-
Earth Science and Technology） が IODP と し て
実施した南海トラフ地震発生帯掘削プロジェクト

（NanTroSEIZE: Nankai Trough Seismozenic Zone 
Experiment Project）および東北地方太平洋沖地
震調査掘削プロジェクト（JFAST: Japan Trench 
Fast Drilling Project）において設置した長期孔内
観測システムについて解説する。

 2   CORK 開発の 30 年
　科学目的とした長期孔内観測システム開発の歴史
は 1989 年，Keir Becker，Earl Davis らによる北太
平洋ファンデフッカ海嶺 ODP 航海中のある日の晩
食での会話から始まった。彼らの論点は，もし，1）
掘削後に掘削孔をシールすることができれば，掘削
による孔内の摂動は何れ回復し，地温勾配による
孔内流体の自然対流も抑制されるのではないか，2）
孔内に圧力・温度センサを設置することができれば
自然の状態にある地層の熱的および地質水理学的観
察が可能になるのではないか，では，3）これを実

地球の内部を覗く科学の窓
～長期孔内観測システム～

小特集 物理探査が拡げる地質調査

許
きょ

 正
まさのり

憲＊

Key Word
海底下観測，地震観測，地殻変動観測，孔内流体観測，CORK，LTBMS，
NanTroSEIZE，JFAST，ODP，IODP

＊国立研究開発法人海洋研究開発機構　研究プラットフォーム運用開発部門　特任上席研究員

図 1　CORK アイデア誕生のナプキンスケッチ
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現するには技術的にどのようにしたらよいのだろう
か？という内容であり，そのアイデアは食卓にあっ
た一枚のナプキンに残され，CORK（Circulation 
Obviation Retrofit Kit）と命名された（図 1）2）。ま
さしく掘削孔をシールするコルク栓というわけであ
る 3）。この 2 年後に初代 CORK が誕生し，それ以
降，多くの試行錯誤と新たな構想とともにさまざま
な CORK が登場する。

2.1 元祖 CORK
　初期の CORK（図 2a）はとても単純な構成であ
り，地層にセメントで 10-3/4" ケーシングを固定し，
孔口に設置された圧力計（図 2a中，Formation 
pressure gauge）によりケーシング下方裸孔部の地
層圧を計測するとともに，孔内にサーミスタケーブ
ルを展張して地温勾配を計測し，孔底近傍に流体サ
ンプラー（図 2a中，Osmosamplers）を配置し，地
層流体のサンプリングを行えるものであった。しか
し，1）圧力計測は単一のゾーンに限定され，2）裸
孔部の地層圧力はケーシング内の全量の水を介して
伝搬するため感度や応答性が鈍ってしまう，という
二つの大きな欠点があった。

2.2 ACORK と CORK Ⅱ
　初代 CORK の欠点を改善すべく約 10 年の歳月
をかけ，多層分離できる 2 つのシステム，ACORK

（Advanced CORK）と CORK Ⅱが開発された（図
2bおよび 2c）。これらは何れも孔内の隙間を閉塞

する膨張型パッカーを応用することでそれぞれの地
層に対応した孔内ゾーンの分離を可能とした。 
　ACORK の場合，10-3/4" ケーシングの外表面に
パッカーおよびそれぞれのゾーンにおける地層圧を
伝搬するための細管を装備し，細管上端を圧力計に
接続することでゾーン分離された地層圧を計測でき
るシステムとなっている。また，10-3/4" ケーシン
グ内には回収・再設置可能なサーミスタストリング
等センサケーブルを配置し，圧力以外の計測を同時
に行えるよう拡張性を持たせた。
　CORK Ⅱは ACORK をベースに，より海底下深
部での計測を可能とさせたものである。10-3/4" ケー
シングで上部地層を保護し，さらに深い目的深度ま
で掘進した後，ACORK と同じ圧力計測システムを
装備した 4-1/2" ケーシングを設置する。パッカーは
膨張型に加え，水と接触すると膨潤するタイプも二
重に装備することでゾーン分離の確実性を向上させ
ている。

2.3 Genius Plug
　掘削計画によっては，一度の航海で目的の掘削深
度に到達しないこともあり，次航海までの間，一時
的に孔内観測を行える手法として，単純で簡便な
構造である Genius Plug（図 2d）が開発された。掘
削途中で海域を離脱する場合，孔内からの危険流
体・ガスの流出を防ぐために，回収可能なブリッジ
プラグをケーシング内に設置するのが一般的であ
る。このブリッジプラグの下部に自己記録型デー

図 2　CORK ファミリー
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タロガー，センサ，サンプラーを装備するととも
に，予めケーシングに穿孔部（図 2d中 Screened/
perforated casing）を設けることでケーシング内と
地層が流体を介して通じている状態をつくり，地層
の圧力計測および流体サンプリングを行える仕組み
としている。

2.4 CORK による代表的な科学成果
　初期の CORK 観測は，中央海嶺の熱水循環現象
に焦点を合わせており，海底表層を覆っている堆積
層の厚みが局所的に大きく変動しているにも関わら
ず，その下に広がる火成地殻内がほぼ等温であるこ
とが分かった。これは，地殻内流体の水平方向の流
れが速い，つまり，水平方向の圧力勾配が非常に小
さいことを示唆しており，一般に抵抗性堆積層では
鉛直圧力勾配が大きいことを考えると，直感とは反
する結論であるが，数キロメートルにわたる火成地
殻層の浸透率決定が可能となったことは，CORK 観
測だからこそ導き出すことができた重要な科学成果
のひとつといえる。また，それ以後の継続研究では，
近傍で掘削することにより生じる人工的な摂動をと
らえることで，異方性である火成地殻の浸透率をさ
らに広域（100km 程度まで）にわたって精度よく
求めることできた。
　また，火成地殻とは異なり，一時的な圧力変動が

数百年から数千年の間保持されるような厚い堆積層
では CORK 観測による圧力変化データから地殻の
ひずみ速度を算定することができる（図 3中矢印で
表示）。

 3   進化を続ける長期孔内観測システム
　CORK は元来，地質水理学研究を目的に考案され
たため，地層流体の圧力・温度観測が主軸であり，
まずはこれらの高精度化が進められ，あわせて他の
観測も同時に行えるよう新たな開発が織り込まれ，
付加価値を高めてきた。

3.1 電子部品の小型高性能化
　初代 CORK が誕生してから約 30 年の間に，セン
サの信頼性，寿命が格段に向上し，測定分解能と帯
域幅が大幅に改善された。例えば，もっとも単純な
構造である温度計測を例にあげても，サーミスタを
覆うジャケットとポッティングの材料が改良された
だけで，初期に発生した高温時における漏れ電流な
どの深刻な問題は解消された。また，小型で高精
度の自己記録型温度ロガーの登場により，設置オペ
レーションにおける大幅な時間短縮や保守整備のた
めの回収を可能とした低コストなシステムなども開
発され，長期孔内観測の普及に大いに貢献した。
　圧力計測の進歩はさらに著しいといえる。CORK
初期に使用していた Paroscientific 社製 Digiquartz
はフルスケールに対して 1ppm 程度の分解能であ
り，これは通常の稼働水深でみると 40 ～ 100Pa 程
度となり，想定される最大地層圧とほぼ同等のオー
ダーであり，つまり，非常に大きな地層圧変化でな
いと検出できなかった。さらに内部メモリ，電力，
通信速度などの制約からサンプリング間隔は 5 ～
10 分程度となり，地震現象などは観測できなかっ
た。これが ACORK の時代になると，Paroscientific
社製の水晶式絶対圧力センサには正確な周波数カ
ウ ン タ ー（PPC: Precise Period Counter system，
Bennest Enterprises 社 John Bennest による開発）
が導入され，出力周波数に対して 1ppb の分解能が
実現し，これまでの精度の 100 分の 1（0.04 〜 0.1 
mm 水頭圧相当）に性能が向上した。また，サンプ
リングレートは最大 1sps（sample per second）と
なった。

3.2 静かな孔内環境の利用
　掘削孔に地震計やひずみ計を設置する取組みは今
まで行われてきたが，特に最近では効果的な密閉方
法の導入により孔内を複数のゾーンで遮蔽し，孔内

図 3　CORK 観測データによる科学成果の一例
（圧力変化からひずみ速度を算定）
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流体の移動を抑えることで，これにともなう流れや
熱揺らぎによって引き起こされるノイズを排除する
ことが可能となり，より S/N 比特性に優れた高品
質なデータ取得ができ，長期孔内観測の有効性をさ
らに高めている。図 4はその利点の一例を示してお
り，海底から数百m下の孔内に設置された地震計（図
4中 borehole）と海底に埋設された地震計（図 4中
seafloor）による暗雑音データの比較であるが，ほ
とんどの周波数帯域で海底の信号レベルよりも孔内
の方が 5 〜 10dB 低くなっており，特に水平成分に
ついて優れている。

3.3 現場校正技術の導入
　センサが高感度，広ダイナミックレンジ，広帯域
となり，通常の地震学や強震動から測地学に至るま
での幅広い研究に役立てられるようになってきた一
方で長期観測において大きな誤差を生じるドリフト
性能はいまだに悩ましい課題である。
　圧力計測における最近の取組みとしては，内部
に 1 気圧の基準圧力チャンバーを搭載し，低ドリフ
ト特性の気圧センサを使用して，この基準圧力を定
期的に監視することで，計測値を現場で校正する手
法が提案されている。これは A-0-A（Paroscientific 
Application Report）として知られる手法であり，
一般的には，最大 1kPa/ 年オーダーで生じるドリ
フトを，この手法を使用することで 10Pa/ 年レベル
まで低減できることが実証されている。これは地層
圧計測の場合，センサのドリフトから生じる経年ひ
ずみ量を約 2nstrain/ 年に減少でき，また，海底の
静水圧計測の場合，1mm/ 年の水深の変化率を正
確に決定でき，孔内観測だけでなく海底測地学で
のベンチマークとしても有益な手法として活用さ
れている。

 4   日本近海の長期孔内観測システム
　日本列島付近は太平洋プレート，フィリピン海プ
レート，ユーラシアプレート及び北米プレートの４
枚のプレートが相接し，それらの境界が日本海溝，
相模トラフ，南海トラフとなる地球規模でみても地
球内部ダイナミクスの活発なエリアであり，すなわ
ち，長期孔内観測システムが最も必要とされている
エリアといえる。
　日本近海には，海底表面に埋設した観測システム
は除き，今まで JAMSTEC により，日本海溝に 1
式（JFAST，地震の事後観測），南海トラフ紀伊半
島沖に 3 式（NanTroSEIZE，地震・地殻変動観測），
同じく室戸沖に 1 式（地下生物圏研究），沖縄トラ
フ熱水噴出域に 1 式（黒鉱養殖実験 3））の 6 式の長
期孔内観測システムが設置されてきた。
　 こ れ ら は 何 れ も， 大 水 深（ 日 本 海 溝 は 水 深
7,000m），悪海気象（南海トラフは世界的にも有数
の強海流である黒潮がある），高温（沖縄トラフ熱
水噴出域では 300℃を超える）という過酷な自然環
境条件でのオペレーションが強いられてきた。
　誌面の都合もあるので，本項ではこの中で，
NanTroSEIZE と JFAST について解説する。

4.1 NanTroSEIZE
　JAMSTEC は短周期地震計，広帯域地震計，強
震加速度計，傾斜計，体積ひずみ計，サーミスタス
トリング，圧力計の 7 種類のセンサからなる，これ

図 4　孔内観測の利点の一例
（暗雑音が低く、高 S/N 比のデータが取得可）

図 5　NanTroSEIZE C0002 LTBMS の構成
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までにない長期孔内観測システム（LTBMS: Long 
Term Borehole Monitoring System） を 開 発 し，
2010年12月，IODPのNanTroSEIZE C0002ライザー
レス掘削孔（水深 1937.5m，掘削深度 980m）への
設置に成功した 4）。地震や地殻変動，断層帯中の流
体挙動など，多角的なデータをひとつの孔内の各層
において同時に観測できる LTBMS の設置は世界初
であった。
　LTBMS の構成を図 5に示す。LTBMS は構造的
に CORK II に似ており，実際，圧力・温度計測系
については同等のシステムを採用しているが，大き
く異なるところは地震・地殻変動観測用の孔内セン
サを導入し，特に体積ひずみ計は新規開発であり，
今まで地層圧から算定していたひずみ量を直接計測
できるシステムとなっている。これらのセンサは孔
壁に対してセメントで固定し，地層と機械的に結合
させている。より精度よい計測を行うためにセメン
ト物性については現場環境温度・圧力条件における
地層の密度，ヤング率，ポアソン比とあわせるよう
事前に陸上実験を行い調合している。また，孔内デー
タを伝送するケーブルの上端には水中着脱式の電線
コネクタが接続され，LTBMS 設置後はこの水中着
脱コネクタを介してデータロガーを接続し，初期観
測を行っていたが，2012 年 1 月に既設の海底ケー
ブルと接続し，現在ではリアルタイム孔内観測が行
われている。
　また，黒潮という強海流を有する南海トラフ海域
にて LTBMS の降下オペレーションを行う場合，強
海流によりパイプ周りに発生する渦が引き起こす振
動（VIV: Vortex Induced Vibration）で孔内機器が
破損，最悪の場合には脱落事故に至ることもリスク
として想定されなければならない。VIV に対して
頑強で冗長性のあるシステムの構築，さらには VIV
を抑制するオペレーション技術の開発なども今まで
の CORK 設置オペレーションにはない重要な開発
課題として取り組まれた 5）。

4.2 JFAST
　JFAST プロジェクトの重要な科学目的のひとつ
としてすべり断層面に生じた摩擦熱の計測が挙げら
れる。これは発生した地震の状況をその事後観測か
ら調べることができる唯一の方法であるが，摩擦
熱は時間の経過とともに現場温度へ復帰することか
ら，早急な観測開始が必要であった。十分な準備期
間が確保できないため，実績のある既存技術を選定
し，これらの導入についてリスクアセスメントを行
い，7,000m という大水深でのオペレーションにおい
て信頼性，確実性，冗長性，そして有効性の高いシ

ステムをどのように構築するかがポイントであった。
　温度計測については一部の機器に損傷があった
場合でも全被害に至らぬことを考慮し，独立した
小型で高精度の自己記録型温度センサ 55 個を想定
される断層近傍にはとりわけ密になるようロープ
に取付けて孔内へ設置した。センサの設置深度の精
度は断層位置に対して mm オーダーが要求される
ため，センサを連結するロープは延び率の小さいも
の（Vectran 製高強度ロープ）を採用し，さらに吊
り荷重に対する微小伸びも校正することで位置精度
の向上を図った。回収中の孔口との接触によるロー
プ破断は致命的なリスクとなるため，陸上にて擦
れ試験を実施し，十分な耐摩耗性を有することを確
認した。また，降下中の振動や衝撃から繊細なセン
サを守る工夫も行った。さらに，余震による孔内変
形のためセンサが途中で引っかかり回収できない事
態も想定し，所定の張力にて切り離される機構を設
け，上部のセンサだけでも確実に回収できる仕組み

（ウィークリンク）を導入した。また，観測システ

図 6　約 9 か月の観測を終え、水深 6,897.5m、
海底下深度 854.81m の孔内から回収された

55 個の小型温度ロガー

図 7　地震学の常識を覆した JFAST の科学成果
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ムは JAMSTEC の無人探査機「かいこう 7000 Ⅱ」
を使用して回収されるが，無人機でのハンドリング
性を重視して，徹底的な小型軽量化が図られた。
　JFAST は海底地震による摩擦熱を直接計測した
世界初の事例であり，観測システムは 2012 年 7 月
に地球深部探査船「ちきゅう」により水深 6,897.5m，
海底下深度 854.81m に設置し 6），また，2013 年 4 月
には JAMSTEC の「かいこう 7000 Ⅱ」により観測
システムの回収に成功した 7）（図 6）。図 7は約 8 か
月間の温度観測から求めた温度異常値（地震によっ
て生じた温度上昇分）を示し，掘削による摂動が消
えた後のデータからプレート断層での温度異常値は
0.31℃，これから算定した断層の有効摩擦係数は 0.08
となった。この値は事前の想定をはるかに下回るも
のであり，今までの地震学の常識を覆す結果であっ
たとともに，「あの巨大津波はなぜ起きたのか？」，
その地震の解明に役立てることができた 8）。

 5   おわりに
　この 10 年超における長期孔内観測システムの
科学的価値を大きく向上させたのは海底ケーブル
との統合によるところが大きい。今までに 30 を
超える長期孔内観測システムが設置されてきた
が，このうちの３式（ODP/IODP 掘削孔 1026B，
1027C，U1364A）が Cascadia 沈み込み帯と Juan 
de Fuca 海嶺を跨いで設置された海底ケーブルシス
テ ム NEPTUNE（NorthEast Pacific Telemetered 
Undersea Networked Experiment，ONC: Ocean 
Networks Canada が運用）に，さらに３式（IODP
掘削孔 C0002G，C0006G，C0010A）が南海トラフ
沈み込み帯に設置されている海底ケーブルシステム
DONET（Dense Ocean floor Network system for 
Earthquakes and Tsunamis，JAMSTEC が 開 発・
設置を行い，現在では防災科研が運用）にそれぞれ
接続されている。
　海底ケーブルとの接続が可能となったことによ
り，電力供給，高速データー通信，高精度同期信号
の提供によるリアルタイム観測が可能となり，それ
ぞれのデータは ONC と JAMSTEC にアーカイブさ
れ，科学研究のみならず，防災・減災にも役立てら
れている。また，黒鉱養殖システムや CCUS（Carbon 
dioxide Capture, Utilization and Storage）など新た
な資源開発，地球環境問題への取組においても海底
下利用が注目されており，それらの実現に向け，長
期孔内観測にも重要な役割が求められると考える。
　30 年前，船上での 1 枚のナプキンスケッチから
始まり，今までに ODP ／ IODP などを中心に培わ

れてきた長期孔内観測技術は新たなフェーズを迎
え，さらなる進化を遂げることを期待したい。
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 1   はじめに
　物理探査を使った遺跡探査の話を理解するため
に，最初に文化財や遺跡そのものについての基礎知
識を整理する。ここでは文化庁の報告書 1）を参考に
して，文化財および遺跡について概観する。
　文化財保護法によれば，埋蔵文化財は文化財が土
地に埋蔵されている状態の総称であり，集落跡・古
墳・城跡などの遺跡や，そこから出土する石器・土
器・埴輪などの遺物のことを指す。このような埋蔵
文化財を包蔵する土地として知られている場所（狭
義の遺跡）は，全国で 44 万ヶ所に達している。
　国民の文化財に対する関心は高く，令和元年には
大阪府の百舌鳥・古市古墳群が，令和 3 年には北海
道・北東北の縄文遺跡群が世界文化遺産に登録され
た。この例からもわかるように，遺跡や埋蔵文化財
は，その地域に住む人々のアイデンティティを確立
するための有効な素材になっている。
　また埋蔵文化財は，文字や記録の無い古い時代で
はその地域の歴史を知るための唯一の手掛かりであ
る。さらに，心の豊かさや潤いのある生活を求める
地域住民にとっては，埋蔵文化財は大きな癒しの効
果を持っている。
　遺跡の発掘は，見方を変えれば遺跡の破壊である。
そのため埋蔵文化財は，原則として現状のまま保存
する傾向にある。したがって，やむを得ない場合に
だけ発掘調査等を実施し，埋蔵文化財の記録を作成
する決まりになっている。

 2   遺跡探査の歴史と動向
　埋蔵文化財や遺跡を破壊せずに調査する方法が，
物理探査である。まずは，西村の著書 2）を参考にし

て，考古学分野での遺跡探査の歴史を概観する。ヨー
ロッパでは，古くから地下にある遺跡や遺構が，様々
な手掛かりを頼りに地上から分かる事が知られてい
た。明確な記録が残っているのは，イギリスのステ
ファン・ストーンによる 1857 年の報告である。こ
の報告書では，畑でのトウモロコシの生育状況が異
なる大小 17 個の円形の異常域が詳細なスケッチと
共に報告されている。また，この円形異常域の下を
実際に掘ったところ，墓のような遺構が現れたこと
も報告されている。この植物の生育状況が異なる目
印（マーク）は，今日ではクロップ・マークと呼ば
れている。また，土壌の熱伝導率の違いから，降雪
後の雪解けの速さが違うソイル・マークなどもある。
　20 世紀に入って写真技術が発達すると，土地の
微妙な高低差を写真の影から判読する，シャドウ・
マークと呼ばれる遺跡の指標も活用されることにな
る。シャドウ・マークは飛行機の発展に伴って，航
空写真でも使われるようになった。さらに，人工衛
星によりリモートセンシングが利用され始めると，
宇宙空間からの遺跡探査も，ある種の遺跡では可能
となった。最近では，ナスカの地上絵の新しい発見
などが，その好例だろう。
　日本で最初に遺跡探査に使われた物理探査は , 電
気探査・比抵抗法のようだ。イギリスではすでに
1946 年ごろに実施された電気探査の成果が翌年の
1947 年に発表されている。日本でもイギリスの研
究とは独立して，1948 年には電気探査の報告例が
ある。ただし，電気探査が日本で遺跡探査に広く利
用されるようになったのは，イギリスで開発され
た遺跡探査専用の電気探査装置が輸入され始めた
1980 年代からである。この電気探査装置は，図 1
のようにウェンナー配置の電気探査装置で，固定さ
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れた電極枠を地面に刺すと自動的に電流が流れ，比
抵抗が計測できる仕組みになっている。

　電気探査に続いて遺跡探査に使われるようになっ
たのは，磁気探査である。ヨーロッパやアメリカで
は住居址の探査に磁気探査が成果を上げている 3）が，
当初日本では成果が上がらなかった。これは磁気探
査に不適切な場所での探査の実施や，ノイズ環境の
悪さなどが原因とされている。ただし，1970 年代
から高精度な磁気センサや磁気傾度計などの開発な
どもあり，遺跡探査の分野でも徐々に成果を上げ始
めた。特に，熱残留磁気の大きな登り窯などの窯跡
の探査では，磁気探査が最も適した探査法と考えら
れている。
　地中レーダが遺跡探査に応用され始めたのは，
1980 年代からである。地中レーダは，水道管やガ
ス管などの埋設管探査のために開発されたが，その
分解能の高さが着目され，考古学分野で使われ始め
た。今では，遺跡探査で最も使われている探査は，
地中レーダ探査と言っても過言ではない。
　その他の探査としては，電磁探査が使われること
もあるが，日本では調査例は少ない。しかし，昨今
のドローンの開発や普及を考慮すると，ドローンと
非接触で探査可能な電磁探査との組み合わせは，遺
跡探査に新たな展開をもたらす可能性があると個人
的には考えている。
　前置きが長くなってしまったが，本報では遺跡探
査に使われることが特に多い，地中レーダ探査，電
気探査・比抵抗法，磁気探査について概説し，実際
の探査例を紹介する。

 3   地中レーダ探査
　コウモリやイルカなどは，バイオソナーとも呼ば
れる超音波を利用した反響定位（echo location）を

使って，餌となる虫や魚の位置を探し当てる。この
反響定位の原理は，簡単に言えばヤマビコと類似し
ている。まずは，音が反射して戻ってくる方向から，
対象が存在する方向がわかるし，反響音が戻ってく
るまでの時間から対象までの距離がわかる。生物の
反響定位では超音波が使われるが，地中レーダ（GPR; 
Ground Penetrating Radar）では電磁波が使われる。

3.1　地中レーダ探査の原理
　地中レーダは，数十 MHz から数 GHz の電磁波パ
ルスを地中に放射し，地層の境界や埋設物の境界か
ら反射してきた電磁波の到達時間を計測する探査法
である。地中レーダの探査装置には，電磁波を放射
する送信アンテナと，反射して戻ってきた電磁波を
受信する地震アンテナが取り付けられている。アン
テナから放射される電磁波パルスの中心周波数は，
装置によって異なるが，遺跡探査用では 300 MHz
前後の周波数が使われることが多い。
　放射された電磁波は，図 2のように比誘電率の異
なる場所で反射するので，地中レーダでは地層の境
界や緩み領域，地下に埋められた埋設管，コンクリー
ト内の鉄筋・鉄骨などが検出可能である。

3.2　地中レーダ探査のケースステディ
　地中レーダの調査例として，福岡県太宰府市の蔵
司地区での地中レーダ探査の例を紹介する。学問の
神様・菅原道真で有名な大宰府政庁は，古代の九州
の中心都市である。この大宰府政庁には，数多く
の部署があって，その一つが九州各地からの租税や
特産物などを収める蔵司（くらのつかさ）という部
署である。大宰府政庁の建物は残っていないが，そ
の跡地は公園として整備されて，市民の憩いの場に
なっている。この大宰府政庁跡の西隣には，蔵司（く
らつかさ）という地名が残っており，この場所にか

図 1　遺跡探査用の比抵抗探査装置

図 2　誘電率が異なる境界面からの電磁波の反射
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つての蔵司の大型建物が建っていたと考えられてい
る。通常の建物は，掘立柱と呼ばれる地中に穴を掘っ
て埋めただけの柱を使って建てるが，大型の建築物
の場合は，礎石という直径 1m 程度の円形の石を柱
の基礎として使う。大宰府政庁跡にも，大型の礎石
がたくさん残っているので，礎石の存在が大型建物
の存在を示唆する証拠にもなる。

　図 3は，大宰府蔵司地区での地中レーダの測定
風景の写真である。地中レーダ探査には，カナダ
の Sensors ＆ Software 社 の Noggin Smart Cart 
System を使用した。この探査で使用したアンテナ
の中心周波数は 250MHz である。写真から分かる
ように，調査区域に測線を設定し，車輪がついたカー
トを押しながら移動することで，測線上のデータを
取得することができる。この調査では，測線間隔は
0.2m として，測点密度が高い測定を実施した。なお，
進行方向である測線方向の分解能は 0.05m である。
　図 4は，図 3の調査区域に隣接する場所で得られ

た地中レーダ探査の結果を，データ処理して作成し
た深度スライス図である。この図で，白く見える部
分が礎石からの反射応答と考えられ，測定範囲には
直径 1m 程度の礎石が 8 個あることが推定された。
図 5は，地中レーダ探査の後に発掘された礎石の写
真で，図 4の強い反射応答が現れた場所とほぼ同じ
場所で，礎石が発見された。

　地中レーダでは，弾性波探査・反射法のように測
線毎の反射断面図が得られるが，反射断面図から埋
設物の深度や範囲を推定するのは，物理探査を専門
としない考古学の研究者には難しい。そこで考案さ
れたのが，複数の断面を用いて作成する深度スライ
ス図である。適切な電磁波速度の情報が得られれば，
電磁波の往復走時は深度に変換できる。この深度と，
各測点での振幅強度を使えば，電磁波の反射強度の
強弱を反映した深度スライス図が作成できる。この
深度スライス図を利用することになってから，遺跡
探査の分野での地中レーダ探査の活用が促進された。

 4   電気探査
　地中レーダ探査は，空間分解能に優れた非破壊調
査なので，遺跡探査で使われることが多くなったが，
決定的な弱点が 1 つある。それは探査が可能な限界
深度（可探深度）が浅いことである。遺跡探査で一
般的に使われる 300MHz 前後の電磁波パルスを使っ
た方法での可探深度は 2m 程度で、最大に見積もっ
ても 3m が限界である。
　3 章での探査例のように，深度 1m 程度の場所に
ある埋設物は，地中レーダが最も得意とする探査対
象である。しかし，大きな古墳内部にある石室など
では，石室が墳頂部から 3m 以深にあることも多く，
地中レーダの電磁波が届かない。そこで利用される

図 3　大宰府・蔵司地区での地中レーダの探査風景

図 4　�大宰府・蔵司地区での地中レーダ探査の深度スライス。
白く見えるのが礎石の応答。

図 5　実際に発掘された蔵司地区の礎石
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のが，電気探査・比抵抗法である。広義の電気探査
には，自然電位法（SP 法）や強制分極法（IP 法）
が含まれるが，狭義で電気探査が使われる場合は比
抵抗法（resistivity method）のことを指す。

4.1　比抵抗法の原理
　比抵抗は物質固有の電気抵抗で，対象物の大きさ
や形状に依存しない物性値である。大雑把に言え
ば，比抵抗は“電流の流れ難さ”を表す物理量であ
る。つまり，比抵抗値が大きいと電流が流れ難く，
その反対に比抵抗値が小さくなれば電流は流れ易く
なる。実際の比抵抗法では，土壌や岩石の比抵抗が
対象となるが，土壌や岩石の比抵抗は，それらが持
つ孔隙率とその内部に含まれる水の比抵抗によって
決まる。土壌や岩石には微視的な孔隙が存在し，そ
の孔隙を満たす水の導電性のお陰で地中に電流を流
すことができる。

　比抵抗法では，図6のように2つの電流電極を使っ
て地下に電流を流し，2 つの電位電極を使って 2 点
間の電位差を測定する。一般的に，比抵抗法では合
計 4 つの電極を使用するので，このような電極配置
を 4 電極配置と呼んでいる。
　この 4 電極配置での測定電位と測定電流の比に，
電極の位置関係に依存する電極間係数を乗じること
で，地下の平均的な比抵抗である見掛比抵抗を計算
できる。なお，観測によって得られた見掛比抵抗デー
タから，データ解析することで地下の真の比抵抗分
布を推定することができる。

4.2　電気探査のケーススタディ
　九州大学・伊都キャンパスがある福岡市西区の元
岡丘陵には，大小含めて多くの古墳が存在している。
図 7は伊都キャンパス内の大型古墳の分布図で，前
方後円墳が 6 基と円墳 1 基が確認されている。ここ
では，伊都キャンパスの中央部付近にある元岡・池
ノ浦古墳の比抵抗探査の結果を紹介する。

　池ノ浦古墳は，理系エリアの理系図書館の裏手の
小山の頂上にある前方後円墳である。ちなみに前方
後円墳の呼称は，“大塚”や“双子塚”のように同
名が多いので，元岡・池ノ浦古墳のように，地名＋
俗称を正式な古墳名にするのが一般的である。ただ
し，大山古墳（だいせんこふん：仁徳天皇陵）のよ
うな有名な古墳は，この限りではない。

　池ノ浦古墳の比抵抗探査は，応用地質（株）製の
マルチチャンネル比抵抗測定機 Handy-ARM を使っ
て実施した。この探査では，測線上に 1m おきに 32
本の電極を設置し，2 極法による自動測定を実施し
た。この探査データを使って求めた 2 次元比抵抗断
面図が，図 8である。この図から，後円部の直下
に大きな低比抵抗異常部が検出されている。この低
比抵抗異常部の下部は，この古墳の埋葬施設である
石室およびそれを取り巻く粘土層と解釈された。こ
の墳頂部に近いシャフト状の低比抵抗部は，盗掘に
よって生じた地層の緩み領域と解釈されている 4）。

 5   磁気探査
　前述したが，磁気探査はヨーロッパやアメリカで

図 6　大地の比抵抗の測定法

図 7　�九州大学・伊都キャンパス内の前方後円墳（●）
と大型円墳（○）の分布

図 8　池ノ浦古墳で得られた地下の比抵抗断面図
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は古代人の住居址の探査で成果を上げている。竪穴
式住居には，その周囲に溝が掘られているので，元々
の土壌と，住居が使われなくなったあとで溝を埋め
た土壌の帯磁率の違いから，図 9のように円形の住
居址の形を明瞭に抽出できている 3）。一方日本では，
耕作などによって，地表付近の土壌が繰り返し混合
される場合が多いので，磁気探査で住居址を発見し
た例は少ない。

　磁気探査が遺跡探査で役立つのは，鉄剣などの鉄
製埋設物が存在する場合が多い。その他で，磁気探
査が遺跡探査でその能力を発揮するのは，陶器や土
器などを製作した古代の窯跡や，煮炊きなどの調理
に使われた竈跡の探査である。これらは被熱遺構と
呼ばれ，磁気異常の原因は被熱後に獲得した熱残留
磁気である。

5.1 磁気探査の原理
　磁気異常の現れ方には，原理の異なる 2 種類の磁
化と，その磁化によって獲得した 2 種類の磁気が関
係している。1 つは地磁気という大きな外部磁場に
よって，強磁性体などが磁化される誘導磁化である。
もう 1 つは，岩石や土壌などがキュリー温度以上の
高温に晒され，一旦は磁性を失うものの，その後の
地磁気による磁化で安定した残留磁気を獲得する場
合である（図 10）。この磁化過程は熱残留磁化と呼
ばれ，それによって獲得した磁気が熱残留磁気であ
る。熱残留磁気は再び高温に晒されなければ長期間
安定しているので，磁気を獲得した時の地磁気の方
向を保持し続ける。そのため，地磁気の方向が変化
した場合には，熱残留磁気は磁気異常として検出で
きる。鉄剣などによる磁気異常は誘導磁化によるも
ので，窯跡などの磁気異常は熱残留磁化による。
　なお，その地域での地磁気の年間履歴がわかる場
合には，熱残留磁気の磁化方向は年代測定に使うこ

ともできる。この年代測定法で推定した年代は，古
地磁気年代と呼ばれている。

5.2 磁気探査のケーススタディ
　遺跡探査では，古墳や住居址などの大規模な遺構
が注目される場合が多いが，窯跡・焚火跡などの生
産遺跡は，当時の人々の日常生活や住環境を知るう
えで貴重な遺跡である。
　ここでは，福島県会津若松市・大戸古窯跡群の上
雨谷 12 号窯跡の探査例 5）を紹介する。測定が実施
された地域では，従来から多数の須恵器の窯跡の存
在が知られていた。さらに，測定領域にも，文献資
料などから同様の窯跡があること推定されていた。
この磁気探査では，磁気の測定に全磁力が測定でき
るプロトン磁力計を使用している。
　図 11の探査結果を見ると，測定領域中央部に正
負の極性を持った双極子状の典型的な磁気異常が現
れている。このような双極子状の磁気異常は，磁気
探査で窯跡を探す際の目標となる。なお実際の窯跡
は，正負の磁気異常の中間点に存在する。この磁気
探査後の発掘調査では，長さが 6m ほどの 8 〜 9 世
紀に属する須恵器の窯が，1m 程度の間隔で 2 基存
在していることが確認された。

図 9　�磁気探査による北米先住民住居址の探査例（文献 3 の
図を改編）

図 10　熱残留磁気の獲得過程

図 11　�プロトン磁力計で測定した会津若松市・上雨や 12 号
窯跡の磁気探査結果（文献 5 の図を改編）
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 6   まとめ
　遺跡探査における物理探査の役割を理解してもら
うために，地中レーダ探査，電気探査・比抵抗法，
磁気探査を例にとって，それぞれの探査法の特徴や
遺跡探査への適用方法を解説した。この総説では，
探査の基礎となる数式等を省略して説明したが，詳
しい探査理論を知りたい場合は，物理探査の教科書
である拙著 6）を参考にして頂きたい。
　最先端の機器を駆使した遺跡探査にも，技術的な
課題はある。地下に遺物があれば，どこにあるかま
では分かるが，それが何であるかまでは分からない。
また，遺跡探査に取り組む国内の研究者が極端に少
ないのは将来的な課題である。
　古代の人々の生活や文化に触れることができ，考
古学的な新発見の可能性もある遺跡探査は，魅力的
な研究分野である。この文理融合した学際的な研究
分野に，多くの人に関心を持ってもらいたい。
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1．はじめに
　地震・火山活動・地すべり・地盤沈下はそれぞれ，
地下の断層・マグマ・すべり面・地下水等の動き
によって発生する。原因となっている現象自体は
地面の中なので直接見ることはできない。ただし，
これらは，原因となるものが動くことによって周
りが引きずられて動き，結果として地表面では地
殻変動や地盤変動として現れる。こうした地表面
での変位を宇宙から数 cm の精度かつ面的に捉え，
本来は見えない地下の現象について様々な知見を
与えてくれる画期的な技術が干渉 SAR である。
　本稿は，地表の変位分布から地中で起こってい
る現象を捉える干渉 SAR 技術について実例を示し
ながら解説するものである。

2．SARによる地殻変動検出
2.1　SAR
　SAR（「サー」と発音）とは，英語の Synthetic 
Aperture Radar の頭文字で，日本語では「合成開
口レーダー」である。SAR は人工衛星や飛行機な
どから地表をめがけて電波を発射し，反射された
電波を受信して対象物の形状や表面の性質などを
計測するレーダーの一種である。対象物の分解能
を上げるためのアンテナの大きさ（開口）を稼ぐ
ために，移動しながら電波の送受信を行うしくみ

（開口を合成）からこの名前がついている。
　宇宙航空研究開発機構（JAXA）が 2014 年に
打ち上げた人工衛星であるだいち 2 号（ALOS-2）
は，SAR センサーを搭載し，繰り返し地球の周り
を回って地表の観測を続けており，本稿ではこの
ALOS-2 によって取得された画像を国土地理院で

解析したものを紹介する。
　図表 1に霧島山・新燃岳火口の SAR 強度画像を
示す。火口内に溶岩が出現し，北西方向に火口縁
を乗り越えて流出しているのがわかる。普通の空
中写真のようにも見えるが，雲や噴煙等を SAR 電
波が透過するために，昼夜や天候に左右されるこ
となく継続した観測が可能であり，西之島や福徳
岡ノ場といった離島の観測でも力を発揮している。

2.2　干渉 SAR
　SAR 観測の優位性は，地表面の画像情報だけに
とどまらず，地殻変動のような地表の変位を計測
することにある。
　SAR を用いて地表の変位を計測するには，SAR
画像を空中写真のように用いて 2 時期間の地表の
変位を画像上の画素のずれとして検出する方法（ピ
クセルオフセット法），もしくは，干渉 SAR と呼

干渉 SAR 技術

教養読本

藤
ふじわら

原 智
さとし

＊

Key Word 干渉 SAR，地殻変動，地盤変動，地震，火山，地すべり

＊国土地理院測地部長

図表１　霧島山・新燃岳火口の SAR 強度画像 1）
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ばれる方法が用いられる。ピクセルオフセット法
の変位検出精度は，SAR 画像の各画素の空間分解
能（数 m 程度）で決まる。したがって，得られる
変位量には数 10㎝ほどの誤差があるが，数 m 以上
変位があるような大地震時等の大きな変位の検出
にはピクセルオフセット法が用いられる。
　これに対し，干渉 SAR（Interferometric SAR，
InSAR）とは，同じ場所を撮影した 2 枚の SAR
画像中の対応する画素を個別に抽出し，その画素
の 2 時期の反射電波の位相差を計測（干渉させる）
ことにより地表の変位を精密に捉える手法である。
干渉 SAR の変位検出精度は，使用している電波の
位相検出精度で決まるために，原理的には 1cm を
切る高い精度の変位検出を可能にしている。実際
には，SAR 電波が通過する大気中の水蒸気量に応
じて発生する伝播遅延ノイズ等により，変位検出
精度は数 cm 程度である。
　干渉 SAR では，画素ごとの SAR アンテナ－地
表間の距離変化量を面的に得ることができる。図
表 2に示すように 1 回目の観測の後に地表面が隆
起すると，同じ場所（画素）の 2 回目のアンテナ
－地表間の距離が短くなり，この 2 回の差から地
表の変位を精密に求める。このとき，地表面では
なく，アンテナの軌道がふらふらしてしまうと大
きな誤差要因となってしまう。人工衛星からの観
測であれば，衛星軌道は宇宙空間では極めて安定
しており，こうした変化を高精度かつ広域で捉え
ることができる。

　干渉 SAR は万能ではなく，アンテナ（衛星）－
地表間の視線方向に沿った特定の方向の 1 次元の
距離変化量しかわからない。実際の地殻変動は 3
次元（東西，南北及び上下）の各成分を持ってい
ることから，地殻変動の一面しか捉えられないと
いう弱点がある。また，変動量が使用する電波の
半波長（ALOS-2 では 12cm）ごとに折りたたまれ

ていて絶対量が直接わからないという弱点がある。
　そこで，特定の方向の変位量しかわからない弱
点に対しては，衛星が進行方向の右側と左側の観
測を行うこと及び衛星の南向きと北向きの軌道が
平行でないことを利用し，複数の方向からの観測
を合成することで地殻変動を 2 次元や 3 次元で求
めることができる。また，変動量が一定の値で折
りたたまれている点については隣接する画素ごと
の変位量を画像処理技術で積算することで変動量
の絶対値を得ることができる。
　これら以外には，耕作や植生の変化等で地表面
の状態が大きく変化した場合や変動の水平勾配が
大きすぎる場合は干渉しなくなる（非干渉と呼ぶ）
現象が生じ，変位情報を得ることができなくなる
という弱点も持っている。こうした現象は波長の
長い電波を使っている ALOS-2 では他のヨーロッ
パ等の衛星に較べると影響は小さく，植生の多い
日本でも有効なデータが得られている。

2.3　干渉 SARによる変動検出は何に役立つのか
　干渉 SAR では，地球表面の動きを広域で面的に
測定することができる。このことが地下で起こっ
ていることの解明に大きな役割を果たす。地震に
よる地殻変動を測定すれば，地表の変位の分布か
ら地下の見えない断層の動きを明らかにすること
ができ，結果的に地震がどのように発生したのか
がわかり，今後の地震活動の推移を予測すること
などにつながる。火山ならば，地表の変位から地
下のマグマの動きを捉えることができ，繰返し観
測を行うことでマグマ蓄積の盛衰から今後の火山
活動の推移を予測することに役立つ。また，南極
などの氷河の移動を捉えることもでき，地球温暖
化の監視にも役立てられている。さらに，こうし
た自然現象自体の解明にとどまらず，例えば，人
為的な地下水くみ上げに伴う地盤沈下を監視する
ことができる。

2.4　SARと他の測量との違い
　地表の変位の測定は，GNSS（GPS）や水準測量
といった他の測量方法でも可能であるが，SAR が
これらの他の測量と大きく異なる点は，
　（1）面的に測定できる
　（2）�観測点の地表に観測機器が不要かつ観測の

ために現地に赴く必要がない
という 2 点である。人工衛星を利用する干渉 SAR
は，数十 km 四方を一度に測定できる上に，その
範囲内に機器を設置する必要がない。そのため，
火口周辺等で人間が立ち入ることのできない場所

図表 2　干渉 SAR の観測模式図
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でもくまなく測定ができる。これは他の地上測量
にはまねのできない，大きな利点となっている。
人工衛星であれば，世界中の場所を繰り返し観測で
きるので，徐々に進行する現象から突然発生する現
象まで様々な地表の変位を継続的に監視できる。

3．地表の変位の検出例
3.1　地震　2016年熊本地震
　大きな地震が発生すると，地表ではさまざまな
地殻変動や地盤変動が現れる。図表 3は 2016 年熊
本地震によって生じた地表の変位を表す SAR 干渉
画像である。虹色の縞ごとに 12cm のアンテナ（衛
星）－地表間の距離の変化があったことを示して
いる。熊本地震では 1m を超える地殻変動が広範囲
に現れた。
　しかしながら，この図だけから具体的な変動の
状況を把握するのは SAR 干渉画像を見慣れた者に
とっても困難である。そこで多方向からの複数画
像を使うことや，干渉 SAR とピクセルオフセット
法を併用することで変動量を 3 次元かつ絶対量と
して求めたのが，図表 4である。
　図表 4の中央部に大きな地殻変動が集中してい
るのがわかる。よく見ると，中央部の北西側では
東北東方向に地面が動いており，南東側では南西
の方向に地面が動いている。これらの 2 つのそれ
ぞれの領域内では，地殻変動が滑らかにつながっ
ており，大地を構成している岩石は硬くてガチガ

チに見えるものの，こうしたマクロなスケールで
見てみるとゴムやプラスチックのようにしなやか
な弾性も持っていることがよくわかる。
　北西部と南東部の境では地殻変動は不連続と
なっており，この不連続は東北東 - 西南西方向に線
状につながっている。この場所が布田川断層の上
端部にあたり，動いた断層がどこにあり，どのよ
うにどれくらい動いたのかがわかる。
　なお，阿蘇山のカルデラ内の北西部（図表 4右上）
に独立した大きな変動が見られる。この地域では，
地面に大きな亀裂が多数見つかっており，新たな
活断層ではないかとの指摘があったものの，衛星
SAR からのマクロな視点からは，地表の変動は線
状にはつながらず，孤立したいくつかの変動地域
に分かれており，これらは断層運動による地殻変
動ではなく，強震動によって誘発された液状化が
もたらした側方流動の可能性が高い。こうした現
象を見いだした上で，原因にまで迫れるのは面的
に地殻変動を詳細に捉える衛星SARの威力である。
　布田川断層沿いでは地殻変動量が非常に大きく
かつ複雑であるが，こうした震源断層から離れる
にしたがって地殻を構成する岩石の弾性によって
地殻変動がスムーズに減少していく。ところが，
干渉 SAR を使って詳細に広域の地殻変動を観察
してみると，震源断層から離れた場所でも断層状
の細長い地殻変動が数多く発生していることがわ
かった。
　図表 4には，干渉 SAR で得られた画像を複数枚

図表 3　2016 年熊本地震の地殻変動を表す SAR 干渉図 2） 図表 4　�複数の SAR 画像から求められた 2016 年熊本地震に
よる地表の変位及び地表地震断層 3）
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使用し，地殻変動が線状に不連続となっている場
所を抽出したものも描いてある。地表には変位量
は小さくとも細かい線状の変位が数多くあること
がわかった（ここでは「地表地震断層」と呼ぶ）。
これらは地表付近での小規模な断層運動による変
位に類似したものであり，こうした地表地震断層
の数は 230 本程にも及んでいる。それらのうちい
くつかは既知の活断層と位置や変位の向きが一致
しているものの，既知の活断層の数と比べると今
回新たに検出された地表地震断層の数の方がはる
かに多いのが特徴である。
　地表付近での断層変位がどのように現れるかを
図表5に模式的に示した。断層が地表面を突っ切っ
て地上に到達してしまえば（a），現地調査で断層
の場所とその動きを疑いなく把握することができ
る。しかしながら，断層が地表面を直接切るまで
到達することはまれである。地表付近の堆積層等
の下で断層の動きは止まってしまい，地表ではゆ
るやかな変位となることがほとんどであり（b），
地表をいくら歩き回っても，断層変位を探し出す
ことは難しい。さらに現地調査を複雑化させてい
るのは，地震に伴って発生した亀裂等の存在であ
る（c）。亀裂は地表で容易に見つけられるが，断
層そのものではない。断層から離れた場所の地す
べりによる亀裂を断層だと誤認することもしばし
ばである。地上での観測に比べて，SAR 干渉画像
はマクロな視点を持ちながらも数 cm 程度の小さな
変位を見逃さない技術であり，地下の断層の動き
を詳細に描き出すことができる。

　実際に，SAR 干渉画像を元に現地調査で地表地
震断層が確認できるかどうかを調査してみたとこ
ろ，地表地震断層は，地表面が芝生やアスファル
ト舗装のように平らで地面自体が直接見やすい場
所にあること，変位量が十分に大きいこと，とい
うような条件に当てはまる場合にやっと確認でき
る状況であり，実際に現地で確認できたものはき
わめて少なかった。道路のアスファルトがずれて
変位が明瞭であっても，SAR がなければこれが断
層変位なのか，緩い地盤が震動でずれただけなの
かの判断は困難である。
　図表 4の北東部の A 及び B の測線ごとの上下変
位と地形の断面図を図表 6に示す。のこぎりの歯
のように変位が連続しており，さらに面白いこと
には，北側では南落ち，南側では北落ちと南北対
称の変位を示している。これらは，熊本地震を引
き起こした震源断層である布田川断層等からは離
れており，震源断層やそこからの分岐断層ではな
い。また，震源断層が動いたことによる応力の変
化でもこの動きが説明できなかった。つまり，熊
本地震は阿蘇カルデラ北西部の地表地震断層出現
のトリガーではあったが原動力ではなかった。
　この場所は広域の応力場の中で長期的には南北
に開くような力を受け続けていることがわかって
おり，これらの地表地震断層群はこの蓄積したひ
ずみを開放するように割れ目が規則正しく開いた
と考えられる。地形と相関のある変位もあり，地
形数 10 ｍで変位が数 10cm（図表 6下段中央）程
度ということは，過去に同じ変位が 100 回以上起

図表5　干渉SARによる地表付近の断層の動き検出の模式図 3） 図表 6　図表４の AB 測線での上下変位及び地形断面図 3）
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こっていればこの地形が形成されることになる。
また，地形から活断層と認識されていたものもあ
ることから，地質的な長い時間のなかで同じよう
な変位が繰り返し蓄積してきた可能性を示唆する
ものである。
　このように，地震の原因となった断層だけでは
なく，地震の結果として動かされた断層（お付き
合い地震断層）がその周辺のあちらこちらに現れ
ていたことがわかり，干渉 SAR は断層というもの
の多様性を明らかにした。

3.2　火山活動　2015年箱根・大涌谷
　火山活動は，地下でマグマ自体やマグマに熱せ
られた流体が移動することで生じている。こうし
たマグマ等が蓄積すれば，火山の山体は隆起する
ことで噴火の危険性が高まっていることを知るこ
とができる。図表 7に，2015 年に箱根・大涌谷で
生じた小規模な噴火前後の累積変動量の変化を示
す 4）。変動が生じたのは直径 200m ほどのごく狭い
領域であったが，干渉 SAR で繰り返し観測するこ
とで，噴火前には隆起が観測されたことで，自治
体による立ち入り禁止継続の判断に利用され，噴
火後は沈降することで危険が低下していることを
見出している。干渉 SAR は，このように実際の防
災業務でも幅広く活用されている。

3.3　地すべり等を見つけ監視する
　国土地理院では全国の地表の変位を干渉 SAR
で監視している。そこでは地すべりや地盤沈下に
よると考えられるものが多く見つかる。地盤沈下
はかつて工業や農業のために地下水を過剰にくみ
上げることによって発生したために社会問題とも
なったが，現在では冬期の融雪用地下水や水溶性
天然ガスのくみ上げによるものが見いだされるこ
とが多い。また，地すべりは間欠的に数 cm 程度ず

れるものがあちこちに数多く見つかっている。図
表 8に干渉 SAR が捉えた地すべりの例を示す 5）。
この期間の変動量は数 cm 程度であるが，すべりが
蓄積したり，急激に大きくすべったりするための
監視は欠かせない。
　SAR 観測は誰も見たことがない現象も数多く捉
えている。図表 9は，釧路湿原内で大雨に伴って
500m 以上の領域が最大 2.5m も水平移動したもの
を捉えた例であり，洪水で軟弱な泥炭層が浮島の
ように移動したものと推定される 6）。さらにはこの
変位の分布が地下水や植生と大きく関連する現象

図表 7　2015 年の箱根・大涌谷の累積変動量の変化 4）

図表 8　山形県西川町の地すべりを捉えた SAR 干渉図 5）

図表 9　�SAR によって捉えられた 2016 年の大雨によって発
生した釧路湿原の 2.5m を超える水平変位 6）
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であることを示す結果が得られており，このこと
は，湿原の環境保護対策等に必要なモニタリング
に SAR が他では得られないデータを提供しうるこ
とを示すものである。

4．まとめ
　本稿で紹介したような数多くの地表の変位現
象を網羅的かつ高精度に捉えることは，現時点
では SAR 観測にしかできないであろう。現行
の ALOS-2 に加えて，観測頻度が大幅に増加する
ALOS-4 の打ち上げも近づいており，さらなる活躍
が期待できる。また，従来の SAR が持つ弱点を解
決していく新しい解析技術も次々と発表されてお
り，今後もますます発展していく分野である。
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1．はじめに
　放射線は，光に対して不透明な物質に対しても
高い透過性を持つため，光では観察できない物体
の内部を非破壊で可視化（イメージング）する手
段として幅広く利用されている。特に，レントゲ
ン撮影技術（X 線イメージング）は，医療現場や
空港の手荷物検査，工業製品の検査など幅広く用
いられており，現代社会に必要不可欠な基盤技術
である。レントゲン撮影は，X 線を加速器により
発生させて，観察対象に向けて照射する。対象と
なる物体の内部構造に伴う密度や厚さの違いによ
り X 線の透過率に差が生じる。物体を透過した X 
線を，X 線フィルムなどの X 線検出装置により濃
淡分布として可視化することで，対象物の内部構
造を反映した透過像を得ることができる。しかし，
X 線は，その透過率と強度から 1m 以上の厚さの物
体の内部を可視化することが困難であり，その対
象は先に挙げたものなどに限られる。
　私たちは，X 線の透過距離の限界を飛躍的に拡
張する方法として，地球上に降り注ぐ宇宙線を用

いることで，X 線レントゲン撮影と同様の原理に
より巨大な物体内部の密度分布を可視化する非破
壊イメージング技術（宇宙線イメージング）の開
発を進めている（図 1）。本稿では，宇宙線イメー
ジング技術と私たちがこれまでに進めてきた 2 つ
の実施例，社会インフラ点検や地下空洞調査など
への活用の展望について紹介する。

2．宇宙線イメージング
　大気上層部から地球表面にあらゆる方向から降
り注ぐ高いエネルギーの放射線を宇宙線と呼ぶ。宇
宙線の中には，電子の約 200 倍の質量を持つミュー
オンと呼ばれる素粒子が含まれており，X 線と比
べて格段に高い透過力と直進性を持つ。ミューオ
ンは，エネルギーが高いほど厚い物質を透過する
事ができる。宇宙線中に含まれるミューオンの中
には，数 km の岩盤でさえも貫通する高いエネル
ギーの粒子も含まれる。宇宙線は，加速器により
人工的に発生させる X 線とは異なり，あらゆる方

宇宙線ミューオンによる
非破壊イメージング

森
もりしま

島 邦
くにひろ

博＊

Key Word
宇宙線，ミューオン，非破壊イメージング，ピラミッド，原子炉，
社会インフラ点検，地下空洞調査，原子核乾板
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図 1　宇宙線イメージングの対象



2021 年第 2号（通巻 158 号） 43

や
さ
し
い
知
識
　   

宇
宙
線
ミ
ュ
ー
オ
ン
に
よ
る
非
破
壊
イ
メ
ー
ジ
ン
グ

向から地球上に飛来してくるため，検出する装置
には，宇宙線の方向を三次元的に検出する性能が
必要となる。私たちは，二次元の撮像装置である
X 線フィルムよりも高感度であり，かつ放射線の
軌跡を三次元的に記録することを可能にした，特
殊な写真フィルム「原子核乾板」を開発して宇宙
線検出器として用いている 1）。宇宙線を検出する
装置を観測したい対象物の周辺に設置して，観測
対象を通過して検出器に入射する宇宙線の方向と
数を計測することで，その観測対象内部の密度分
布をレントゲン撮影と同様の原理により可視化で
きる。このような技術を宇宙線イメージング（宇
宙線ミューオンラジオグラフィやミュオグラフィ）
と呼び，大型構造物（ピラミッドなどの考古遺跡
や原子炉・溶鉱炉などの工業用プラント，土木構
造体や建築物など）や自然物（火山や地質，断層
など）の内部など，様々な物体を可視化の対象と
することができる（図 1）。

3．ピラミッドなどの考古遺跡調査
　私たちは，宇宙線イメージングによりエジプト
のクフ王のピラミッドの内部を非破壊で可視化す
ることで，未知の内部構造の探査を進めている。
この探査プロジェクトは，日本・エジプト・フラ
ンスなどの国際共同研究としてエジプト考古省の
許可の下に進められており，ScanPyramids（スキャ
ンピラミッド）2）と呼ぶ。
　私たちは，ピラミッドの入り口から下降する通
路（下降通路）と女王の間と呼ばれるピラミッド
中心部の部屋に原子核乾板を設置して観測を実施
した。2016 年には，下降通路内に設置した原子核
乾板の解析により，図 2に示すように，検出器設
置位置の上部に未知の空間を発見した 3）。さらに，
2017 年には，女王の間に設置した原子核乾板の解
析結果から，ピラミッドの中心部に未知の巨大な
空間を発見した 4）（図 2）。これらの解析は，「観測
結果のイメージ」と「既知の内部構造から予測さ
れるイメージ」を比較することで行った。その結果，
予測と異なり多くの宇宙線を検出する領域が検知
されたことで，未知の空間の存在が示された。図 2
に示す宇宙線イメージは，宇宙線の飛来方向（横
軸は東西方向，縦軸は南北方向）ごとの検出頻度
をグレースケールで表現しており，宇宙線が多く
検出された領域を白，少ない領域を黒で表してい
る。これらの結果は，19 世紀以降における初めて
のピラミッド内部の未知構造の発見となり，従来
のクフ王のピラミッドの通説を覆すものであった

ことから社会的な注目を集めた。さらに，この発
見は，世界中の様々な遺跡調査に宇宙線イメージ
ングを用いる契機となり，これまでに，マヤ文明
の神殿ピラミッドやイタリアの地下遺跡，日本の
古墳などへの適用が始まっている。
　ピラミッド調査における今後の課題は，発見し
た 2 つの空間の詳細な三次元形状を解明する事で
ある。下降通路の上部に発見した空間については，
下降通路内部の複数地点に原子核乾板を配置する
だけではなく，アルマムーンの通路と呼ばれる下

図 2　クフ王のピラミッドの宇宙線イメージ
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降通路とは東西方向に異なる位置にある観光客用
の通路からも観測を行うことで，様々な方向から
の観測を進めている。中心部に発見した巨大な空
間は，女王の間から 40m 近く上方に位置している。
宇宙線イメージングは，より近距離からの観測を
行うことで，より高い解像度でのイメージングが
可能となる。そのため，現在，女王の間と発見し
た空間の間に位置する大回廊に原子核乾板を設置
することで，女王の間よりも近距離からの観測を
実施している。
　このような近距離かつ多方向からの観測を行うこ
とで，X 線 CT のように高解像度な三次元イメージ
を再構成して，発見した空間の詳細な形状を解明す
ることで，考古学的な理解の進展が期待される。

4．原子炉などの工業プラント診断
　宇宙線イメージングの技術は，2011 年 3 月 11 日
に起きた東日本大震災により引き起こされた福島
第一原子力発電所（福島第一原発）の 1 ～ 3 号機
の炉心溶融の確認にも用いられた。2011 年当時，
事故の状況の把握や廃炉に向けた施策を講じるた
めには，原子炉内部の状態を把握することが不可
欠であった。しかし，原子炉内外の放射線量は極
めて高く，人が原子炉建屋内に侵入して確認する
事は極めて困難であった。
　私たちは，東芝と共同で 2014 年から 2015 年に
かけて福島第一原子力発電所 2 号機および 5 号機
を対象にした宇宙線イメージングを実施した 5）。事
故炉である 2 号機と健全な 5 号機は，ほぼ同じ大
きさの同型の原子炉であることから，この 2 つの
原子炉の状態を比較することで，2 号機の炉心状況
の把握を試みた。得られた宇宙線イメージを比較
したものが図 3である。この図は，宇宙線の観測
結果から推定される密度の積算値をグレースケー
ルで表現しており，積算密度が大きい領域を黒，
小さい領域を白で表している。2 号機と 5 号機のイ
メージからは，解像度は低いものの，共に原子炉
の格納容器および燃料プールの構造が認識された。
着目すべき領域は，燃料集合体が装填されている
圧力容器の内部（炉心部）であり，図 3に示すよ
うに，2 号機の炉心部に確認された積算密度は 5 号
機よりも小さい事を確認した。これは，2 号機と 5
号機の炉心部の状況が異なる事を示しており，こ
れらの結果から，2 号機では 70% 以上の炉心が溶
融していることを明らかにした 6）。私たちの観測の
他，高エネルギー研究加速器機構（KEK）のグルー
プも後に 2 号機の観測を行い同様の結果を得てい

る。さらに，1 号機および 3 号機の観測が行われた
結果，1 から 3 号機の全ての原子炉で炉心溶融が起
きていることが確認され，廃炉工程の策定に資す
る情報として活用されている。
　原子炉のような工業プラントを対象とした研究
は，他にも行われており，溶鉱炉の寿命を決める
耐火レンガの厚さの測定や焼却炉の内部測定など，
プラントメンテナンスへの適用が試みられている。

5．社会インフラ点検と地下空洞調査
　高度経済成長期に建造された社会インフラの老
朽化や地下空洞による陥没事故，近年の集中豪雨
による堤防の決壊などは，我々の社会生活に甚大
な被害を引き起こす。これらの事故を未然に防ぐ
には，構造物や地盤の劣化状態や変状の早期把握
が不可欠である。宇宙線イメージングは，これら
の課題を解決する技術となり得る。

図 3　原子炉の宇宙線イメージ
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　河川堤防の中には，何度も増改築が繰り返され
ているものもあり，一つの堤防であってもその増
築時期や場所により断面の構造が異なるとされて
おり，現状では，堤体内部の状態を十分に把握し
た維持管理はなされていない。宇宙線イメージン
グにより堤体内部の場所ごとの密度分布の測定に
より内部構造を把握することで，脆弱部を検知で
きる可能性がある。他の土木構造体としては，盛
土やロックフィルダムなども対象となる。2016 年
の熊本地震により被災した熊本城では石垣が崩落し
たが，文化財保護の観点から，石垣の内部状況を把
握することで耐震性の評価に用いることも可能では
ないかと考えている。
　地下空洞による陥没事故は，亜炭鉱廃坑や地下
壕などの支柱の劣化や大きな地震などをきっかけ
に空洞が崩落することで生じる。このような地下
空洞を検知するためには，空洞よりも深い位置に
宇宙線を検出する装置を設置する必要があること
から，ボーリング孔を掘削してその中に検出器を
挿入することで地下構造を可視化する技術の開発
が必要である。私たちは，原子核乾板が備える「小
型化が容易であり電源も必要とせずに宇宙線の
データを記録することができる」という特徴を生
かしたボーリング検出器の開発を進めている。こ
のほか，地下埋没管の検知や，シールドトンネル
の掘削現場で生じる懸念がある空洞の検知も原理
的に可能である。
　この他にも，床版や橋脚などの橋梁内部の劣化
状態の確認や地中の建築基礎の可視化などへの活
用も期待されている。

6．まとめ
　本稿で紹介したように，宇宙線イメージングは従
来の技術では見る事が出来なかった巨大な“もの”
や“事象”の観察を可能にする。クフ王のピラミッ
ドの観測により考古学者も予想だにしなかった新
たな発見があり，新しい遺跡の調査手法として認
知されつつある。原子炉の観測では，従来の技術
では確認できなかった原子炉内部の炉心溶融を可
視化することができた。また，社会インフラ点検
や地下空洞調査などを対象とした技術開発も進め
られており，土木構造体の劣化状態や地盤を早期
に診断・把握することができれば，社会インフラ
の長寿命化や維持管理に役立ち，安心・安全な暮
らしや経済的な損失を抑える事にもつながる。さ
らに，火山や断層，地下資源の探査などより厚い
対象に向けた技術開発も進められている。

　今後，宇宙線イメージングの技術は，X 線 CT の
ような高精度な三次元密度再構成技術へと高度化
され，多分野への適用および実証を通して更なる
実用化が進むことで，レントゲン撮影のような社
会の基盤技術となることが期待される。
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1. はじめに
　地すべりは，地形，地質等の素因がある所に，
降雨や融雪等の気象条件，切土やダム湛水などが
誘因となって発生する。地すべりの素因・誘因は
単純ではなく，それぞれの地すべりによって異な
ることから，対象とする地すべりの特徴や発生機
構を的確に把握した上で効果的な対策が実施でき
るよう，充分な地すべり調査が不可欠である。
　地すべり調査は，それぞれの目的に応じて標準
的な実施手法が示されており，河川砂防技術基準
調査編 1）における地すべり調査の構成は表 1のよ
うになっている。

　表 1の「地すべり調査」は，地すべり対策を実
施する際に地すべり防止計画を策定するために必
要な調査である。一方，地すべりによる変状が発
生し，危機管理対応が実施される場合は，「緊急時
の調査」で対応することとなる。また，対策後の
地すべりの運動の活発化の発見や地すべり防止施
設の機能維持のために，「恒久対策実施後の地すべ
りに対する観測・点検」が実施される。「地すべり
経済調査」は，地すべり対策事業の事業評価に係
る費用便益分析等である。本講座では河川砂防技
術基準調査編 1）と地すべり防止技術指針及び同解
説 2）を中心として，これらの調査の概要と，その
背景にある基本的な考え方，留意点，新しい技術

の活用等について説明する。本講座の前編では「地
すべり調査」について説明し，後編では「緊急時
の調査」以降を説明する。

2. 地すべり調査の概要
　地すべり調査では，地形，地質，すべり面，地
表変動状況，地下水，土質等の多岐にわたる項目
の調査を行い，地すべりの素因及び誘因などにつ
いての発生機構を解析し，効果的かつ効率的な対
策を立案する。多数の項目の調査を効率的に実施
するために，予備調査，概査，精査に区分して段
階的に実施する。予備調査は机上調査，概査は現
地踏査であり，それぞれ後に続く調査の事前調査
となる。精査は計測機器等を用いた詳細な調査で
ある。

3. 予備調査
　予備調査は，地すべりの徴候が現れたために対策
を検討する場合等に，広域における地すべり地の分
布，地形，地質，地下水状況等の概況を把握するこ
とを目的として行う。予備調査では，文献調査と地
形判読調査を行う。同様な地形・地質の地域では類
似した形態の地すべりが発生しやすいことから，後
に続く概査を効率的に実施するためにも，文献調査
と地形判読調査によって，対象地域周辺の地すべり
の特性を把握しておくことは重要である。

3.1 文献調査
　文献調査は，対象地域の地すべり特性を把握す

地すべり調査（前編）

杉
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表 1　地すべり調査の構成 1）
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ることを目的に，表 2に示すような地形，地質，
気象，過去の地すべり履歴，近傍の地すべりの発
生に関する資料収集と情報の抽出を行う。

3.2 地形判読調査
　地形判読調査は，空中写真及び地形図等を用い
て，広域における地形・地質上の特徴を知ること
を目的に，地すべり地形及び地質構造上の特性を
調査する。近年は，精度の良いレーザープロファ
イラーデータを用いて地形判読することが多くな
りつつある。

　地すべり地形判読については，等高線図と斜面
勾配図の重ね合わせ図 3）等の地形表現図が適して
いると考えられる。また，地すべり調査において
も図 1のように BIM/CIM の活用が行われつつあ
り 4），図 2のように地形表現図を BIM/CIM モデ
ルと組み合わせて 3 次元表示すると，等高線パター
ンによる地形判読に加え，空中写真判読と同様な
立体形状の地形判読が，実体視を行わなくても可
能である。

4. 概査
　概査は，現地踏査と地すべり発生・運動機構の推
定からなり，精査を効率よく行うための計画を立案
する。また，対策の緊急性を判断し，必要な場合に
は応急対策の計画を行う。概査においても図 3のよ
うに BIM/CIM が活用されている例もある。
　現地踏査は，①地すべり範囲及び規模等の推定，
②微地形や大地形による地質構造の推定，③地質
性状と地質構造，地下水分布の推定に留意する。
　地すべり発生・運動機構の推定は，現地踏査の
結果を踏まえ，①運動形態の推定，②誘因の推定，
③今後の地すべり運動予測，④被害の予測を行う。

5. 精査
　精査は，予備調査及び概査によって推定した地
すべりの発生・運動機構を確認し，より精度の高
い地すべりの機構解析をするために行う。精査で
は，①精査計画の立案，②地形調査，③地質調査，
④すべり面調査，⑤地表変動調査，⑥地下水調査，
⑦土質試験等を実施する。

5.1 精査計画の立案
　精査計画の立案にあたっては，予備調査及び概
査結果に基づき運動ブロックと調査測線を設定し，
必要な精査項目・位置・種別等の内容を検討する。

表 2　文献調査において収集する資料 1）

図 1　予備調査で活用するBIM/CIMモデルの例 4）

図 2　BIM/CIM モデル上で 3次元表示した
　　  等高線図と斜面勾配図の重ね合わせ図 5）

図 3　概査で活用するBIM/CIMモデルの例 4）
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精査項目については，表 3を参考に，調査で把握
すべき内容を踏まえ，必要な調査を実施する。

　一般には，一体となって移動している運動ブロッ
ク毎に解析や対策計画立案を行うことから，予備
調査及び概査の結果に基づき，必要に応じて地す
べりをいくつかの運動ブロックに分割する。
　調査測線は，地質調査，地下水調査等の実施位
置を決定する基本となる測線であり，運動ブロッ
クごとに設定する。地すべりの幅が広い場合には，
調査測線を複数設定する。

5.2 地形調査
　地形調査においては，地すべり対策の基礎資料
となる地形図を作成する。地形図は，地すべり地
及びその周辺地域の必要な範囲を対象として，地
すべり運動ブロックの設定ができるような精度と
範囲で作成する。近年は，精度の良いレーザープ
ロファイラーデータによる地形図が作成されるこ
とも多くなっている。

5.3 地質調査
　地質調査は，概査において推定した地すべりの
発生・運動機構を確認することを目的として，地
質，土質，すべり面等の状況を把握する。地質調
査はボーリング調査を基本とし，必要に応じて物
理探査等を行う。地質調査では，地すべり変動に
関係すると考えられる脆弱な地層，すべり面の分
布，主要な抵抗部，地すべりの移動範囲を規制す
る抵抗部，支持力の大きな地層などを把握する。
　ボーリング調査は，地中から深度順に直接サン
プルを採取し，地すべりのすべり面や地質及び地

質構造を明らかにするために実施する。そのため，
オールコア採取を原則とし，品質の高いサンプル
を採取することが重要である。 ボーリング調査の
結果の整理においては，地すべり地の地質，土質
やすべり面を検討する上で必要な項目について観
察した所見をボーリング柱状図に取りまとめる 6）。
　物理探査は，特に広大な地すべり地における地
層の分布状況等を把握する場合に有効であり，ボー
リング調査による直接サンプリングの結果と組み
合わせて評価を行う。

5.4 すべり面調査
　すべり面調査は，すべり面の位置（深度）を特
定するための調査である。ボーリングコア観察と
パイプ歪計・孔内傾斜計等による計測等の結果を
併せて総合的にすべり面の判定を行う。
　ボーリングコアの観察にあたっては，地質・土
質，色調，風化，変質，破砕度，硬軟・稠度等に
ついて観察を行い，図 4に見られるようなすべり
面となる弱層（粘土，礫混じり土砂，破砕部等）や，
図 5のようなすべりの痕跡（鏡肌，条痕等）の存
在，図 6に示す地すべり斜面の構成（地すべり土塊，
すべり面，基岩）等に着目し，総合的にすべり面
を判定する。

表 3　精査において把握すべき内容と項目 2）

図 4　すべり面付近の破砕等の微細構造
　　　（樹脂固定すべり面標本による観察）7）

図 5　鏡肌と条痕
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　計測機器によるすべり面の調査では，パイプ歪
計や孔内傾斜計が多く用いられる。
　パイプ歪計による計測は，塩ビ管等のパイプに
ひずみゲージを通常 1m 間隔で貼り，ボーリング孔
内に設置してゲージの歪を測定する方法である。
　孔内傾斜計による計測は，ボーリング孔内にガ
イド管を設置し，傾斜計を挿入して等間隔でガイ
ド管の傾斜角を測定する方法である 8）。孔内傾斜計
による計測では，ほぼ連続的にボーリング孔の曲
がりによる形状の変化を追跡することが可能であ
る。測定結果は，孔底からの傾斜量の積分で表現
され，その曲りが著しくかつ歪が累積する位置を
すべり面と判定する（図 7）。地すべりが進行して
ガイド管の変形が大きくなると傾斜計が変形箇所
を通過できなくなり，それより深い深度に傾斜計
を挿入できなくなる。現在は，従来型に比べて数
倍の通過性を有する小型挿入式孔内傾斜計も開発
されている 9）。

5.5 地表変動状況調査
　精査で行う地表変動状況調査は，地すべり発生・
運動機構を把握することを目的に，地表及び構造
物に発生した亀裂，陥没，隆起等の変動を計測す

る。一般的な地表変動状況調査の方法としては，
地盤伸縮計，測量（地上測量，GPS 測量，LP 測
量），地盤傾斜計等がある。観測期間は融雪，梅雨，
台風期等をカバーするように計測し，降雨等に対
する地すべりの移動特性が把握できるよう，1 年以
上の長期観測を継続して実施することが望ましい。
調査の結果は，縦軸に累積変動量，横軸に時間を
とり，降水量または地下水位と対比できる図に整
理する。図 8に地盤伸縮計測定結果の例を示す。

　地すべりの運動方向が不明瞭な場合や運動の激
しい場合には，測量による調査が実施されること
もある。図 9に 2 時期のレーザープロファイラー
測量の差分による移動ベクトルの例を示す。

5.6 地下水調査
　地下水調査は，斜面の安定解析や対策工の検討
の基礎資料を得ることを目的に，地すべり地への
地下水の供給経路，地すべり地内における地下水

図 6　地すべり斜面の構成 2）

図 7　孔内傾斜計による変動累積図 2）

図 8　地盤伸縮計測定結果の例 2）

図 9　2時期のレーザープロファイラー測量の
　　　差分による移動ベクトルの例
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の分布・流動傾向，すべり面に作用する間隙水圧
等を調査する。地下水調査は，目的に応じて，地
下水位観測，間隙水圧観測，ボーリング掘進中の
水位変動測定，地下水検層等を行う。

　すべり面に作用する間隙水圧は，直接的に間隙
水圧計等によって計測することが望ましいが，技
術的・時間的に難しいことが多く，ボーリング孔
内の地下水位観測で代用されることが多い。地下
水観測を行う観測孔には，全区間ストレーナ孔と
部分ストレーナ孔 10）があり，複数の地下水帯や漏
水層がある場合には，全孔ストレーナ孔による観
測水位は正確な水位を示さないことから，部分ス
トレーナ孔で計測することが望ましい。

5.7 土質調査
　土質調査においては，すべり面強度や対策工設
計に必要な地盤強度を把握する。すべり面強度の
把握のための土質試験には，一面せん断試験・三
軸圧縮試験・リングせん断試験等があり，必要に
応じて適切な試験を行う。また，対策工の設計に
必要な地盤強度を把握するためには，孔内水平載
荷試験，標準貫入試験等が行われる。

6. 防止計画
　地すべり調査結果を対策計画に反映させるため

に，地すべりの機構解析を行う。地すべりの機構
解析は，地すべり発生の素因，地すべり発生の誘
因，地すべりブロックの範囲・規模，すべり面形状・
位置，地下水状況等の地すべり発生・運動機構に
ついて考察し，地すべり運動ブロック図（図 11）
と地すべり断面図（図 12）を作成する。解析項目
と利用する調査を表 5に示す。また，対策計画に
ついての考え方と各調査結果を添付する。

　地すべり運動ブロック図は，解析の基本資料と
し，地形図上に運動ブロックを記入する。
　地すべり断面図は，地質断面図上に調査結果を
記入する。作成方法としては，原則として地すべ
り運動方向に一致する主測線に沿った地すべりの
地質断面図を作成し，推定されたすべり面や地下
水位，亀裂の位置等を記入する。地質断面図は，ボー
リング，その他の調査結果を十分検討した上で記
載する。また，必要に応じて副測線や地すべりの
横断測線についても断面図を作成する。
　機構解析における BIM/CIM 活用のメリットは，
機構解析を行う上で必要となる多数の要素（例え
ば，地すべりブロックの範囲・規模，すべり面形
状・位置，地下水状況等）の配置や要素間の相互
関係の可視化，いわゆる「見える化」が特に重要
と考えられる。地すべり機構解析は，地形，地質，
地下水，移動状況に関する多種多様な調査データ
を基に，地すべりブロック形状やすべり面形状を
決定し，地すべりの素因・誘因を特定し，効果的・
効率的な地すべり対策の立案に繋げていくという，
対策計画を決定するために重要なプロセスである。
機構解析に必要な多種多様かつ多量のデータを頭

表 4　地下水調査の目的と項目 2）

図 10　地下水位観測の種類

表 5　解析項目と利用する調査 2）
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の中で 3 次元的な地すべりのイメージとして組み
立てることは，技術的に高度な作業であるが，こ
の作業を BIM/CIM で行い，「見える化」することで，
理解が容易になり，誤認識の排除にもつながるメ
リットがあると考えられる。また，地すべり機構
解析で用いられる BIM/CIM モデルは，その後の
施設配置計画や対策工の効果評価でも用いられる。

図 13は，対策工の施工位置，対策後の最高水位，
対策前の初期水位等を BIM/CIM モデルを用いて
表現することにより，地すべり防止施設の効果の
視覚的な把握が容易になっている。

7. おわりに
　今回は「地すべり調査」について概説した。次
回（後編）では，緊急時の調査等について説明す
る予定である。

〈参考文献〉
  1）　�国土交通省水管理・国土保全局：「河川砂防技術基準　調査編」，

2014.4
  2）　�国土交通省砂防部，（独）土木研究所：「地すべり防止技術指

針及び同解説」，2008.4
  3）　�（国研）土木研究所土砂管理研究グループ地すべりチーム：土

木研究所資料第 4344 号「航空レーザ測量データを用いた地
すべり地形判読用地図の作成と判読に関する手引き（案）」，
2016.10

  4）　�国土交通省：「BIM/CIM 活用ガイドライン（案）第 3 編 砂防
及び地すべり対策編」，2021.3

  5）　�（国研）土木研究所土砂管理研究グループ地すべりチーム：土
木研究所資料第 4412 号「地すべり災害対応の BIM/CIM モ
デルに関する技術資料」，2021.4
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「ボーリング柱状図作成及びボーリングコア取扱い・保管要領
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地圏総合コンサルタント，応用地質（株），（株）建設技術研究所：
共同研究報告書第449号「すべり層のサンプリングと認定方
法に関する研究 共同研究報告書」，2013.1

  8）　�（独）土木研究所，応用地質（株）， 坂田電機（株），日本工営（株）：
「地すべり地における挿入式孔内傾斜計計測マニュアル」，理
工図書，2010.7

  9）　�（国研）土木研究所，応用地質（株），多摩川精機（株），坂田
電機（株），（株）オサシ・テクノス：共同研究報告書第530号「長
期観測を可能にする地中変位観測技術の開発」，2021.7

10）　�（独）土木研究所土砂管理研究グループ地すべりチーム：土木
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測の手引き（案）」，2014.5

図 11　地すべり運動ブロック図 2）

図 12　地すべり断面図 2）

図 13　機構解析で活用するBIM/CIM モデルの例 4）
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1. はじめに
　私が地質調査業へ就いて 25 年が経とうとしてい
る。現在では主に現場管理，報告書のとりまとめ
をしているが，場合によっては原位置試験等の現
場作業も行っている。業務エリアは，愛知・岐阜・
三重県を中心に静岡・長野県を含めた中部地方と
しており，私の地元である三重県で実施した業務
について紹介する。

2．調査概要
（1） 調査目的
　本地域（三重県南部）は降雨量が多い地域であり ,
過去に何度か豪雨災害が発生し，河川の氾濫により
冠水している。交通機能確保のため県道の嵩上げが
事業として進められ , 本調査では道路改良（盛土）
に伴う設計・施工に必要な地盤情報を得ることを目
的とした。

（2） 調査内容
　・調査ボーリング（孔径 86 〜 66mm）：
　　　　　　　　　　　　5 箇所　計 L=65m
　・標準貫入試験  　 　　5 箇所　計 n=65 回
　・シンウォールサンプリング  1 箇所 2 試料
　・室内土質試験　　　　　　　　　　  1 式

3. 調査概要
（1） 地形
　当地域は，紀伊山地の山地地形が大半を占める
が，熊野灘に沿った丘陵と小規模な台地・段丘や低
地がそれぞれの地質条件と関連して発達する。
　調査地西側の山地は，中央構造線南側の外帯に属

氾濫原における調査ボーリング

私の経験した現場

鳥
とりたに

谷 亮
りょういち

一＊

Key Word
調査ボーリング，圧密沈下，現場管理，氾濫原

＊株式会社東海環境エンジニア　技術部

図 1　熊野層群分布図 1）

表 1　調査地周辺の地質系統表 2）
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する紀伊山地の一部で，第三紀の熊野層群や，それ
を貫入した熊野酸性火成岩類（主に花崗斑岩，流紋
岩）の地質条件に関連した地形特性を持っている

（図 1，表 1）。本調査地は，これらの山地と丘陵間
を流下する相野谷川沿いに形成された河谷低地に
該当し，氾濫原を主体とした狭長な谷底平野に位置
する（図 2，図 3）。

（2） 地質
　本地域は外帯に属し，白亜紀～古第三紀にわたる
四万十累層，新第三系に属する熊野層群，これら
を貫く熊野酸性火成複合岩が分布する。第四系は，
海岸沿いの中・低位の海成段丘堆積物，河川沿いの
河岸段丘堆積物，低地での後背湿地の海浜堆積物及
び谷底平野に現河床堆積物が分布する。
　調査地背後の山体は，熊野酸性火成岩類および熊
野層群小口累層の分布域に該当する。熊野酸性火成
岩類は，紀伊半島東部域に分布する。流紋岩・凝灰
岩・花崗斑岩から構成され，花崗斑岩の分布が大
半を占める。花崗斑岩は北岩体と南岩体に分かれ，
両者を連結するように流紋岩・凝灰岩が分布する。
熊野層群小口累層は，三重県南西部から和歌山県南
西部にかけて広く分布し，塊状のシルト岩・砂岩と
泥岩の互層からなる。
　相野谷川沿いに形成された谷底平野には，泥質の
砂泥に富んだ後背湿地性の軟弱な堆積物が分布する。

4．調査結果及び考察
　本調査区間は，図 4 に示すように 3 つの埋没谷
を横断する。谷の深さは谷幅と相関を持ち，No5
孔で最も深くなっている。谷を埋積する堆積物は，
主に腐植物を混じる軟弱な粘性土（Ap1 層）から
なり，最厚域で 15 ～ 20m 程の層厚を有する。一方，
尾根が迫り出した区間（No2，No4 孔）では，浅所
から当地域の基盤である熊野層群の泥岩が分布し，
軟弱層の層厚は 1m 内外と薄くなっている。
　Ap1 層の N 値は 1 〜 5 の範囲にあり平均値は 2.4
程度を示す。本層を対象とした室内土質試験の結
果は，以下の通りである。

図 2　調査地域の地形分類図 3）

図 3　調査地域の表層地質図 4）
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という特性がある。Ap1 層に区分した粘性土の試
験値は，沖積粘性土〜腐植土がもつ一般値 5）6）の
範疇にある。
　調査区間では，道路改良に伴い盛土が計画され
ており，No5 孔で実施した圧密試験によれば，現
応力下では過圧密粘土に区分（図 5）されるが，盛
土の規模によっては Ap1 層の圧密沈下が懸念され
る。また，Ap1 層内の腐植物の混入度合は不規則
に変化し，図 6 に示すように e-logp 曲線に差異が
見られる。腐植物の混入状況は地点によって不規
則であるため，沈下量等の検討を行う場合は，図 6
に示した e-logp 曲線の平均値を採用する等の配慮
が必要と思われる。
　なお，圧密沈下の試算を行った結果，最大沈下量
は S=16cm 程度であった。このことは，対象土が現
況で過圧密状態にあるため，計画される盛土に対し
て沈下量は軽微なものとなったと考えられる。

5．終わりに
　本業務では，予算の都合からサンプリングを行
う箇所が 1 箇所に限定され調査区間全体に試験値
を準用したが，本来であれば複数個所でサンプリ
ングを実施し，試験値の妥当性確認が必要であろ
う。（本調査では N 値やコア判定等から同種の粘性
土であると評価し試験値の準用を判断した）
　また，地質調査（ボーリング）を行う上で，現
地の状況が安全・工程管理の重要な要素となり，
今回のような幅狭な道路の場合（作業状況を写真 1
に示す），事前に機材の搬入方法や作業区域等を入
念に計画し，交通障害等の地元トラブルを回避す
ることが肝要であると考える。

私の経験した現場

写真 1　ボーリング調査概観
図 5　深度と圧密降伏応力の関係
         （Ap1 層）

図 6　各試料の e-logp 曲線
         （Ap1 層）

図 4　調査区間の地質推定断面図



2021 年第 2 号（通巻 158 号） 55

あとがき
　地質調査は，社会整備資本の最上流に位置する
必要不可欠な工程であると考えており，地質調査
から得られる技術的所見は，合理的かつ専門的な
知識の活用が要求されるため，技術力の向上に一
層尽力するとともに，好奇心を失わずに楽しみな
がら業務に携われればと思っている。最近ではド
ローンや遠隔カメラ等によりフィールドワークの
効率化が図られているが，同時に新たな知識の更
新とハード・ソフトウェアに順応する対応力が求
められている。年々物忘れが増えていくことを実
感しているが，身体が動く限りこの仕事を“楽し
みながら”続けていきたい。

〈参考文献〉
1）　�日本の地質『中部地方 II』編集委員会編：「日本の地質 5 中部

地方 II」pp141，共立出版株式会社オーム社，1988.12
2）　�三重県企画振興部行政調整課：「土地分類基本調査　十津川・

木本・新宮・阿田和」pp17，中央地図株式会社，1997.3
3）,4）　�三重県企画振興部行政調整課：「土地分類基本調査　図　十

津川・木本・新宮・阿田和」，中央地図株式会社，1997.3
5）　�小松田精吉著：「土質調査の基礎地質」，鹿島出版会，1984.1
6）　�地盤工学会室内試験規格・基準委員会：「地盤材料試験の方法

と解説 第一回改訂版」, 地盤工学会，2020.12
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　筆者が初めて那覇空港に降り立った 1997 年から
約四半世紀が経過した。その多くの期間を沖縄県内
で寝起きしてきたが，断水などの給水制限を受け
た記憶がない。来沖前，「沖縄は水事情が良くない」
ことを聞き知っていたので，暫くの間給水制限が無
いのが少々不思議だったが，それはダム建設や導水
管敷設などが進んでいたからだった。1997 年以降
の直轄事業だけでも，羽地ダム（2004 年竣工），大
保ダム（2010 年竣工）が建設され，水事情はさら
に改善されていった。
　沖縄県は我が国としては珍しく人口増加している
地方であるが，1994 年以降県として給水制限を実
施していないという事実は，ひとえに国・県の各種
建設事業の先見性・計画性の正しさを証明している
と思われ，沖縄に住まう一地質技術者として頭が下
がる想いである。
　他方，農業用水の事情はどのような推移をしてき
たのだろう。断水など住民の記憶に残るイベントが
無いため認識しづらいが，そこには，「南西諸島特
有の地質」と「地下ダムの建設」とが密接に絡み，
多くの農業用水を確保してきた歴史がある。
　以下，それらについての情報を紹介する。

1. 南西諸島特有の地質と地下水
　鹿児島県トカラ列島の小宝島以南の島々に点在す
る第四紀の石灰岩（通称 琉球石灰岩）は，非常に
多孔質な地質である（写真 1）。

　琉球石灰岩は多孔質のため水捌けが非常に良い地
質であり，豪雨でも洪水は起きにくい。しかし空隙・
空洞が発達するため保水性が悪く，降った雨のほと
んどが地層内に貯まることになく短時間のうちに海
に流出する，といったデメリットを有する。
　農業用水として地下水を使用したいと思って井戸
を掘っても，表層を琉球石灰岩に覆われる島域では
水が確保しにくい。そのような島域では天水任せの
営農を長い間強いられていた。1971 年の大干ばつ
時には，少雨環境に強いサトウキビですら枯れたよ
うである。

２．南西諸島の地下ダムの仕組み
　海に流れ出る天水を地下で堰き止め，琉球石灰
岩内の空隙に貯めそれを利用しようとするものが，
南西諸島における主な地下ダムの仕組みである

（図 1）。

　琉球石灰岩の直下に比較的均質な難透水層（例え
ば，新第三紀島尻層群泥岩など）が分布している地
域は地下ダムの適地といえる。一部例外はあるもの
の，地域要望があり，かつそのような地質層序を有
す地域に，国や県が地下ダムを計画・建設していっ
た（表 1）。

沖縄の地盤と農業用水

大地 の 恵み

写真１　琉球石灰岩の写真 1）

図 1　南西諸島の主な地下ダムの仕組み 1）
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３．さまざまな地下ダムのタイプ
　一言に地下ダムといっても，その目的，構造，貯
留の仕方等によって，さまざまなタイプが存在する

（図 2）。

　以下，筆者が携わったことのある地下ダムの一部
を紹介する。

〈米須地下ダム…沖縄本島〉
　タイプ；塩水浸入阻止型
　貯留層；第四系 琉球石灰岩
　難透水層；新第三系 島尻泥岩

〈伊江地下ダム…伊江島〉
　タイプ；貯留型
　貯留層；第四系 琉球石灰岩と基底部層
　難透水層；中～古生界 伊江層粘板岩等

＜仲原地下ダム…宮古島＞
　タイプ；貯留型
　貯留層；第四系 琉球石灰岩
　難透水層；新第三系 島尻泥岩

４．おわりに
　地下ダム建設による農業用水の安定供給は確実
に進んでおり，営農者に“そのメリットが享受さ
れてきた”との実感がある。県内各地の道の駅な
どに多くの種類・量の地産野菜が並んでいるのは，
筆者が来沖した当時にはあまり見られなかった光
景である。
　世界的に見るとレアな地下ダムを多く建設し，沖
縄の農業用水事情を向上させてきた国・県等の農業
土木の技術力は，“大地の恵み”を日本だけでなく
他の亜熱帯～熱帯の島嶼国の人々にももたらせるだ
けの高いレベルを有しているものと考える。今後も
我が国全体の地下ダム建設の技術力が維持・向上し
ていけるよう，筆者も技術研鑽していこうと強く思
う次第である。

［溝渕 年哉：中央開発株式会社］

〈参考文献〉
1）　�内閣府沖縄総合事務局：「沖縄における水源開発の必要性」
　 　�http://www.ogb.go.jp/-/media/Files/OGB/nousui/nns/c3/

kouhoupaneru/suigenkaihatu.pdf?
2）　�土地改良建設協会：「宮古農業を支える 五つの地下ダム」
　 　https://dokaikyo.or.jp/kaishi_new/307t_04.pdf
3）　�内閣府沖縄総合事務局農林水産部：「地下ダム」
　 　http://www.ogb.go.jp/o/nousui/nns/c2/page1-1.htm

表 1　南西諸島の地下ダム一覧 2）

図 2　南西諸島の地下ダムの主なタイプ 3）
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　大阪府立狭山池博物館は，1,400 年の歴史を刻む
日本最古のダム式ため池である狭山池について土木
遺産の保存と公開を目的として，2001 年に開館し
ました。博物館の建物は，建物全体がコンクリート
打ち放しの巨大な直方体であり，狭山池全体から見
渡すことができます。建物内部には巨大な堤の断面
や取水塔を収納展示しており，吹き抜けが多用され
ています。常設展示室では，時代順に 7 つのゾーン
に分けて，水と大地との関係性を狭山池と出土文化
財を中心に展示されています。

　本博物館では以下の 7 つのゾーンに区分して展示
されています。

■第1ゾーン
　高さ約 15m，幅約 60m の堤の断面が移築展示さ
れています。

■第2ゾーン
　長さ約 60m にわたって，この飛鳥時代の東樋と
江戸時代の東樋が展示されています。

■第3ゾーン
　奈良時代に行われた２回の改修に関する情報を解
説しており，開発事業で使われたと考えられる道具
類が展示されています。

■第4ゾーン
　鎌倉時代の改修に関する情報を詳しく解説し，石
樋に転用された石棺などが展示されています。

■第5ゾーン
　堤防の裾を固めるための木製枠工や灌漑範囲と水
の流れを再現した巨大な水利模型，船材や船大工の
技術が使われた西樋の壁板が展示されています。

■第6ゾーン
　明治時代以降に国，大阪府が共同で狭山池の改修
を進めることになる。大正・昭和の改修でつくられ
た取水塔が移築して展示されています。

■第7ゾーン
　平成の改修後の狭山池の機能と役割について詳し
い解説が行われています。

　本博物館のトピックスとしては，平成の改修時に
保存された築堤履歴や盛土材料が確認できる堤体盛
土の断面，江戸時代の樋管と飛鳥時代の樋管などそ
の時代に作られた樋管が保存されています。また，
建設当時の時代に使用されていた工具類も展示され
ています。

〇堤体の建設
　堤体の断面模型を写真 1，堤体の建設履歴を写真
2 に示します。堤体の左下部分が最も古い狭山池の
堤体部分であり，その上位に奈良時代の改修履歴が
確認できます。築堤材料の違いによりそれぞれの改
修履歴が確認でき，また，2 回の地震の痕跡が確認
されました。
　飛鳥時代と奈良時代に造られた堤は，樹木の小枝
を敷き並べて土を盛る「敷葉工法」で造られていま
す。盛土のすべりと崩れを防ぎ，丈夫な堤を造る土
木技術です。
　写真 3 に飛鳥時代の盛土からはぎ取った敷葉層を

大阪府大阪狭山市

大阪府立狭山池博物館

各地の博物館巡り

狭山池博物館

はじめに

常設展示 土木遺産としての狭山池
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示す。飛鳥時代にすでに現在の補強土工法（ジオテ
キスタイル）といえる技術が使われていたようです。

〇樋管
　飛鳥時代の樋管は，コウヤマキの大木をくり抜い
て管をつないで造られており，江戸時代になると板
材に釘を打って組んでいました。これらも発掘され
て博物館に保管されています。
　鎌倉時代になると木製の樋管に加えて，取水部お
よび排水部の木材が腐りやすいことから，石製の樋
管を設置しています。これらの石製の樋管は，古墳
時代の石棺を加工して転用されました。
〇木製の設備
　堤体の下端には裾を固めるための木製枠工や船材
を用いた船大工の技術も使われていました。当時か
ら技術のコラボレーションが行われていました。
〇狭山池の歴史
　同博物館では，狭山池の土木遺産として国指定の
重要文化財や近隣に位置する古墳時代の城山遺跡で
発掘された土器類の展示も行われています。

狭山池博物館

●所在地・電話番号
　〒 589-0007 大阪府大阪狭山市池尻中 2 丁目
　TEL：072-367-8891

●入館料　無料

●開館時間
　午前 10 時から午後 5 時まで（入館は午後 4 時 30 分まで）

●休館日
　毎週月曜日（月曜日が祝休日の場合は翌日），
　年末年始（12 月 28 日～ 1 月 4 日）

●アクセス
　南海電鉄難波駅より高野線にて大阪狭山市駅下車、西へ約
700m。一般の車両は狭山池の北堤駐車場をご利用ください。

［中央開発株式会社　関西支社技術部地盤環境課　岡 伸次］

写真 1　堤体断面の模型

写真 2　堤体の建設履歴

写真 3　保存した敷葉層
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1. 現存する氷河
　氷河とは，「重力によって長期間にわたり連続
して流動する雪氷体」（白岩，2005），あるいは「陸
上で重力によって常に流動している多年性の氷雪
の集合体」 （上田，2014）と定義され，厚い氷体
を持つこと，氷体が流動していることがその条件
となります。
　これまで日本には存在しないと言われてきた氷
河が，飛騨山脈，立山連峰の 3 箇所に現存してい
ることが，富山県立山カルデラ砂防博物館の研究
チームにより 2012 年に発見されました（福井・
飯田，2012）。立山（3015m）東面の御前沢氷河，
剱岳（2999m）東面の三ノ窓氷河と小窓氷河です

（写真 1，図 1）。アイスレーダーによる氷厚測定や
GPS による氷体の流動量測定の結果，これらの氷
河は 30m 以上の厚さの氷体を持ち，年間で推定す
ると 0.6 ～ 3.8m 程度流動していることが確認され
ました。
　また，2018 年には，立山の内蔵助氷河，剱岳
の池ノ谷氷河が現存する氷河であることが確認さ
れ，立山連峰の氷河は合わせて 5 箇所となりまし
た（福井・飯田・小坂，2018）。これらの氷河の
位置を図 1に示します。さらに，後立山連峰，鹿
島槍ヶ岳のカクネ里氷河，唐松岳の唐松沢氷河で

も厚い氷体の存在，氷体の流動が確認されたこと
から，日本の現存氷河は現在，総計で 7 箇所となっ
ています（福井・飯田・小坂，2018）（有江他，
2020）。

立山連峰の氷河群　内蔵助氷河・三ノ窓氷河 （富山県）

各地の残すべき

地形 地質・

図 1　立山連峰の氷河分布地図

写真 1　立山連峰の氷河群（左より　①御前沢氷河、②内蔵助氷河、③三ノ窓氷河、④小窓氷河）

① ② ③
④
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2. 内蔵助氷河
　氷河は，特有の地形や氷体構造を持っています。
内蔵助氷河は，富士ノ折立（2999m）直下の内蔵
助カール内の標高 2700 ～ 2830 m に分布し，長さ
350m，幅 120m で，稜線の風下側に位置するため
吹きだまりや雪崩によって積雪が涵養されていま
す。流動量は小さいものの，カールやモレーン等
の氷河地形，融氷水流や水流が窪みに流れ込み出
来た縦穴ムーラン等の氷河特有の氷体構造が顕著
です。

　秋に内蔵助氷河を訪れると，氷体の表面を幾筋
もの融氷水流が流れていて（写真 2），氷の縦穴ムー
ランに流れ込みます（写真 3）。25m 深のムーラン
に潜り氷河内部や氷河底の調査ができるのは国内
ではここだけです（写真 3）。1970 ～ 1990 年にか
けて，名古屋大学等により融雪末期に出現するムー
ランに潜っての観測やレーダーによる氷体の内部
構造観測が実施され，氷体の厚さが 30m に達する
こと （山本他，1986），氷体の上部に岩屑層から成
る表面にほぼ平行な不整合面があり，それ以下の
氷体には，流動の痕跡を示す下流方向にスラスト
アップする複数の岩屑層があることが確認されま
した（飯田他，1990）。この岩屑層はムーラン底部
にも顕著に露出しています（写真 4）。また，氷河
氷中の植物遺骸の放射性炭素年代測定より，氷河
底部の氷は約 1700 年前にできた日本最古の氷河氷
であると推定されます（樋口他，1988）。

3. 三ノ窓氷河
　三ノ窓氷河は，剱岳東面の標高 1700 ～ 2400m に
位置し，長さ 1200m，幅 100m の日本最大の氷河
です。アイスレーダー観測の結果，氷体の厚さは
50m 以上に達し，また，高精度 GPS 観測の結果，

1 年間で 3.7m に及ぶ比較的大きな流動量があると
がわかりました。三ノ窓氷河は，急峻な尾根に囲
まれた深い氷食谷に存在するため，豪雪と雪崩に
より 25m 深に達する膨大な量の積雪の涵養があり，
氷河の形成維持に大きく寄与していると考えられ
ます。秋期になると，氷河表面に深さ 20m に達す
る大規模なクレバスが複数開いて，氷河特有の景
観を見ることが出来ます（写真 5）。

　日本の氷河は，全て飛騨山脈北部にのみ現存し
ています。世界的に見ると，氷河の存在域として
は温暖な地域と言えますが，夏期の多量の消耗量
にも増して冬期に世界有数の涵養量があることが，
氷河の形成維持に寄与していると考えられます。
温暖化により世界の多くの氷河が縮小している中
で，日本の氷河がどのような応答特性を示すか，
今後の調査研究が待たれるところです。
　立山連峰の氷河は，立山黒部ジオパークの重要
なジオサイトに指定されています。
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写真 2（右上）　氷河表面に形成された融氷水流
写真 3（左）　　ムーランに潜っての氷体構造調査
写真 4（右下）　氷河底の氷河氷と層構造

写真 5　三ノ窓氷河に開いた巨大なクレバス
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1．はじめに
　一般的には，国立研究開発法人 宇宙航空研究開
発機構（JAXA）は，衛星やロケットの開発・打ち
上げ，運用を行う機関として知られている。しか
しながら JAXA ではこのようなハードウエアの開
発・運用だけではなく，打ち上げた衛星の利活用
の研究開発も行っている。その中の重要な活動と
して，地球観測衛星である陸域観測技術衛星 2 号「だ
いち 2 号」（ALOS-2）による観測画像データを防災・
減災に活用する実証実験を実施している。この実
証実験活動は大きく国内防災活動と国際防災活動
に分かれており，国内外の災害時に防災機関に対
して衛星画像データを提供している。
　本特集では，今回及び次回の 2 回にわたり，本
活動の内容と状況を解説する。第 1 回目は，国内
災害への衛星画像の活用について，活動の概要と
具体的な災害抽出手法及びこれまでの災害対応事
例について紹介する。なお，JAXA の本活動は実
証実験であり，実災害に対しての画像データ及び
災害状況の推定図の適用の可否及び方法は，各災
害の特徴を熟知している画像データの提供を受け
た各防災機関に委ねられていることを御承知おき
願いたい。

2．衛星の防災利用実証活動
　まず，JAXA で実施している衛星の防災利用実
証活動の概要について説明する。1．で述べたよう
に，本活動は国内及び国際に分かれており，今回
は国内の防災利用実証活動の概要を示す。
　国内の防災利用実証活動は，JAXA 単独ではな
く国及び地方の防災機関との取決め・協定に基づ

いて実施されている。図 2-1 に，全体の体制概要を
示す。

　この中で，最上位の協定といえるものが，内閣
府防災との取決めであり，その範囲には災害対策
基本法に定義されている指定行政機関，指定公共
機関が含まれている。JAXA は，発災時に衛星に
よる緊急観測を実施し，これらの機関に対してそ
の画像データを提供している。提供された画像デー
タはそれぞれの機関で解析・判読され，実災害に
適用され，そのフィードバックが JAXA に提供さ
れるという Win-Win な関係となっている。フィー
ドバックとは，実際に画像データを利用した際の
効果や気づき事項，もしくは今後の活動への助言・
提言等であり，JAXA はこれらの知見を次期の衛
星や地上システムの仕様に反映することになる。
　基本的には JAXA が提供するデータは，画像デー
タ自体及びその一次処理結果であるが，現在は実
証実験の一環として JAXA でも解析・判読を行っ
ており，参考として防災機関に提供している。
　なお，この協定では指定行政機関だけでなく，

衛星の防災利用実証活動（その 1）

研究所からの報告

桐
きりたに

谷 浩
こ う た ろ う

太郎＊

Key Word
地球観測衛星，レーダ衛星，光学衛星，防災利用実証，緊急観測，浸水災害，
土砂災害，地震，火山噴火

＊国立研究開発法人 宇宙航空研究開発機構 第一宇宙技術部門 衛星利用運用センター 主幹研究開発員

図 2-1　国内における衛星の防災利用実証体制
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指定公共機関である，いくつかの電力会社，通信
会社にもこの枠組みに参加いただいている。
　本実証実験については，国土交通省とも個別の
協定を締結している。指定行政機関である国土交
通省は，当然内閣府防災との取決めの対象である。
にもかかわらず国土交通省と個別に協定を締結し
ているのは，以下のような経緯による。
　元々，内閣府防災との取決めにおいては，3.1
に示すようにレーダ画像が直観的な判読が難しく，
誤解を招く恐れがあることから基本的に二次提供
を禁止している。しかしながら，国土交通省は，
災害発生時には TEC-FORCE や Liaison といった
組織を現地に派遣し，現地にて災害対応を行って
おり，衛星画像データ自体を，直接被災自治体へ
提供できる枠組みを要望されていた。その枠組み
が，この国土交通省との個別協定である。ただし，
これは国土交通省であれば，国土技術政策総合研
究所等においてレーダ画像の解析実績もあるため，
二次提供においても被災自治体等に誤解なく，そ
の内容を伝達できることが前提となっている。
　上記以外にも，図 2-1 に示す防災もしくは災害対
応に関心の高い地方自治体とは，個別に協定を締
結しており，衛星画像データの提供及びフィード
バックを実施している。
　実際の ALOS-2 による緊急観測のタイムライン
を図 2-2 に示す。

　ALOS-2 で日本を観測するタイミングは 1 日に 0
時頃，12 時頃の 2 回ある。したがって，その観測
前までには，ALOS-2 に観測域，観測モード等の
指示を与える必要がある。そのためにコマンドを
送信する必要があるが，その作成には 1 時間程度
かかる。したがって，昼 12 時の観測では 11 時前，
夜 0 時の観測では 23 時前には，要求を固めておく
必要がある。緊急観測は複数要請される場合もあ
り，観測実施判断には，それらの要請の競合確認
も必要となるため，一定の調整時間が必要である。
また，衛星の軌道により観測時刻は前後すること

等があり，要請受付時間はそれに依存して変わる。
　観測後は，約 2 時間後に二時期カラー合成画像
等による速報図を提供している。二時期カラー合
成画像については 3.1 で説明するが，協定を締
結している防災機関（防災ユーザ）はこの速報図
に基づき災害の状況を把握するのが基本的な流れ
である。ただし，現在は実証期間中であるため，
JAXA としても観測から約 5 時間後を目途に，現
地の発災前の状況等も考慮しながら速報図の目視
判読を行い，災害域を示すエリアを多角形（ポリ
ゴン）で囲んだ被害区域図として提供している。
このポリゴンは，GIS 上で地図データ等と重ね合わ
せることが可能であり，災害域の状況をより詳し
く把握することができる。各防災ユーザは，速報
図や被害区域図，もしくは原画像といった災害プ
ロダクトを，JAXA の防災情報システムである「防
災インタフェースシステム」にサインインするこ
とでダウンロードすることができる。
　JAXA は，この緊急観測を 24 時間 365 日，防災
ユーザから受け付けており，観測計画を速やかに
立案し，他要請との調整を実施した後，可能な限
り迅速に観測を実施する体制を構築している。
　また，国内の防災利用実証活動としては，緊急
観測の他に以下のような活動を行っている。
　・�水害，土砂，地震，火山噴火，大規模災害の各

種災害別のワーキンググループ（WG）の防災
機関との連携運営と，各 WG における災害毎の
解析方法や，緊急観測の社会実装の方法の検討

　・�協定を締結している災害機関での防災訓練へ
の参加

　防災訓練の事例として，2020 年 1 月に実施した
徳島県における防災訓練の様子を図 2-3 に示す。こ
のように，訓練の状況に応じて災害状況を模擬し
たレーダ衛星画像を提供し，利用いただくことで，
災害時における衛星画像データの有効性を体感し
ていただいている。図 2-2　ALOS-2 緊急観測タイムライン

図 2-3　2019 年度徳島県における防災訓練の様子 1）
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3．衛星画像からの災害抽出手法
3.1. レーダ画像からの抽出手法

（1） レーダ衛星の概要
　前述したように，現在 JAXA では「だいち 2 号」

（ALOS-2）と呼ばれるレーダセンサを搭載したレー
ダ衛星を運用中である。レーダセンサとは，マイク
ロ波を地上に照射し，その反射波を計測することで，
地上の状況を把握するセンサである。その原理の 1
つは，図 3.1-1 に示すように，衛星から斜め下方向
にマイクロ波を照射し，その反射波の遅延時間の差，
すなわち衛星からの距離の差により観測点を識別す
るというものである。これは，衛星の進行方向と直
交する方向の識別方法である。

　地上に照射されるビームは地上では 50km の幅と
なるため，1 回の観測領域は衛星の進行方向に沿っ
た 50km の帯状の領域となる。このビームはいく
つかのグループに分けられており，観測角度が 29.1
度～ 48.0 度までの U2， U3 のグループが災害観測
には適していることが，これまでの実証から判明し
ている。
　一方，もう一つの原理は，衛星の進行方向に適用
されるものであり，移動する衛星のアンテナが各点
でとらえる信号を処理し合成することで，あたかも
進行方向に大きな口径のアンテナが存在するような
画像を合成することができる（図 3.1-2）。これを合
成開口技術という。これにより，衛星の進行方向に
ついては，直交する方向よりも高い分解能を得るこ
とができる。

　また，レーダ衛星は，自らマイクロ波を照射する
ため，夜間も観測可能であり，またマイクロ波が雲
や雨を透過する性質があるため，悪天候でも観測が
可能という耐天候性という長所を持つ。

（2） レーダ衛星画像からの災害抽出手法
　レーダ衛星画像は，地上から反射されたマイクロ
波を受信して，その強度もしくは位相情報を利用す
ることで地上の状況を把握することができる。初動
の災害把握には，強度を利用することが一般的であ
り，基本的には画像は強弱を表すモノクロ画像とな
る（図 3.1-3）。

　このモノクロ画像から災害を抽出する原理を以下
に説明する。図 3.1-4 に示すように，浸水，土砂崩
落，土砂移動によって発災前後で後方散乱強度が変
化することがポイントとなる。浸水の場合，発災前
は，住宅等の建物があるため後方散乱強度は大きい
が，浸水し建物が水に覆われると，鏡面反射を起こ
すため後方散乱強度が減少し，当該部分は暗くなる。
これは土砂崩落も同様で，水面と同様裸地も鏡面反
射を起こすため，土砂崩落により裸地化した部分は
暗くなる傾向を持つ。逆に，土砂堆積の場合は，裸
地だった場所に堆積物が現れることにより，その部
分の後方散乱強度が増大し，明るく写ることになる。

　このように，後方散乱波の強度変化をとらえるこ
とで発災後の状況を把握することがレーダ衛星画像
判読の基本である。

図 3.1-1　レーダ衛星の観測原理（進行方向に直交）

図 3.1-2　合成開口技術の概要

図 3.1-3　レーダ衛星画像例

ALOS-2 のレーダ衛星画像 左図と同じエリアの光学画像

図 3.1-4　レーダ衛星画像からの災害抽出
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　ただし，この発災前後の強度変化を，人間が発災
前後の画像を見比べて抽出するのは難しい。そのた
め，判読においては，図 3.1-5 に示すような光の三原
色の原理を用いた二時期カラー合成という手法を用
いる。これは，もともと白の強弱である強度画像を，
発災前の強度画像を赤の強弱に，発災後の強度画像
を緑と青を重ねた（シアン色）の強弱に変換した
後，発災前後の画像を合成する手法である。この手
法により，発災前後で強度の変わらない部分は光の
三原色の原理により白になり，発災前より発災後に
強度が弱まったところは，赤が強くなるため赤っぽ
く，逆に発災前より発災後に強度が強まったところ
は青っぽくなる。このように強度変化を色の変化に
変えることで，目視による変化の抽出が容易になる。

3.2. 光学画像からの抽出手法
（1）光学衛星の概要
　JAXA は，2021 年度に先進光学衛星「だいち 3 号」

（ALOS-3）を打ち上げる予定である。光学衛星とは，
光学センサを搭載した衛星であり，光学センサは，
主に太陽光を反射した対象物の可視光や近赤外線等
を捉えるものである（図 3.2-1）。

　可視光域の観測により，カメラでの撮影画像のよ
うな，人間が目で見ることのできる情報に近い画像
を取得することができる。そのためその視認性は
レーダ画像と比較して非常に高く，一目見れば状況
を把握できるという特徴がある。さらに可視光域以
外を用いれば，近赤外域の観測により植生の様子を

詳細に把握すること等も可能である。ただし，光学
センサは，太陽光の反射を観測しているため，夜間
や，雲がある場合には地上の様子を把握することが
できない点には注意が必要である。

（2）光学衛星画像からの災害抽出手法
　光学画像は，基本的には人間が目で見た画像に近
いため，限定されたエリアであれば目視により被災
状況を把握するのはレーダ衛星画像よりも容易であ
る。しかしながら，数千 km2 以上もあるエリアの
中から，災害の発生している場所を特定するのは目
視判読だけでは困難であり時間を要する。そのため，
光学画像から浸水や土砂災害箇所を特定するための
解析が必要となる。ここでは，代表的な解析手法を
紹介する。
　あらゆる物質は，表面の構造等の性質により各波
長帯に対して固有の反射・放射の強さを示すことが
知られている（図 3.2-2）。光学衛星を用いた解析で
は，このような物質によって異なる反射スペクトル
を利用し，対象物の抽出に適した波長帯や，複数の
波長帯を組み合わせた指標を用いることにより被害
域を抽出する。

　浸水域や土砂災害の抽出に用いられる代表的
な 指 標 と し て は NDVI （Normalized Difference 
Vegetation Index: 正規化植生指標）がある。
　NDVI は植物が強く反射する近赤外領域と，植物
が吸収する赤色領域の差分から示される指標であ
り，値が大きいほど植物が繁茂していることを示す
ものである。図 3.2-3 に光学画像から土砂災害を自
動抽出した場合のイメージ図を示す。

図 3.1-5　二時期カラー合成画像の原理

図 3.2-1　可視・近赤外リモートセンシングの仕組み

図 3.2-2　反射スペクトルのイメージ

図 3.2-3　土砂災害の抽出例（黄色が土砂崩落域）
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　他にも，光学画像を用いた深層学習による手法も
多く提案されている。例えば，建物被害の抽出につ
いては，主にセマンティック・セグメンテーション
手法を用いた自動抽出についての研究が行われてい
る。セマンティック・セグメンテーションはピクセ
ル単位でカテゴリ分類を行う手法であり，被害があ
る建物とそれ以外の物体を区別して抽出することが
できる（図 3.2-4）。災害抽出への深層学習の適用に
ついては JAXA で現在も検討中であり，将来的に
は災害対応にも取り入れる計画である。

4．災害対応事例
　本章では，ALOS-2 によって実施された災害対応
事例を示す。

4.1. 浸水災害事例
　近年は，台風や線状降水帯の影響により，風水害
が広域化，長期化する傾向が顕著であり，河川の氾
濫や内水氾濫により浸水被害が大規模化している。
　図 4.1-1 に令和 2 年 7 月豪雨災害の熊本県の球磨
川流域で発生した浸水被害の事例を示す。この豪雨
では，令和 2 年 7 月 3 日に鹿児島県及び熊本県に局
地的豪雨が発生，国土交通省及び農林水産省林野庁
からの要請により緊急観測を計 11 回実施した。

4.2. 土砂災害事例
　台風や線状降水帯の影響により高頻度化，広域化
した災害は浸水災害だけではない。土砂災害もその
被害が拡大している。これは，短期的な集中豪雨も
しくは長期的な降雨により，土壌水分量が従来と比
較し増大しており，従来は土砂崩壊が起きにくい地
質や緩斜面でも土砂移動が発生する傾向が強まって
いるためと言われている。
　4.1 で示した令和 2 年 7 月豪雨においても，豪雨
はその後北上し，長野県や岐阜県でも大きな被害を
もたらした。国土交通省では，北陸地整へ画像デー
タを提供し，防災ヘリのルート検討に活用した。そ
の後ヘリ調査の結果から崩壊箇所が確認された。ま
た，林野庁でも中部森林管理局へ画像データが提供
され，上空からの調査の目安として活用された。
　図 4.2-1 に土砂崩壊箇所を観測した事例を示す。
左図が豪雨期間に ALOS-2 で観測したレーダの二時
期カラー合成画像，右図が後に北陸地整のヘリ調査
の結果である。レーダ衛星画像が土砂崩落の形状を
正確にとらえていることがわかる。

　なお，風水害については，令和 3 年 8 月の前線に
よる長雨の被害についても，計 11 回の緊急観測を
行っており，防災機関へ情報を提供，災害対応に活
用いただいた。

4.3. 地震災害事例
　平成 30 年 9 月 6 日北海道胆振地方中東部を震源
としたマグニチュード（M）6.7 の北海道胆振東部
地震が発生したことをトリガーとし，国土交通省砂
防計画課等からの要請のもと，初動期の土砂災害の
概況把握等を目的に計 3 回の緊急観測を実施した。
判読結果は，北海開発局及び北海道に共有された。
結果として，厚真町での大規模崩壊や集中的な崩壊
の把握が迅速に行われ，北海道開発局，北海道，関
係自治体への警戒避難の助言が行われた。
　図 4.3-1 は，地震 WG による干渉 SAR 解析の結
果であり，「平成 30 年北海道胆振東部地震の評価」
に掲載された。

図 3.2-4　深層学習による建物被害の抽出例

図 4.1-1　熊本県球磨川浸水推定判読結果（青枠）

図 4.2-1　令和 2 年 7 月豪雨の土砂災害例
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4.4. 火山噴火災害事例
　火山噴火災害では，気象庁を事務局とする火山
ワーキンググループ（火山 WG）において，衛星画
像の利活用を進めている。災害対応時においては，
火山 WG にて緊急観測要請の可否について検討が
なされ，必要と判断されれば緊急観測要請が行わ
れる。
　図 4.4-1 に平成 30 年 4 月霧島山（えびの高原（硫
黄山）周辺にて発生した噴火の観測事例を示す。平
成 30 年 4 月 19 日 15 時 39 分頃に噴火が発生し，更
に活動が活発になる可能性があることから，同日
15 時 55 分に噴火警戒レベルが 3 に引き上げられた
ことをトリガーとして，火山 WG からの要請によ
り19日の夜パス以降，計7回の緊急観測を実施した。
　これらのデータは気象研究所，国土地理院にて解
析され，地殻変動の状況把握に利用されるととも
に，平成 30 年 5 月 1 日 14 時 00 分に発表された火
山活動解説資料に掲載され，噴火警戒レベル引き下
げ（3 → 2）判断の材料の 1 つとして利用された。

　また，緊急観測以外にも西之島のようにアクセス
が困難な地域にある活火山観測において，有効な観
測手段として，溶岩の流出及び堆積などの変動や海
岸線の変化の確認を行っている。

5．まとめ
　本稿では，JAXA が進めている衛星の防災利用実
証，その国内防災活動について紹介した。レーダ衛
星による災害監視は，その広域性及び耐天候性に優
れた特徴を持ち，今般のように災害が広域化，長期
化する状況において他の手段では入手不可能な災害
情報を短時間で入手することが可能である。しかし
一方で，衛星は軌道に縛られているため，観測の即
応性や頻度が限定的になることも事実である。
　この制約を緩和するためには，災害監視衛星の機
数を増やし，広範な軌道に配置することが効果的で
あることは明らかであったが，10 数年前は打ち上
げコスト等の費用が高額であり，非現実的と考えら
れていた。しかし，近年は打ち上げコストの低減化
も進み，その実現性は相対的には高くなってきてい
る。観測の即応性向上と頻度増加が達成できれば，
衛星による災害対応は，災害の初期状況把握におい
てより有効となると思われる。
　近年の災害の増加・甚大化は国内にとどまらない
世界的な現象である。次回は，このような状況に対
応した，JAXA 衛星を含めた各国の衛星を利用した
国際的な枠組みで実施されている災害対応活動を中
心に解説を行う。

図 4.3-1　�平成 30 北海道胆振東部地震「だいち 2 号」に
よる地殻変動分布図（2.5 次元解析）（暫定）2）

図 4.4-1　平成 30 年 4 月霧島山（えびの高原（硫黄山）周辺 3）
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福井の地盤　－福井平野－

書籍紹介
著者　福井地盤図作成実行委員会※

年多発する豪雨災害や地震災害に起因する主に表
層地盤の地盤リスクを評価するためには，沖積

層や洪積層の地盤内部の面的な分布を示す地盤断面図，
さらに，土質試験データから得られる土の物理的・力
学的特性の空間分布特性や物性値の相関性の把握が必
要不可欠となります。
　福井県内を対象とした第四紀の地盤に関係する書籍
は，約半世紀前の 1965 年に福井県が発行した「福井県
水理（地下水）地質図説明書」がありますが，同書は
主に第四紀の地質を断面図としてまとめたものであり，
土質試験データを集約した資料は存在しません。
　そこで本書では，福井県等が管理するボーリング調
査結果のデータベース等から，ボーリングデータ，土
質試験データを抽出し，福井平野に設定した南北方向 1
測線と東西方向 2 測線に関する地盤構成を把握するた
めの地盤図を作成しました。さらに，土の物理的・力
学的特性を測線別に整理し，福井平野を形成する土の
工学的特性をマクロな視点で明らかにしました。
　本書は，福井で初めての地盤図となります。社会資
本整備の事業計画段階での地質・地盤リスクの抑制，
自然災害や都市災害など対策を講じる際の基礎資料と
しての利活用が期待されるところであります。
　なお、本書は下記の URL より，無償でダウンロード
ができます。

近

◦発行日：2021 年 8 月 30 日発行
◦発　行：福井地質調査業協会
◦ダウンロード方法：下記 URL にアクセス
　https://www.fk-kosha.or.jp/koueki/books.asp
◦問い合わせ先：
　福井地質調査業協会
　Tel. 0778-25-1230　　
　e-mail：fukui@geology.co.jp

※ 福井県の地盤・地質を専門とする産官学の技術者と研究者で構成される組織である。（2019 年に創立）

福井平野地盤断面図のパネルダイヤグラム

福井平野の南北方向 1 測線と東西方向 2
測線で推定した 3 つの地盤断面図より作成
したパネルダイヤグラムである。
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　今年度の全地連資格検定試験（地質調査技士，応用地形判読士，地質情報管理士）は，7 月に全国
10 会場で実施し，9 月には合格発表を行いました。各検定試験の実施結果は次の通りです。

2021 年度 全地連資格検定試験の実施結果について

全地連資格検定試験　実施結果　概要

■試　験　日：2021 年 7 月 3 日（土）
■試験会場：全国 10 会場　　札幌，仙台，新潟，東京，名古屋，大阪，広島，高松，福岡，沖縄
■受験者数及び合格者数：

（ご参考：2022 年度の試験日程）　
・地質調査技士，地質情報管理士　　7 月 9 日（土） 　全国 10 会場にて実施予定
・応用地形判読士　　10 月 22 日（土）　東京にて実施予定

※ 1 応用地形マスターⅠ級　　※ 2 応用地形マスターⅡ級

資格検定試験 受験申込者数 / 受験完了者数 合格者数

①地質調査技士

現場調査部門 398 名 / 384 名 151 名　

現場技術・管理部門 887 名 / 817 名 262 名　

土壌・地下水汚染部門 45 名 /   40 名 13 名　

（合計） 1330 名 /1241 名 426 名　

②応用地形判読士 〈一次試験〉 105 名 /   89 名
26 名※ 1

26 名※ 2

③地質情報管理士 88 名 /   79 名 28 名　



70

地質だ  よ    り

　全地連では，地質リスクマネジメント（＝地質・地盤リスク
マネジメント）の中核の一つとなる「地質リスク調査検討業務」
について，業務の発注や実施に際して重要となる事項をまとめ
た本手引きを作成し，令和 3 年 7 月に発行しました。
　作成にあたっては，国土交通省大臣官房技術調査課・国立開
発研究機構土木研究所が 2020 年 3 月に発行した「土木事業に
おける地質・地盤リスクマネジメントの運用ガイドライン」や
地質調査業協会関連の資料を参照し，さらに業務実施経験や最
近の技術動向も踏まえて取りまとめました。
　地質リスク調査検討業務の主眼は，各建設段階において地質
リスクを抽出・分析・評価し，対応を検討することにあり，建
設生産システムにおける一気通貫のリスクマネジメントの一部
として極めて重要なものといえます。この業務が適切に発注・
実施さるよう本手引きを有効に活用して頂ければ幸いです。

「地質リスク調査検討業務」の手引きの発行

▶▶▶ https://www.zenchiren.or.jp/geocenter/risk/georisk_guide_2021.pdf

　GRE 認定試験制度は，今年 10 月に第１回目となる認定試験を実施しました。

　本制度は，地質リスクに関する情報の収集整理や調査などの成果に基づき，地質に係る建設等の事
業リスクの低減に向けたマネジメントができる地質技術者の育成を目的に，2015 年度に現行制度の基
礎となる“認定制度”を発足しました。制度発足以降では，2020 年度までに約 120 名の GRE 認定者を
輩出してきましたが，この間では公共機関における「地質リスク調査検討業務」の発注が始まり，ま
た地盤災害の多発などもあって，地質リスクに対する関心が一層高まりました。このような状況を踏
まえ，運営主体である地質リスク学会等では，GRE 認定者の業務における活用を進めていくにあたり，
令和３年度には“認定試験制度”に移行し，新たな体制で制度を開始した次第です。

2021 年度 地質リスク・エンジニア（GRE）
認定試験制度の実施について

認定試験　実施結果　概要

◦試　験　日：2021 年 10 月 1 日（金）
◦試験会場：東京
◦受験者数：18 名 /17 名（申込者数 / 受験完了者数）
◦合格発表：2022 年 3 月
◦運営主体：地質リスク学会，（一社）全国地質調査業協会連合会
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　11 月 26 日に開催します標記発表会は，今年で 12 回目の開催となります。今年のプログラムは，6 編
の事例研究発表を行うほか，特別講演として土木研究所様よりご講演をいただきます。また，今年 7 月
に全地連が編集・公表した「地質リスク調査検討業務の手引き」についてもご紹介する予定です。
　当日の開催結果や講演論文集は，下記のホームページに掲載する予定です。是非ご覧下さい。

　▶▶▶ http://www.georisk.jp/　（地質リスク学会ホームページ）

第 12 回地質リスクマネジメント事例研究発表会　開催概要

事例研究論文一覧

地質リスクマネジメント事例研究発表会（開催予定）

■開催日：令和 3 年 11 月 26 日（金）
■場　所：飯田橋レインボービル（東京都新宿区市谷船河原町 11 番地）
■共　催：地質リスク学会，一般社団法人全国地質調査業協会連合会
■協　賛：国立研究開発法人土木研究所
■プログラム

　◦開　　場：12：30　　
　◦開　　会：13：00 ～
　◦開会挨拶：13：05 ～
　　　　　　　渡邊 法美 （地質リスク学会会長）（高知工科大学教授）
　◦特別講演：13：20 ～ 14：00
　　　　　　　「（国研）土木研究所における地質リスクマネジメントの活動について」 
　　　　　　　宮武 裕昭氏（国立研究開発法人土木研究所 地質・地盤研究グループ）
　◦報　　告：14：00 ～ 14：15　
　　　　　　　「地質リスク調査検討業務の手引き」の発行について」
　　　　　　　岩﨑 公俊（（一社）全国地質調査業協会連合会 技術参与）

　事例研究発表会：14：30 ～ 16：30 （発表編数は 6 編）

発表者 所属先 題  目 発表内容 事例の
種類

齋藤 和春
セントラルコ
ンサルタント
㈱

3 次元電気探査を用いたト
ンネル拡幅湧水量予測によ
る工事費・工期 のリスク
低減の一事例

既往の老朽化したトンネルを拡幅する場合，拡幅掘削に
伴う地山の崩落，突発的地下水の湧水の発生などの問題
を生じることが多い。これら問題解決のために，風化状
況や地下水分布状況を高精 度に予測することが施工安
全性，工事費用のリスク低減に大きく寄与すると考える。

D 型

居川 信之 ㈱エイト日本
技術開発

山岳道路の維持管理におけ
る地質リスクマネジメント

（盛土崩壊の 事例）

筆者は，高山地に位置する全長 17km の一般自動車道
において，15 年間継続して維持管理業務を行ってきた。
その間に発現した斜面崩壊や落石等の地質リスクに関す
る事象についての対応内容（発生機構・対策方法・対策
コスト等）を紹介する。また，最近問題となっている施
工過程の不詳な谷埋め盛土の崩壊事例とその対応方法に
ついても言及する。

B 型

近藤 桂二 ㈱ダイヤコン
サルタント

暫定 2 車線区間の 4 車線
化へ向けた地質リスクの検
討事例

本事例は，現在供用している暫定 2 車線区間（Ⅰ期線）
の道路の 4 車線化施工（Ⅱ期線）を見据えて，地質リス
クの抽出・評価等を 行い，今後の設計・施工・維持管
理段階における地質リスクの低 減等を図るため，後続
調査計画を立案したものである。これらの 検討事例に
ついて報告する。

D 型

加藤 智久 中央開発㈱
深層崩壊危険斜面における
地質リスクマネジメントに
関する一考察

深層崩壊発生リスクが高い付加体地域において，深層崩
壊が発生した現場を対象として実施した原因究明調査，
モニタリングの結 果等を報告する。また，深層崩壊に
関する既往の研究成果や事例を収集し，筆者が実際の調
査で得た知見と併せて，深層崩壊危険 斜面における地
質リスク抽出とリスク評価に関する考察を行ったので報
告する。

D 型

地
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鄭　詩穎 岡山大学

応答曲面法によるため池の
リスク評価
Risk evaluation for earth-
f i l l  dams by response 
surface method

平成 30 年豪雨で数多くのため池が絶堤し , 環境と経済
に大きな影響を与えた。自然災害によるため池の破堤を
防ぐため , 事前にリスク評 価を行うことが必要となる。
本研究はため池修復の優先順位から岡 山県の 10 か所た
め池を研究対象として選定した。氾濫解析を用いて被害
額 A を算出し，それから回帰分析によって被害額 B を
算定し，応答曲面を作成した。最後にグンベル分布で求
めた確率降雨量から得られた破堤確率を合わせてリスク
評価を行うこと。

B 型

奥田 朱音 応用地質㈱
地質リスク評価における簡
易試験の有効性と適用上の
留意点

従来から地質調査で用いられる簡易指標試験（シュミッ
ト式ハンマー試験や帯磁率測定等）は，物理的・化学的
データを迅速かつ 安価に多数取得可能であり，地形地
質踏査とあわせて実施することで，地質特性の把握や地
質が持つ不確実性への対応，その後の 調査計画策定に
活用できる。本発表では，道路事業の初期段階で の簡
易指標試験の具体的な適用事例について紹介し，地質リ
スク評価への有用性，今後の発展性について発表する予
定である。

D 型

＊リスクマネジメント事例の種類は以下の 4 タイプとなっております。
Ａ型：地質リスクを回避した事例
Ｂ型：地質リスクが発現した事例 
Ｃ型：発現した地質リスクを最小限に回避した事例 
Ｄ型：上記のＡ型，Ｂ型，Ｃ型以外の事例

　全地連で運営します資格制度（地質調査技士，応用地形判読士，地質情報管理士）の登録更新につ
きまして，令和 3 年度は次の通り実施します。

令和 3 年度 全地連資格制度　登録更新の手続きについて

令和 3 年度 全地連資格制度　登録更新の実施概要
資格制度 登録更新の対象者 更新申込期間・締切 更新形態

地質調査技士

（1）�平成 28 年度（2016 年度）の登録
      更新講習会を受講した方 

（2）�平成 28 年度（2016 年度）の
      第 51 回地質調査技士資格検定試験
      に合格し，登録した方

令和 3 年 9 月 10 日～
令和 3 年 10 月 12 日 
※�ＣＰＤ報告形式による
　申込締切は
　令和 3 年 12 月 10 日

講習会受講形式
または
CPD 報告形式

応用地形判読士
平成 28 年度（2016 年度）の応用地形
判読士資格検定試験〔二次試験〕に合格
し，応用地形判読士資格に登録した方

令和 3 年 12 月 1 日～
令和 4 年 1 月 15 日 CPD 報告形式

地質情報管理士

（1）�平成 30 年度（2018 年度）地質
      情報管理士資格検定試験に合格し，
      資格登録した方

（2）�平成 30 年度（2018 年度）地質
      情報管理士登録更新の手続きが
      完了した方

令和 3 年 12 月 1 日～　
令和 4 年 1 月 31 日 CPD 報告形式

　詳しくは，全地連のホームページをご覧ください。
　▶▶▶ https://www.zenchiren.or.jp/　（全地連ホームページ）

　全地連では，会員企業における社員の皆さまの福利厚生の向上を目的に，2020 年度より小冊子や講
演動画を作成し，以下のホームページでご紹介しております。健康経営やメンタルヘルスをテーマに
した小冊子を掲載するほか，また関連する内容の WEB セミナーもオンデマンドでご覧いただくことが
できます。会社の福利厚生制度の見直しや社員研修などの機会にぜひご活用ください。　

　▶▶▶ https://zenchiren-geo.jp/welfare

福利厚生制度に関する情報発信

地質だ  よ    り
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機関誌「地質と調査」編集委員会

一般社団法人全国地質調査業協会連合会

　　委員長　鹿野 浩司

　　委　員　尾高 潤一郎，加藤 猛士，佐護 浩一，谷川 正志，細矢 卓志，土屋 彰義，須見 徹太郎，池田 俊雄，高橋　暁，村上 貴美恵 .

各地区地質調査業協会

　　委　員　北海道：関根 幸博　　東　北：庄子 夕里絵　　北　陸：桜井 幹郎　　関　東：藤本 泰史　  中　部：今井 良則　　

　　　　　　関　西：束原　 純　　中　国：西田 宣一　　　四　国：大岡 和俊　　九　州： 原田 克之　  沖縄県：砂川 尚之

　　一般社団法人全国地質調査業協会連合会
　　　〒 101-0047　　東京都千代田区内神田 1-5-13　内神田 TK ビル 3 階　　 　　　 TEL.（03）3518-8873　　FAX.（03）3518-8876

北海道地質調査業協会

東北地質調査業協会

北陸地質調査業協会

関東地質調査業協会

中部地質調査業協会

関西地質調査業協会

中国地質調査業協会

四国地質調査業協会

九州地質調査業協会

沖縄県地質調査業協会

〒 060-0003　北海道札幌市中央区北 3 条西 2 丁目 1（カミヤマビル）	  TEL.（011）251-5766

〒 983-0852　宮城県仙台市宮城野区榴岡 4-1-8（パルシティ仙台 1 階）	  TEL.（022）299-9470

〒 951-8051　新潟県新潟市中央区新島町通 1 ノ町 1977 番地 2（ロイヤル礎 406）	  TEL.（025）225-8360

〒 101-0047　東京都千代田区内神田 2-6-8（内神田クレストビル）	  TEL.（03）3252-2961

〒 461-0004　愛知県名古屋市東区葵 3-25-20（ニューコーポ千種橋 403）	  TEL.（052）937-4606

〒 550-0004　大阪府大阪市西区靱本町 1-14-15（本町クィーバービル）	  TEL.（06）6441-0056

〒 730-0017　広島県広島市中区鉄砲町 1-18（佐々木ビル）	  TEL.（082）221-2666

〒 761-8056　香川県高松市上天神町 231-1（マリッチ F1 101）	  TEL.（087）899-5410

〒 812-0013　福岡県福岡市博多区博多駅東 2-4-30（いわきビル）	  TEL.（092）471-0059

〒 903-0128　沖縄県中頭郡西原町森川 143-2（森川 106）	  TEL.（098）988-8350

機関誌　「地質と調査」　’21 年 2 号　No.158

編　集　一般社団法人全国地質調査業協会連合会
　　　　〒 101-0047 東京都千代田区内神田 1-5-13　内神田 TK ビル 3 階
発行所　株式会社ワコー
　　　　〒 102-0072　東京都千代田区飯田橋 3-11-7　TEL. （03）3295-8011    FAX. （03）3230-2511
印刷所　株式会社 高山

2021 年 11 月 15 日　印刷
2021 年 11 月 20 日　発行

無断転載厳禁
印刷物・Web 上等に本誌記事を掲載する
場合は、一般社団法人全国地質調査業協
会連合会に許可を受けてください。

　昨今の社会の要請は多岐多様です。構造物は建設する
だけではなくその維持が重要となりました。地盤改良な
どで都市部を中心に居住圏が拡がり，大深度空間などの
地下利用も各所で行われています。これら開発の結果と
表裏一体で近年顕著となった豪雨災害や活断層から発生
する大地震への備えがますます重要となっています。さ
らに今年は SDGs のキーワードが広く知られるように，
持続可能な社会へ向けての要請もあります。
　地質技術者の役割の一つとして地下の地質情報を見え
る化し，社会の要請に応えることがあります。地下空間
は，我々の目で直接全部を見渡すことのできない空間で
すが，地質図作成に代表されるように，地表踏査でルー
トマップを作成し，ボーリング掘削などで得られた直接
的な情報を総合的に検討することで，地下空間を図化し，

社会の要請へ対応してきました。
　今号では，物理探査にスポットを当てました。物理探
査は，物理現象を利用して計測することで，地下の地質
情報の見える化を果たしており，石油・石炭などの資源
探査のみならず，社会の要請に対して広く貢献していま
す。小特集では，地質調査という目的の中で，物理探査
が果たしてきた役割とともに課題に対して改良を重ね
チャレンジする姿を紹介いただきました。読者の皆様に
は本特集を通じて，技術や社会の今が少しでも伝われば
と思います。
　最後になりましたが，新型コロナウイルスが猛威をふ
るった今夏に寄稿いただきました執筆者の方々には心か
ら感謝の意を表します。
　　　　　　　　　　　　　　（2021 年 10 月　佐護記）

編集後記
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巻頭言

物理探査トランスフォーメーション

反射法地震探査による
深部地質構造の可視化
……………………………………  東中 基倫

浅部地盤の特徴と浅部物理探査の役割
……………………………………  稲崎 富士

遺跡探査における物理探査の役割
……………………………………  水永 秀樹

土木地質調査における弾性波探査の
3次元化への取り組みと展望
…………  佐藤 礼・菊池 竜之介・石垣 孝一

地球の内部を覗く科学の窓
～長期孔内観測システム～
………………………………………  許 正憲

やさしい知識

宇宙線ミューオンによる
非破壊イメージング
…………………………………… 森島 邦博

教養読本

干渉SAR技術 …………………  藤原 智

公益財団法人深田地質研究所 顧問　 京都大学名誉教授 松岡 俊文

総論

持続可能な社会実現に向けた
物理探査技術の役割

株式会社地球科学総合研究所 代表取締役社長 阿部 進
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